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1序章 .　研究の概要
序章　研究の目的と方法
序ー１　研究の背景
市民によるまちづくり提案を審査し、助成する制度である「提案型まちづくり助成制
度」は何故うまれたのか。誰に必要とされているのか。
この制度がうまれたのには「まちづくり」を実行する（もしくは「したい」）市民が
増加し、まちづくりの実行に必要な支援を必要とするまちづくりの「担い手」が現れた
事が背景にある。まちづくりの担い手が、提案型まちづくり助成制度を必要としている
のである。
では今日のような状況に至るまでに「まちづくり」はどう発展してきたのであろうか。
それを探るべく、「まちづくり」という言葉の持つ意味の変化を軸として、提案型まちづ
くり助成制度誕生の背景となる「まちづくり」の発展について以下流れを整理し、現在
の「まちづくり」の定義を行う。
2序章 .　研究の概要
序−１−１　戦後の「まちづくり」の流れ
１）「まちづくり」の始まり：市民の「目覚め」の前に
戦後、「まちづくり」は様々な意味を包括しながら発展し、活動としても、言葉として
も一般化した。まず「まちづくり」という言葉自体が初めて使用されたのは一説による
１) と 1952 年に増田四郎による「都市自治の一つの問題点」２）の中で「新しい町づくり」
として用いたのが最初であると言われている。
このなかで、増田は「コンミュニティー ( コミュニティ ) 基礎を築き得る」ための方策
として、「町づくり」という言葉を用いている。その方策はトップダウンの、「都市計画」
的なものが主であったが、その中でも、都市集落の一定の集団の中で、一人一人が自分
の都市の存在理由を「はっきりと自覺すること」が必要であるという行がある。このよ
うに、「まちづくり」は言葉として生まれた瞬間から、市民一人一人の目覚めに基づく、「地
域共同体 = コミュニティ」の役割の大きさを包括する意味を持っていた。
3序章 .　研究の概要
２）１９６０年代の「まちづくり」：市民の権利意識の目覚め
１９６０年代に入り、「まちづくり」が示す意味は広がった。
第一に、「町おこし・村おこし」としてのまちづくりがあった。池田町ワインの町づく
りや大分県大山町 NPC 運動などの活動が始まった。これらは地域振興としてのまちづく
りであった。
第二に、都市部での新しい「まちづくり」を進める動きとして、1963 年の統一地方
選挙から始まる「革新自治体の誕生」３）があった。横浜市や東京都などの都市部での革
新自治体の誕生は、中央の政治とは一線を画した方針を進めることによって、地方自治
体が主導する「まちづくり」の流れを生んだ。
第三に、住環境改善や公害問題など、特定の課題に取り組む「市民運動」としての「ま
ちづくり」があった。これは神戸市丸山地区における住環境改善運動４）や、国立市の歩
道橋問題５）などが例として挙げられる。この時代は、シビル・ミニマムが満たされた後、
市民としての権利を意識し始めた時期であり、これらの「市民権利」を主張した運動は
今のまちづくり活動のベースとなるものであった。
第四に、開発の波の中で破壊されゆく歴史的建造物や自然を守るための「まちづくり」
があった。その例として鎌倉風致保存会の設立や、妻籠の歴史的町並み保存運動などが
ある。これらは当時の高度経済成長社会のなか、経済優先の風潮の中ででてきたゆがみ
に対するアプローチとしてのまちづくりでもある。
このように、まちづくりの始まりは、地方から、地域から沸き上がってきた特定の課
題に対応する、必要に迫られた「まちづくり」であった。６０年代のまちづくりの核と
なる「住民運動」を引き合いに出し、奥田は６０年代のまちづくりを「告発型・要求型」
であったと表現している６）
６０年代と比較して、７０年代は国や自治体に向かっていた「エネルギーを内部的に
ため、地域づくりにむすびつけていこう」とした時代であった。６）
4序章 .　研究の概要
３）１９７０年代の「まちづくり」：まちづくりの「理想」の追求
６０年代の流れを継承しながら、で、国が「コミュニティ」という概念を持ち込み、「ま
ちづくり」の流れを捉えようとする動きを見せたのが１９７０年代である。
１９６９年に国民生活審議会の答申として 「コミュニティー生活の場における人間性
の回復」としてコミュニティを単位とした住民参加方式を提唱した。その後自治省 ( 当時 )
によるコミュニティ対策として 83 地区がモデル・コミュニティに指定された。前掲の神
戸市丸山地区もその一つである。この影響か、各自治体でも武蔵野市、三鷹市などで自
治体主導型の「コミュニティ計画」が進んだ。
当時の「コミユニテイ」をベースとしたまちづくりを紹介したものとして、経済企画
庁 ( 当時 ) 国民生活局編による「コミユニテイとくらしの環境－住民参加の町づくり－」７）
がある。
革新自治体の出現と共に、コミュニティ「参加」のまちづくりが先進自治体で始まっ
たことを受け、住民「参加」と町づくりのシステム・プロセスを紹介している。この資
料では、当時の発想としてまず「コミュニティセンター」というハコを核とし、政府・
自治体からのトップダウンで組織化された中に住民「参加」があったことが示されている。
この時代は前の十年とは異なり、多角的な「まちづくり」に対する住民「参加」の黎
明期であった。革新自治体では、市民との対話を目指し、都市問題について市民に語り
かける生活白書８）が出版された。また、「参加」の形の定義に試行錯誤が見られ、コミュ
ニティ・カルテや市民懇話会、住区協議会など、「参加」のシステムづくりが様々な形で
実験的に行われたのもこの時代であった。
佐藤はこの時代のまちづくりを「理念の第一世代」9）と表現しているが、こういっ
た「地域の政策課題を包括的、総合的な視点から住民 ( 市民 ) 自ら解決していくための
基盤形成をしよう」とした、理念的な「包括的協議会」10）による地域自身による地域
自治のシステムづくりは、当時の「理想追求型」まちづくりを体現したものであった。
5序章 .　研究の概要
４）１９８０年代から９０年代の「まちづくり」：理想を超えた現実的テーマの
追求
１９８０年代から１９９０年代にかけては世田谷区や横浜市などの先進自治体が牽引
し、一層まちづくりに対する住民「参加」・市民「参加」が増加した。特に１９９０年代
になってからは「まちづくり」という言葉を使った事例は爆発的に増えた。「コミュニティ」
という借り物の概念を用いた前の１０年とは異なり、次第に日本型としての「まちづくり」
が形成されつつあった。そのような流れの中で、まちづくりに対する助成や、まちづく
りセンターなどのまちづくりに対する支援制度が整ってきたのがこの時代である。
支援制度の一つとして、「まちづくり協議会」がある。この時代は、７０年代の包括的
協議会に加えて、まちづくり協議会を代表とする「テーマ別コミュニティ」が組織化さ
れた。１０）
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５）２０００年以降の「まちづくり」：社会構造の変化への目覚め
２０００年近くになって、それまでの住民参加の「まちづくり」の蓄積が転換期を迎
えることになる。
阪神・淡路大震災を契機としたボランティア活動の隆盛と、それに続く NPO 法案の
成立という「まちづくり」の担い手を定義づけるという点で大きな変化があった。また、
バブル経済後の長引く不況を背景として小泉改革の名のもと「構造改革」が行われたこと、
また、税収の落ち込みなどによる自治体の財政危機から、戦後長らく自治体が一手に行っ
てきた「公共サービス」に民間や市民団体が自治体に代わる担い手として入ってきた。
これらの動きから、まちづくりを考える上で中心となる「地域協働」という概念の誕
生１１) と、その担い手となる NPO を始めとした市民活動主体の多元化、及び地域のまち
づくりに対する住民意識の高まりへの対応などがあった。１２) さらに、地方自治体の改正
から、地方分権の流れを受けて自治基本条例を施行する市区町村が増加しており、自治
の枠組みを構築する動きが続いている。
これらの動きから、自治体独自の自治の取り組みの一つとして、また、「地域協働」の
概念を具現化させる政策として、この時期に発展したのが、まちづくり活動の提案を受け、
それに対して資金的支援を行う「提案型まちづくり助成制度」であった。
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このように、市民による運動、「コミュニティ」づくりから、市民「参加」、そして市民「協
働」へとまちづくりに付随するキーワードも時代に合わせて変化した。また、それに伴っ
て「まちづくり」という言葉の意味する範囲も拡大し、言葉として使用される範囲も曖
昧になった。これまでのまちづくりの流れを振り返り、「まちづくり」という言葉の意味
を定義する試みとして、2004 年に出版された「まちづくりの方法」１３) の中で、佐藤は
「まちづくり」という言葉の意味を定義しいる。その中で、まちづくりとは「地域社会に
存在する資源を基礎として、多様な主体が連携・協力して、身近な居住環境を漸進的に
改善し、まちの活力と魅力を高め、『生活の質の向上』を実現するための一連の持続的な
活動である」と述べている。これらの定義は現在の日本における「まちづくり」という
言葉がソフト・ハードの両面から、多様な意味を包括していることを示している。
このように、長年の「まちづくり」の蓄積と変化を経て、今ようやく地域社会は「協働」
型社会の中で、グラスルーツ型の主体的で多様な「まちづくり」という力を持ちつつあ
る。その「まちづくり」力の「持続性」を担保するためには「提案型まちづくり助成制度」
のように、地域社会が主体となって活動していける体制を長期的に金銭面・技術面で支
えることが必要である。また、そういった支援がまちづくりを支える主体の多様性を担
保し、それがまた持続性の担保へと寄与する循環を作り出す。
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序ー２　研究の目的
「まちづくり」はその言葉の意味だけでなく、内容、担い手共に多様化した。
このように多様化したまちづくりを持続させるためには、「提案型まちづくり助成制度」
はさらに重要な役割を果たすであろう。
従って「まちづくり」の視点から過去の提案型まちづくり助成制度の制度発展の経緯
と課題、及び日本以外の他事例の運用実態も含めて全体像を解明することで日本の現状
を相対化し、日本の提案型まちづくり助成制度の課題を明らかにすることが、さらなる
まちづくりの発展を目指す上で不可欠である。
そのため、本研究では第一に国際比較を前提として、各国の社会における提案型まち
づくり助成制度に期待されている「役割」を検証するために、「『提案型まちづくり助成
制度』に社会は何を期待しているのか」という問題設定のもと、期待される「役割」を
評価軸として示し、それらを規定する各地域における社会背景を示す。
第二に、戦後の「まちづくり」の発展の中で多様な助成主体によって行われた、提案
型まちづくり助成制度を含めたまちづくりに対する資金的支援の変遷を明らかにする。
第三に、協働型社会のまちづくりを目指した提案型まちづくり助成制度について日本
の全体像を明らかにするべく、協働型社会実現のための中心的担い手の一つである、市
及び区による提案型まちづくり助成制度の市民社会の変化に伴った発展経緯を解明し、
現在のように市や区による提案型まちづくり助成制度が増加した背景と、その課題を明
らかにする。
その上で、発展経緯の解明から出た提案型まちづくり助成制度の課題を指標として、
提案型まちづくり助成制度の現状実態を解明し評価を行う。そして、日本での地域協働
型社会に向けた提案型まちづくり助成制度のさらなる発展のための課題を示す。
第四に、日本での提案型まちづくり助成制度を相対化し、客観的評価を行うために、
他国の研究対象事例について運用実態を解明する。
第一の事例として米における市民主体のまちづくりが盛んなアメリカ合衆国ワシント
ン州シアトル市（the City of Seattle）について、まず「ネイバーフッド・マッチング・ファ
ンド（Neighborhood Matching Fund）」（以下マッチング・ファンドと略す）に関して
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運用実態を解明する。シアトル市の市民参加の歴史を分析することによって、マッチン
グ・ファンドが設立された背景とマッチング・ファンドの特質を明らかにする。その上で、
研究対象地域の運用実態の解明を行い、「コミュニティ構築・育成」と「グラスルーツ型
地域改善の積み重ね」の 2 つの視点から見た、マッチング・ファンドによる市民主導の
まちづくりの推進への効果を明らかにする。
次に、米での第二の研究対象事例として、連邦政府からの包括的補助金であるコ
ミュニティ・デベロップメント・ブロックグラント（Community Development Block 
Grant）（以下ＣＤＢＧと略す）と直結した、貧困エリアに対する環境改善のための提案
型まちづくり助成制度である「ファサード・インプルーブメント・プログラム（Facade 
Improvement Program）」について、その運用実態と提案型まちづくり助成制度におけ
るパートナーシップの実態を明らかにする。
第五に、比較のための第三の事例として、イングランドのニューキャッスル・アポン・
タイン市（Newcastle upon Tyne, 以後「ニューキャッスル市」と略す）の貧困エリア
におけるコミュニティへの中央政府からの補助金である「ニュー・ディール・フォー・
コミュニティズ（New Deal for communities)」の仕組みの一部である提案型まちづく
り助成制度として「ニュー・ディール・フォー・コミュニティズ・チェスト（New Deal 
for Communities Chest）」、及び同補助金対象エリア内の一部を構成する区を研究対象
地域として、区による提案型まちづくり助成制度である「ワード・サブ・コミッティズ・
ファンド（Ward Sub-committees Fund)」を研究対象事例とする。これらの研究対象事
例の運用実態を明らかにする。
第六に、日・米（シアトル市）・イングランド（ニューキャッスル市）の各研究対象事
例における運用実態解明を通して表れた提案型まちづくり助成制度の課題をもとに、「提
案型まちづくり助成制度に期待されている『役割』」を評価軸として各研究対象地域の特
質を明らかにする。その上で、日本における提案型まちづくり助成制度を核としたまち
づくり支援システム構築のための課題を明らかにすることを目的とする。
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序ー３　　研究の対象・方法
序ー３−１　研究の対象
研究対象を、市・区レベルが行う日本、米国、及びイングランドにおける地域レベル
でのまちづくりに対する提案型まちづくり助成制度（以下「提案型まちづくり助成制度」
と呼ぶ）とする。
また、本研究で「地域」という言葉が指す範囲は、提案型まちづくり助成制度の担い
手が形成、活動するフィールドの範囲として、小学校区、もしくは近隣住区単位を指す。
研究の対象システムとして、日本については「提案型」まちづくり助成制度を行って
いる基礎自治体、米についてはシアトル市で行われているネイバーフッド・マッチング・
ファンド及びファサード・インプルーブメント・プログラム、イングランドについては
ニューキャッスル市のニュー・ディール・フォー・コミュニティエリアにおける資金的
支援システムとする。いずれも市 ( もしくは区 ) レベルでのコミュニティに対する「提案
型」助成制度を研究の対象とする。
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１）日・米・イングランドの３地域の研究対象としての位置づけ
まず日・米・イングランドを研究の対象とした理由は、日本のまちづくりへの資金的
支援システムの発展のための課題を明らかにするため、米とイングランドという社会背
景の異なる事例の 2 つのパターンを調査し、比較することによってより日本の相対的位
置づけをより明確にすることを目的としたためである。
また、米・イングランドは先進的な提案型まちづくり助成制度を持つため、日本での
提案型まちづくり助成制度発展のための知見を得ることを目的として、研究対象とした。
なお、イングランドは、日本を相対化する上での、比較のための「事例」であり、米
という軸に対するヨーロッパ代表としての位置づけではない。提案型まちづくり助成制
度の社会的役割を定義する軸の一つである「公共サービスの担い手」を形成する背景と
して、イングランドは大陸ヨーロッパや北欧とは異なる福祉国家形態を持つため、イン
グランドの提案型まちづくり助成制度が必ずしもヨーロッパの仕組みを代表する事例で
あるとは言えない。
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２）日本における研究対象事例
米・イングランドでは研究対象地域を定め、地域内での提案型まちづくり助成制度の
実態を解明するが、それに対して日本では研究対象地域を定めず、「全体像」を研究対象
とする理由は次の通りである。
第一に、日本では既往研究ですでに数多く取り上げられている「世田谷まちづくりファ
ンド」を含めた一部の制度以外は提案型まちづくり助成制度が設立されてから日が浅い
事例が多い。
世田谷まちづくりファンドは、「公開審査会」「公開報告会」という、公開制の担保を
行うためのシステムや、初動期に対する申請配慮を確立したファンドであり、現在の多
くの提案型まちづくり助成制度の原型となっている。また、中間組織の育成に対する助
成など、担い手の育成という点でも先駆的なシステムであった。世田谷まちづくりファ
ンドは、その先駆性からすでに既往研究として数多く取り上げられており、初動期への
配慮の有効性やまちづくりセンターの独立性に対する提言などが行われている。世田谷
まちづくりファンドは日本の提案型まちづくり助成制度の基礎を形成した制度であり、
その後に続く事例も含めて「世田谷方式」として提案型まちづくり助成制度発展の歴史
の分類の一つとして位置づける。
第二に、歴史の短さだけでなく、提案型まちづくり助成制度によって分配される年間
予算が少なく、制度が小規模であり、米とイングランドの事例とは、規模が異なるため、
一事例を取り上げて比較することが難しい。
第三に、２０００年以降に急激に提案型まちづくり助成制度の事例が増加したことか
ら、今後の提案型まちづくり助成制度の発展への提案を行うためにはその全体像を掴む
ことが必要である。
これらの理由から、継続的に地域協働型社会の実現を目指した提案型助成を行うこと
ができる主体として、基礎自治体１４）の中で「提案型まちづくり助成制度」制度を持つ事
例を研究対象とした。
米・イングランドの事例は、モデル的な事例として実態を解明することで、日本の次
の展開への知見を得ることを目的とする。
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３）米における研究対象事例
米については、北米の各都市のみならず神戸市や南アフリカなど、世界的に模倣され
る先駆的システムである「マッチング・ファンド」のお手本となった「ネイバーフッド・
マッチング・ファンド」をもつワシントン州・シアトル市を事例とする。
ネイバーフッド・マッチング・ファンドは、資金提供の方法、その提供範囲の広さ等
画期的なシステムを持つ。また、制度開始から 1 ７年間続いているという持続性がある。
これらことから、ネイバーフッド・マッチング・ファンドは日本のこれからのシステム
を考える上で参考とするべき事例である。
また、シアトル市のもう一つの事例として「ファサード・インプルーブメント・プロ
グラム」を取り上げる。こちらもマッチング・ファンドであるが、ＣＤＢＧと直結したファ
ンドであり、１４年間続いている。物理的な改善限定、かつエリア限定型であることから、
ネイバーフッド・マッチング・ファンドと異なる特徴を持つ事例として、研究対象とした。
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４）イングランドにおける研究対象事例
イングランドについては、シアトル市が強力なネイバーフッドシステムをもち、それ
が組織的に支援システムを展開する車輪となっているのと同様に、ワード委員会とエリ
ア委員会を持ち、各自がコーディネーターと予算を持ってまちづくり支援を進めている、
都市内分権システムを持つ地域として、ニューキャッスル市を選んだ。
ニューキャッスル市は他のイングランドの市同様、様々な段階からの支援メニューを
揃えている。そのなかでも研究対象事例とした「ニュ ・ーディール・フォ ・ーコミュニティ
ズ」は「コミュニティ」に対する小さいスケールの「コミュニティ・チェスト」を持ち、
多数の支援を提供している。このファンドはイングランドの特徴である「エリア限定」
型の支援であり、アメリカと比較してイングランドの中央集権的な制度を代表する事例
として研究対象とした。「ニュー・ディール・フォー・コミュニティズ」は始まって６年
と短いが、プログラム全体に投入される資金が１０年間で１００億以上であり、大規模
なシステムである。
また、それとは対照的に分権的な特徴を持つ事例として、各ワードに割り当てられた
助成金である「ワード・サブ・コミッティズ・ファンド」をニューキャッスル市のもう
一つの研究対象事例とした。この助成制度は１９７６年にその原型が構築され、その後
３０年間継続している。
なお、米、イングランドの運用実態を解明する目的は、日本における提案型まちづく
り助成制度を相対化するためである。研究対象地域の事例は、あくまで日本での課題を
明確にするための比較対象であり、米、イングランドにおいては研究対象事例の実態が
そのまま国全体の提案型まちづくり助成制度の実態に当てはまるわけではない。米、イ
ングランドの事例はモデルとしての事例である。
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序ー３ー２　研究の方法
本研究では、共通の評価軸を設定し、各国の調査対象について評価を行うことで、日
本におけるまちづくり支援システムの構築を行う。
本研究は、提案型まちづくり助成制度が今後地域社会におけるまちづくりを支援し、
より促進するものとなることを目指して、提案型まちづくり助成制度の評価軸を設定す
る。
評価軸の設定のため、第一に、提案型まちづくり助成制度の社会的位置づけを明らか
にし、提案型まちづくり助成制度を必要とした社会的背景を明らかにする。
そして第二に、明らかになった社会的背景から、提案型まちづくり助成制度が社会で
期待される「役割」を規定し、評価軸とする。
以上のように規定した評価軸による評価を行うため、各国の実態解明を行った。
日本では、提案型まちづくり助成制度の全体像を明らかにする。
まず日本におけるまちづくりに対する資金的支援のこれまでの流れを明らかにするた
め、文献調査を行った。そして、現状の運用実態を明らかにするため、提案型まちづく
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図序ー１　　研究の方法と流れ
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り助成制度を持つ市・区にアンケート調査、及びヒアリング調査を行った。
また、米とイングランドに関しては先進事例として研究対象自治体を設定し、その中
でさらに研究対象事例を設定して調査を行った。
米の研究対象地域であるワシントン州シアトル市に関する調査は留学中の２００３年
８月から２００４年３月まで第一次のヒアリング調査、及び現地調査を行った。その後、
２００５年７月に追加ヒアリング調査を行った。
イングランドに関しては２００４年９月に第一次調査としてニュ ・ーディール・フォ ・ー
コミュニティエリアの現地調査を行い、その後２００６年１月及び３月にニューキャッ
スル市におけるヒアリング調査、現地調査等を行った。
これらの実態解明をもとに、日本、米、イングランドの評価を、最初に設定した評価
軸を用いて行う。
最後に、米・イングランドの事例評価を踏まえ、日本における提案型まちづくり助成
制度を核としたまちづくり支援システム構築のための提言を行う。
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序ー４　既往研究との関係
ここでは、本研究を行う意義を明らかにするべく、「まちづくり支援制度」の既往研究
から、「提案型まちづくり助成制度」を研究対象とする本研究の位置づけを行う。
「提案型まちづくり助成制度」は、市民によるまちづくりへの支援システム中の一部で
ある。市民によるまちづくりへの支援システムは、その支援を行う主体によって大きく
三つに分類することができる。それは「企業からの支援システム」、「市民間での支援シ
ステム」、及び「政府からの支援システム」である。これに加えて、市民間、政府主体の
両方が別々に、もしくは連携して行っている支援システムが存在する。それらを「市民
間と政府からの支援システム」と位置づけ、以上の４分類で既往研究を整理する。（図序
－２）
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図序-２　市民によるまちづくりへの「支援システム」
分類 細分類 支援主体 資金源 支援の内容
企業からの
支援システム
企業
トラスト
中間組織
（NPO，財団
など）
地域通貨運営
組織
寄附、通貨の
循環
寄附・寄贈
寄附
政府
政府、自主財
源、報酬
環境保全のための仕組み
・資金
環境保全のための仕組み
・資金
寄附・寄贈
寄附・公益信
託基金
トラスト
政府、公益信
託運営団体
政府、専門家
政府、専門家
政府
政府
政府 政府
－
－
政府
政府
政府
政府
政府
政府
ナショナル・
トラスト
シビック・
トラスト
公益信託
中間組織を通した
支援システム
地域通貨
「手法」としての
支援
「人」としての
支援
行政的支援
情報面での支援
場の提供
組織化の支援
補助金
提案型助成制度
企業 資金
資金
資金
資金
協議の場、手法
技術、知識、情報、
コーディネーション
「後援」や、担当部局
との連携
情報
活動拠点、交流の場、
情報拠点など
活動のための組織
資金、コーディネーシ
ョンなど
地域内活動資金、経済
の活性化など
市民間での
支援システム
政府からの
支援システム
ト
ラ
ス
ト
に
よ
る
支
援
資
金
以
外
の
支
援
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序-４-１　企業からの支援システムについての既往研究
まず企業からの支援システムについて、次のような既往研究がある。
１）「フィランソロピー」の視点からの研究
また、企業によるまちづくり活動に対する資金的支援について、「社会貢献」の視点か
ら研究が行われた。1-1 は、企業フィランソロピーの実態についての定期的な調査を行っ
ており、その変遷を見る意味でも、貴重な調査である。また、1--2 ではアメリカとヨーロッ
パの現状を踏まえて比較研究を行い、寄附に対する考え方の相違についての考察、及び
フィランソロピーの概念の成長の歴史を明らかにしている。
２）企業メセナに関する研究
フィランソロピーの一部であるが、文化的な活動に対する企業からの支援制度として、
「企業メセナ」がある。企業メセナ協議会を立ち上げたほど、その存在感は大きい。企業
メセナ協議会による企業メセナの「白書」としての文献 1-3、1-4 では、そのタイトルか
らも企業メセナのあり方の変化が読み取れる。文献 1-3 では、戦略性という視点で企業
メセナを捉えていた。しかし、文献 1-4 では、「地域メセナ」という言葉を用い、地域と
の連携の中で、メセナがいわゆる「まちづくり」に関わり始めた変化を示している。そ
の変化の要因の一つとして、企業文化の変化の他に、「市民活動の興隆」（文献 1-4）に
よるまちづくりＮＰＯとの連携が挙げられており、まちづくりＮＰＯが自治体以外から
の連携、及び支援の道筋を持ち始めたことが分かる。
３）市民活動への金融システム
市民によるまちづくり活動、特に責任能力のあるＮＰＯについては、銀行からの融資
を受け、事業財源を得る選択肢もある。文献 1-5 では米国のコミュニティに対する金融
機関の事例として、CDFIs(Community Development Financial Institutions) を紹介し
ている。この中で、CDFI が「教会等の地域の非営利団体から地域情報を入手して貸出を
行うことによりリスクを下げている」事実から、情報を集める上での地域内連携を日本
での課題の一つとして述べている。
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1-1 経団連「社会貢献白書」日本工業新聞社 (1992,1996,1999)2004 年からはホームページ上に
よる掲載
1-2 日本開発銀行「企業の社会的貢献の方向と課題」『調査』No.153-158 （1991）
1-3（社）企業メセナ協議会「メセナマネジメント」ダイヤモンド社（2003）
1-4（社）企業メセナ協議会編著「いま、地域メセナがおもしろい　企業＋アート＋まちの実践」
ダイヤモンド社（2005）
1-5　根本祐二「まちづくりを支える地域金融」地域開発 Vol.490 社団法人　日本地域開発セン
ター　p.27-31 (2005)
寄附の歴史から見て、歴史上は存在した「社会貢献」の概念が、近年新しい形で復活
している。また、メセナの歴史やまちづくりに対する金融システムの確立など、市民社
会の変化に対応した動きがあった。これらは市民によるまちづくりに対する意識の変化
を示しており、提案型まちづくり助成制度がうまれた時代性の影響が、企業からのまち
づくり支援システムにおいてもあった。
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序-４-２　市民間での支援システムに関する既往研究
次に、市民間でのまちづくり支援システムについて整理する。
１）トラストによる支援に関する既往研究
ナショナル・トラスト
市民間でのまちづくり支援の原型として、1895 年に始まった「ナショナル・トラス
ト」制度がある。「ナショナル・トラスト」は当初イギリスで囲い込み運動への対抗措置
として、活動家によって始められた活動であった。日本でも同様の活動が行われているが、
組織化され、政府に様々な権限を与えられて自主的な活動を行っているイギリスと異な
る点は、日本では自治体との協力関係がある場合も少なくないということである。資金
や資産を寄附される上で、税制上の優遇制度の不備などから、日本では自治体と手を組
んで行うしかない現状があることを木原は文献 2-1 で課題として示している。
また、アメリカでは歴史的建造物保全を核としたナショナル・トラストの動きがあっ
た。それが「歴史保全のためのナショナル・トラスト」（National Trust for Historic 
Preservation) であり、そこから生まれたまちづくり支援の制度として、「メインストリー
ト・プログラム」がある。コミュニティが組織化することによって地域の中心である「メ
インストリート」の再生に取り組む、コミュニティ主導の地域活性化のための活動である。
ナショナル・トラストが一定の期間、メインストリート・プログラムとして指定したエ
リアに対して技術的支援を行う制度である。この制度では、資金的支援は政府から行わ
れる。
シビック・トラスト
また、土地保全を中心とした「環境」保全活動である「ナショナル・トラスト」に対
して、「都市環境」の保全と改善を目指す活動が 1957 年に始まった「シビック・トラス
ト」である。西村は「シビック・トラスト」の設立の背景として、１９５０年代からの
「あたらしい建築思潮の興隆」が「伝統的なシビック・デザインの重要性を気づかせ」た
ことがあると分析しており、日本のまちづくりについて、「まちづくり活動を活性化する
ように制度の枠組みを変えること」が、必要であると述べている。（文献 2-2）今枝はシ
ビック・トラストと、それをモデルとして設立されたアメリカのパートナーズ・フォー・
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リバブル・プレイス（Partners for Livable Place）を研究対象事例として、イギリスで
は「階層的社会を背景とした慈善行為を基盤に」、アメリカでは「民主的社会を背景とし
た自主独立の精神を基盤に非営利団体」を介して運動が広まっていったとしている。また、
日本では奈良まちづくりセンターなどを事例としながら、「まちづくり活動が比較的狭義
のまちづくりに収束する傾向」にあると述べている。（文献 2-3）
トラストは、環境破壊に対する、市民によるポジティブ・アプローチである。環境破
壊に対して市民が、反対運動としての反応を起こすのではなく、それを防ぐためのより
前向きな姿勢としての制度を作りあげたものであり、外の主体に向かう「反対運動」と
しての力を市民の中での前向きな運動としての力を結成することに向けた、まち「づくり」
の資金集めと活動を自らの手で行う初期の形であった。
2-1　木原啓吉「ナショナル・トラスト」三省堂（1998）
2-2　西村幸夫「歴史を生かしたまちづくり　英国シビック・デザイン運動から」古今書院（1993）
2-3　今枝忠彦「シビックトラストをめぐる市民主体のまちづくり活動の実態と展望－日
本、イギリスおよびアメリカの事例を通じて－」第２１回日本都市計画学会学術研究論文集 
P.391-324(1986）
2-6　AMR編　せたがやトラスト協会監修「まちづくりとシビック・トラスト」ぎょうせい（1991）
2-7　井出久登・井出正子訳「プライド・オブ・プレイス」SD選書103　鹿島出版会 (1976)
2-8　梅津章子、西村幸夫「米国における歴史的環境保全の経済的側面について－メインストリート・プ
ログラム（その１・その２）－」日本建築学会計画系論文集　第５２０号 p.279-285　（1999・2000）
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２）　地域通貨
市民間でのまちづくりへの資金的、労力的支援として地域通貨がある。まちづくりに
おける地域通貨の効用の一つとしてとして阪東は「参加型まちづくりの推進」を挙げて
いるが、一方で限界として、「個人活動を主体とするので、足並みを揃えてまちづくりを
図ることに困難を生じる可能性」を挙げている。地域通貨はまちづくりを意識せずに気
軽に参加できる利点、人のネットワークを形成するという利点はあるが、環境整備など
の形としてのまちづくりに繋がりにくく、一体性を感じにくい。
2-9　福田順子「まちづくりと地域通貨－福祉のまちづくりの推進役」地域開発 Vol.490 社団法
人　日本地域開発センター　p.32-39 (2005)
2-10　西部忠「地域通貨と地域自治」平成１４年度地方自治土曜講座ブックレット No.82　公人
の友社 (2003)
2-11　阪東美智子、寺川政司「地域通貨によるまちづくり」都市計画　231 号 P.37-40
３）中間組織を通した支援システム
中間組織（インターミディアリー）による視点として、まず、全世界的に広がる組
織概念として「コミュニティ財団」がある。米で誕生した概念であるが、中間組織とし
て資金を集め、助成制度を代わりに立ち上げる組織であり、市民の財産活用や企業の社
会貢献の促進に寄与する動きである。米、英では「コミュニティ・ファンデーション（ 
Community Foundation）」と呼ばれている。
コミュニティ財団に関する既往研究では、例えば米国におけるコミュニティ財団につ
いて、2-12 では CDC( コミュニティ開発会社 Community Development Corporation）
の支援方法について特化した実態解明が行われており、よりＣＤＣという支援対象の立
場に立った支援の必要性について明らかにしている。また、日本で最初のコミュニティ
財団である大阪コミュニティ財団について、2-13 では運用実態の解明から、コミュニティ
財団という仕組みに対する寄附が高まっていながらも、新しい試みであるコミュニティ
財団が、既存制度の中で寄附の免税団体になり得ない問題を示している。ここに日本に
おける中間組織としての立場の難しさが表れている。
また、米国でコミュニティ財団と同様に数多く存在する中間組織として、LISC( 地域
主導支援団体：Local Initiatives Support Corporation) がある。2-14 では、仕組みと
地方組織も持つ広域的なネットワークについての実態解明が行われており、中間支援組
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織がシステム的に米国社会に広がっている状況がある。
また、イングランドにおける大規模な支援システムとして、ロッタリーファンドに関
する研究がある。 （文献 2-16）これらはＮＰＯに対する資金支援の可能性と、ＮＰＯ自
身が資金的に自立する方法について、イギリスの事例を紹介している。イギリスの民間
部分によるまちづくりへの資金的支援は本研究では触れないが、政府によるまちづくり
への資金的支援方策を補うものとして、大きな影響を与える存在である。
その他、日本における中間組織による提案公募型助成制度について、阪神・淡路大震
災後の時限的な助成制度である「阪神・淡路ルネサンスファンド（HAR 基金）」に関す
る研究がある。1-2)-(a)-12 では HAR 基金に申請した団体の 5 年間の活動実態の調査を行
い、「住民団体」に対する、専門家からの資金以外の支援の必要性を課題とした。
2-12 Jeffrey S .  Lowe"Community Foundations:  What Do They Offer Community 
Development?"Journal of Urban Affairs, Volume 26, Page 221, (2004)
2-13 浜薗研吉「コミュニティ財団の一考察」神戸新聞総合出版センター「兵庫地域研究」第４号
p.49-72（1996）
2-14  KAHN, Kamerman "Privatization and the Welfare State"Princeton Univ Pr(1989)
2-15 白政宏通、藤田忍「復興支援まちづくり支援基金に関する研究ー阪神・淡路ルネッサンスフ
ァンド（ＨＡＲ基金）を対象にー」日本建築学会大会学術講演梗概集 p.457-458(2000)
2-16「まちづくりＮＰＯの資金・活動・事業」Part1, Part2 まちづくり支援東京ランポ（２００３）
トラスト運動は、まちづくり支援の初期の形であり、自律的まちづくりの可能性を示
した。また、地域通貨の役割は提案型まちづくり助成制度は底辺に流れる考えは同じだが、
完全に役割としては住み分けられる。中間組織は提案型まちづくり助成制度のプロバイ
ダーとしての可能性が大きいが、税制の点など、日本では難しい点があることを既往研
究では示していた。米・イングランドでは中間組織の果たす役割はすでに大きい。
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序-４-３　市民間と政府による支援システムについての既往研究
１）公益信託についての研究
市民間・政府によるトラストの一形態として、「公益信託」がある。
提案型まちづくり助成制度の初期には運営の軽減化、および運用果実の魅力から、数
多くの活用事例があった。公益信託の活用実態から、その設立母体によって助成対象の
活動内容に違いが表れること（文献 3-1）、また、佐谷はまちづくり公益信託 19 事例に
ついて実態調査を行った中で、公益信託は市民主体のまちづくりを、市民自らが、ある
いは行政と企業と一緒に、資金面から支えることができるとしている。（文献 3-2）
3-1　石田武、岡村勝司、天野克也、横矢吉弘「まちづくり公益信託に関する調査研究－活動成果
を通して－」第２６回日本都市計画学会学術研究論文集 P.187-192(1991）
3-2　佐谷和江「市民まちづくりを支援するまちづくり公益信託の可能性」日本都市計画学会「都市計画」 
194  p.43-46(1995)
２）資金以外の支援：「人」としての支援についての研究
「人」としての支援については、日本では主に政府からの資金による派遣制度が多く、
例えば政府からの支援として講師やコンサルタントの派遣制度がある。これは、政府が
専門家に派遣のための費用を出し、多くは上限を定めた上でまちづくり組織に派遣を行
うことで、専門的な知識を補う制度である。
また、アメリカでは市民間での支援として、AIA（全米建築家協会）が行う R/UDAT（地
域・都市デザイン支援チーム：Regional/Urban Design Assistance Teams）による専
門家支援１５）や、政府による支援として資金をコミュニティに直接与え、自分たちでコン
サルタントを雇用する制度もある。１６）
また、イングランドでは、都市計画の専門家による支援として、「プランニング・エイド」
がある。１８）高見沢は、イギリスにおける「プランニング・エイド」について「静的で均
質的な大衆社会から、より主張の多く、より多様性に富んだ社会への移行期」の変化を
促進する制度的要因の一つとして、コミュニティが意見を大きな声で述べるための役割
を果たした人的資源としてプランニング・エイドを位置づけている。（文献 3-4）イギリ
スではその他に「コミュニティ技術援助センター」があり、「伝統的な専門の垣根」を超
えた環境改善のためのサービスを行っている状況を紹介している。これは、８０年代の
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バンダリズムや都市での暴動など、コミュニティの欠如による「社会不安」の増大があり、
コミュニティの安定を目指す上で流れとして生まれてきた活動である。（文献 3-3）
人としての支援について、継続的な支援が難しく、コンサルタントが一時的に講義な
どの支援を行っても、まちづくりには結びつきにくいという課題がある。１７）そのため、
近年では段階を設けて、各段階に合わせた支援を行っている。
日本における自治体による専門家派遣制度について、渡辺は「行政の意向に応じたま
ちづくりを促進するための制度から抜けきれて」いないことを指摘しているが、ただ、
専門家に対する資金的見返りを考えると、英米のようなシステムが成り立つのは難しい
としている。（文献 3-5）その「行政の意向」に応じたサービスの一つである「建築協定
コンサルタント派遣制度」について、その実態と住民による評価を明らかにしている。
その中で、現在のコンサルタント派遣制度では、制度の説明が活動の中心であり、継続
性の必要性も指摘されている。
3-3 WATES, Nick and KNEVITT, Charles "Community Architecture"Penguin Books Ltd(1987)　
塩崎賢明訳　「コミュニティ・アーキテクチュア　居住環境の静かな革命」都市文化社　（1992）
3-4　高見沢実「イギリスに学ぶ成熟社会のまちづくり」学芸出版社（1998）
3-5　渡辺民代、竹山清明「日英米の参加型建築・まちづくりにおける専門家の支援活動　－日
本における専門家支援システムの成立条件－」住総研　研究年報　No.30　p.41-52　（2003）
3-6　高橋昭子、梶浦恒男「住民発意型建築協定に対する行政支援及びコンサルタント派遣制度
について（大阪府・京都府および兵庫県を対象として）住宅地における住民発意型建築協定に関す
る研究その２」日本建築学会計画系論文集　第 538 号、p.157-164　（2000）
３）資金以外の支援：「手法」としての支援についての研究
手法としての支援開発の大きな流れとして、ワークショップの手法と、その手法の一
部としての「ゲーミング」手法の開発が存在する。3-8 の中で志村は、「都市レベル－建築・
敷地レベル」の段階に応じたワークショップによる支援手法を分類している。3-10 は大
学ではなく区民のまちづくりの支援組織である世田谷まちづくりセンターによるもので
あるが、この中でワークショップのまちづくり内での位置づけとして、「参加形態のデザ
イン」と「プロセスデザイン」との連携で行われる「プログラムデザイン」の一手法であり、
運営の技術が住民参加の成否に関わる部分も大きいと述べている。3-9 で兼田がまちづ
くりワークショップの実践成果をコミュニティに対する「種まき」であると称したように、
こういった技術的手法の開発は、提案型まちづくり助成制度などのまちづくり実践のた
めのシステム的支援を活用する上での足がかりを作るための支援である。
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3-7　佐藤滋他「まちづくりデザインゲーム」学芸出版社 (2005)
3-8　志村秀明　「目標空間イメージの編集によるまちづくり協議ツールの開発に関する研究」早稲田大
学学位論文 (2003)
3-9 兼田敏之　「知的エージェントで見る社会１　社会デザインのシミュレーション＆ゲーミング」共
立出版(2005)
3-10 世田谷まちづくりセンター「参加のデザイン道具箱」　 (1995)
最も手法として広まった、協議の一形態である「ワークショップ」については、目標
空間イメージを参加者が共有し、まちづくりのイメージを構築するためには、「思考」・「作
業」プロセスを住民が繰り返しながら、徐々にまちづくりのイメージを形成していくプ
ロセスの中で、戦略的なツールの使用と、フィードバックが重要である。これらのまち
づくりを考えるためのプロセスは、結論を早急に導くものではなく、住民自らがまちづ
くりを考え、行っていく力を蓄えるプロセスである。
こういったプロセスを通して、まちづくりを自分たちで実行する主体が育成されると
いうことも、技術的支援の役割の一部である。
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序−４−４　政府による支援システムについての研究
政府による支援システムについての研究は、本研究対象である提案型まちづくり助成
制度が含まれる「資金的支援」以外では、主にまちづくりセンターなどの「場」の提供、
また、まちづくり協議会などの組織化への支援という視点で研究が行われている。
１）政府による資金以外の支援についての研究
政府による資金以外の支援についての研究は、大きく四つに分けることができる。第
一に前述した「人」による支援についての研究、第二に、これも前述した「技術」提供
による支援、第三に「まちづくりセンター」などの「場」についての研究、第四に「ま
ちづくり協議会」などの組織化を伴う支援である。
前述の二点を除き、既往研究としては、特にまちづくりを推進するための組織化への
支援に関する研究が多く行われてきた。
まちづくりのための支援である組織化の歴史として、1970 年代は、「包括的な」コミュ
ニティを目指した基盤づくりの時代であったと言われている。「包括的な」とは、町会な
どの伝統的地縁組織とはまた異なるレベルで、住民自らが地域の様々な課題を話し合い、
解決するための基盤づくりがされた、という意味である。（文献 4-2,4-3）この流れを象
徴するのが、中野区を始めとして当時複数の市や区に設置された「住区協議会」という
地域自治組織の存在であった。これらは主に「住民参加の揺籃期」（文献 4-4）における
市民活動の流れを受け、実験的手法としての地域自治のための組織化を行政主導で行っ
た。
対照的に、1980 年代から 1990 年代は「テーマ別」コミュニティの時代であったと言われ
ており、（文献 4-2,4-3）この時期は「まちづくり協議会」方式が取られている。会費型で運
営を行っている団体もあるが、多くは行政主導型である。特に、地区計画策定のための
勉強会、及び区画整理事業、市街地再開発事業の組合などへの運営費用、コンサルタン
ト派遣費用など、ある目的のために結成された段階に対する運営助成が行われている。（文
献 4-1）また、阪神・淡路大震災後に地域のまちづくりをリードした存在である神戸市
のまちづくり協議会について、文献 4-5 で詳しく述べられている。この中で、久保は「ま
ちづくり支援制度」という視点から、神戸市以外のまちづくり協議会方式などについて。
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それにともなうまちづくり支援制度の未整備による実効性への疑問を呈している。「組織
化」と、その周囲に存在し、連携すべき方策の欠如から、協議会の存在意義をなくす事
例も多い。
2000 年代に入り、「テーマ別」コミュニティの「包括性」の欠如から「住区協議会」
的な仕組みが見直され、新しい形の包括的協議会が構築され始めており、新たな組織化
への支援のかたちが模索されている。
4-1　大戸徹、鳥山千尋、吉川仁「まちづくり協議会読本」学芸出版社 (1999)
4-2　松野弘「地域社会形成の思想と論理 参加・協働・自治」ミネルヴァ書房 (2004)
4-3　間島正秀「新しい『住民自治組織』̶近隣自治政府の設計」（神野直彦 / 澤井安勇編著「ソ
ーシャルガバナンス 新しい分権・市民社会の構図」）東洋経済新報社 (2004)
4-4　中野区「都市を拓くーまちをひらくー」中野区企画部企画課（1982）
4-5　久保光弘「まちづくり協議会とまちづくり提案」学芸出版社（2005）
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２）資金的支援についての研究
資金的支援に関する研究について、大きく二つの政府レベル別に分けることができる。
第一に中央政府レベルからの「補助金」とまちづくりのつながりについて、第二に基礎
自治体とコミュニティレベルにおけるまちづくりへの資金的支援についての研究である。
中央政府レベルからの補助金とまちづくり
資金的支援について、補助金としてのコミュニティへの資金分配についての研究があ
る。
特に米の連邦政府の包括補助金である、CDBG を含めたアメリカ連邦政府による都市
政策とそれに付随する補助制度が研究されている。
これらにおいては、主に補助制度とその「参加」の形態という視点から分析が行われ
ており、１９５０年代から７０年代の連邦政府によるトップダウンの「参加」のシステ
ムに関する分析から、日本における「まちづくり」の歴史がある一定の時期までアメリ
カ型の補助システムを追っていた歴史を見ることができる。
4-5 若杉幸子「米国の住民参加と草の根の活動について　住み手による住環境計画に関する研究
（その１）」日本建築学会計画系論文報告集　第 410 号　P87 ～ 97(1990) 
4-6 秋本福雄「アメリカにおける公共と民間のパートナーシップによる都市開発の形態に関
する研究ー１９８０年代初頭の CDBG の活用事例ー」日本都市計画学会学術研究論文集 p.619-
624(1994)project-based と program-based の CDBG を用いたプロジェクトにおけるパートナーシッ
プ
4-7 橋本宏子 「住民参加と法 : アメリカにおける福祉サービスと行政手続き」日本評論社 (1991)
4-8 西尾勝「権力と参加 : 現代アメリカの都市行政」東京大学出版会 (1975)
その他 CDBG を用いたまちづくりの事例研究については、ＣＤＢＧを管轄する住宅・
都市開発局（U.S. Department of Housing and Urban Development）によるケースス
タディとして「良い事例集（Good Stories Collection）」が数多く報告されており、Ｃ
ＤＢＧの基礎的補助条件のもとで、多様なコミュニティ開発事例に用いられていること
が分かる。
また、イングランドに関しても、政府による資金的支援についての研究は多く行われ
ている。その中でも、City challenge や SRB など、頻繁に変わる中央政府からの補助金
制度の変化過程を整理した研究が多い。
文献 4-9　の「第２章　イギリス」で中井は、イギリスの都市開発及びまちづくりの
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支援制度について、類型化を行っている。特に国からの補助金の類型化として、「プログ
ラム系補助金」と「プロジェクト系補助金」に分かれるとしている。中井の定義で言えば、
イングランドでの研究対象事例としている「ニュー・ディール・フォー・コミュニティズ」
は「１件１件の補助プロジェクトは小規模ながらも、それを多数行うことによって再生
を図ろうとする意図を有するもの」であり、「都市再生におけるコミュニティ強調の動き」
の流れの中に位置するものであった。また、政府による資金的支援の中で、本研究の研
究対象とするニュ ・ーディール・フォ ・ーコミュニティズについて、研究対象地域のニュー
キャッスル市での運用実態を解明した研究として文献 4-10 がある。この研究の中では、
これまでニュー・ディール・フォー・ミュニティズの指定地域である西部地区につぎ込
まれた補助金を整理し、今までの補助金との差異をシステムの視点で分析している。
このように、イギリスにおける政府によるまちづくりへの資金的支援の研究は、その
複雑な変遷を政権交代に伴うイニシアティブの変化を踏まえて分析したものが多く、個
別の事例について、ＮＰＯレベルでどのような影響を受けていたかというところまで一
地域に踏み込んで検証した例はない。
4-9　民間都市開発推進機構都市研究センター 編 、伊藤滋 , 小林重敬 , 大西隆 監修 「欧米のまちづ
くり・都市計画制度 : サスティナブル・シティへの途 」ぎょうせい（2004)
4-10　COSFFEE, John "New Deal for Communities in Newcastle" SINGOCOM-EU 5th Framework 
Program Project 
基礎自治体とコミュニティレベルにおけるまちづくりへの資金的支援
まず米について、前述のようなＣＤＢＧを代表とする連邦政府補助金によるまちづく
り参加に関する研究とは対照的に、近隣住区レベルでのまちづくりについて、全米を調
査した研究が文献 4-11 である。当時の「ネイバーフッド（近隣住区）プランニング」に
ついて、それまでの連邦政府主導の補助システムによる市民参加とは異なる可能性を示
している。この中で、「ネイバーフッド組織」に対する資金的支援の概要について調査し
ているが、それによると最も多いのがＣＤＢＧによる支援であり、ＣＤＢＧの補助要件
を満たす活動は殆どがＣＤＢＧによって支援されている事を明らかにした。アメリカで
は、中央政府の補助金と近隣住区レベルが密接に関係しているのである。
同様に近隣住区レベルに関する研究で、本研究も対象としているシアトル市のまちづ
くりへの資金的支援についての文献として、4-12 がある。シアトル市のガバナンスの一
形態である「近隣住区プランニング」及び「ネイバーフッド・マッチング・ファンド」
の形成経緯とその関係、及びマッチング・ファンドの事例研究はこの本に詳しい。しかし、
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この本はあくまで「プロセスの記録」であり、マッチング・ファンドのプロセスや主体
の関係等の分析には至っていない。
4-11 ROHE, WIlliam M and GATES Lauren B "Planning with Neighborhood" The University North 
Carolina Press (1985)
4-12  Jim Diers "Neighborhood Power" University of Washington Press(2004)
シアトルの提案型まちづくり助成制度であるネイバーフッド・マッチング・ファンド
もまた、一部ＣＤＢＧを原資として用いている。
ＣＤＢＧはまちづくりへの資金的支援について分権の原資として全米のコミュニティ
に影響を与えている。
本研究対象とするシアトル市での提案型まちづくり助成制度は、市がその自主性を持っ
て一般会計の一部を住民に再分配するという形でのファンドとして、そのファンド活用
事例の紹介だけでなく、そのファンドが社会的に持つ意味と役割を分析することが必要
である。また、ＣＤＢＧの制度的な変遷だけでなく、本研究ではミクロな視点で、先進
事例としての提案型まちづくり助成制度が地域にもたらした効果を明らかにすることに
よって、日本への提案につなげる。
イングランドでも米同様に中央政府の政策とコミュニティレベルの支援が関連してい
る。イングランドについても、米同様の分析をすることが、日本への提案構築のために
必要である。（文献 4-10）
日本では自治体・コミュニティレベルの提案型まちづくり助成制度は自治体主導で行
われている。
日本におけるこの分野の事例研究は先進事例である「世田谷提案型まちづくり助成制
度」に限られている。世田谷提案型まちづくり助成制度についての研究は大きく二つの
テーマに分かれる。
第一に、「運用実態の解明」である。文献 4-13 では初動期の支援に着目し、「はじめ
の一歩部門」の支援を受けた団体の活動実態を明らかにし、初動期段階に配慮したシス
テムの有効性を示した。文献 4-12 では助成を受けたグループの活動実態の解明から、
助成後の自立の難しさを示した。初動期段階、及び自立段階など、それぞれの焦点とす
る活動の成熟度に合わせた支援の形の必要性を示している。
第二に、支援「システム」の解明がある。文献 4-15 では支援システムの中の「中立性」
の必要性を課題として明らかにした。文献 4-16「受け皿」の必要性と、関連して中間組
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織づくりとリソースの分配について課題とした。また、文献 4-17 では、「まちづくりセ
ンター」が行っているまちづくり支援の一つとしての提案型まちづくり助成制度につい
て、文献 4-14 と同様に、運営の中間組織への事務委託を提言している。
4-13 荒俣桂子、西村幸夫、北沢猛「市民まちづくり活動における初動期支援制度の役割に関す
る研究ー「世田谷提案型まちづくり助成制度」を事例としてー」日本都市計画学会学術研究論文集  
p.445-450（2000）
4-14 三矢勝司、延藤安弘「世田谷提案型まちづくり助成制度の評価研究」日本建築学会大会学術
講演梗概集  p.595-596(1999)
4-15 児玉義郎「住民主体のまちづくりに対する支援システムの研究」日本都市計画学会学術研究
論文集 (1993)
4-16 卯月盛夫「市民まちづくりのための行政支援のあり方ー世田谷提案型まちづくり助成制度の
展開からー」日本都市計画学会「都市計画」 194  p59 ～ 60(1995)
4-17 卯月盛夫「『住民の主体的なまちづくり活動を支援する「まちづくりセンター』に関する考
察ー世田谷まちづくりセンターを事例として」日本建築学会計画系論文集　第 470 号　p.161-172
（1995）
また、特定の事例研究ではなく、都道府県と市区町村によるまちづくりの資金的支援
の全体像を明らかにするものとして次のような研究がある。4-18 は支援制度のアンケー
ト調査を通して、住民がまちづくりを自分で考え、選択し、実行するための制度の必要
性を今後の課題とした。4-19 では神奈川県での住民主体のまちづくりへの支援・推進方
法の現状を明らかにし、大規模自治体における課題として区役所への分権、および共通
の課題として啓蒙活動や中立的な中間組織の必要性を課題とした。特に 4-16 について
は本研究の目的の一つである自治体の支援の歴史とその全体像を捉えたものであるが、
この研究が行われてからすでに 10 年が経過しており、その後増加したシステムの分析
が必要である。まちづくりに対する助成も、「単目的型」への助成１８) から、住民による
提案型に移行しているため、新たな全体像の検証が必要である。
4-18 薬袋奈美子、高見沢邦郎、早田宰「住民主体のまちづくりへの自治体及び外郭団体による支
援の現状と課題」日本都市計画学会学術研究論文集 p.331-336 (1995)
4-19 西田正志、高見沢実、小林重敬「神奈川県における自治体による住民主体のまちづくりへの
支援の現状と課題」(1999)
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序-４-５　本研究の意義
まちづくり支援制度についての研究の中で、政府による提案型まちづくり助成制度は
どう位置づけられるであろうか。
まず企業によるまちづくり支援だが、これは「社会貢献」としての支援制度であり、
その社会的責任からの分析が行われた。近年は地域との連携も増えたが、企業によるま
ちづくり支援はあくまで任意のものが殆どである。
次に市民間によるまちづくり支援について、トラストや地域通貨などの一定の「グルー
プ内」での「助け合い」としてのまちづくり方策が取り上げられ、それらは企業や政府
に対するアンチテーゼとしての運動的役割もあった。また、中間組織の誕生は、助け合
いを飛び越えた、広範囲にアプローチするシステムの誕生であった。しかし日本では税
制上の問題など、中間組織は困難を抱えている。
本研究の対象とする提案型まちづくり助成制度は政府によるまちづくりへの資金的支
援制度の一部である。政府が主体であることから、トラストなどと異なり、対象範囲が
広域であり、中間組織による支援と比較して、安定性がある。また、企業による支援と
異なり、地域指向型で、継続的で、必然的である。
よって、まちづくり支援の中でも、広範囲性と、継続性、必然性、安定性を兼ね備え
る制度として政府による提案型まちづくり助成制度は位置づけられる。その特性から、
提案型まちづくり助成制度は政府による資金以外の支援制度との連携によってまちづく
り支援システムの安定した核となることができる。
しかしながら、既往研究ではまちづくり支援制度や提案型まちづくり助成制度の個別
事例の運用実態の解明に留まり、特に日本では、提案型まちづくり助成制度の社会的位
置づけや、全体像の解明には至っていない。また、提案型まちづくり助成制度が急激に
増加しつつある今こそ、今後の発展のための課題をこれまでの発展経緯の解明と運用実
態の解明、及び全体像の把握を行うことによって明らかにする必要がある。
そこで本研究では、それらを明らかにした上で提案型まちづくり助成制度を核とした
まちづくり支援制度の構築を目指して提案を行うことで、政府による提案型まちづくり
助成制度の長所を活用し、まちづくり支援システムのさらなる発展を目指す。
本研究では、地域レベルによるまちづくりを発展させるための支援システムを構築す
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ることを目的とするため、地域指向型である基礎自治体による提案型まちづくり助成制
度についての実態を明らかにするが、中央政府からの補助金の発展経緯や背景は明らか
にしない。これらは米・イングランドについて既往研究で数多く行われてきた。ただし、
米とイングランドでは中央政府からの補助金が地域レベルでのまちづくり活動の支援と
関係が深いため、中央政府による制度と地域レベルのまちづくり支援の関連については
制度の現状から明らかにする。
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序−５　評価指標の設定
「提案型まちづくり助成制度」の社会的位置づけ：問題設定「どのような社会的役
割を期待されているか？」
本研究は、日本における提案型まちづくり助成制度を核としたまちづくり支援システ
ムを構築することを目的としている。構築される支援システムは、期待される役割を社
会の中で果たすシステムでなくてはならない。
そこで、本研究では提案型まちづくり助成制度を評価する指標として、社会的役割を
果たしているかという視点をベースにする。
そこで、「期待されている社会的役割」を、提案型まちづくり助成制度が誕生した背景
から明らかにする事によって、社会的に有用な提案型まちづくり助成制度を構築するた
めの評価指標とする。
そのため、本章では、提案型まちづくり助成制度の評価を行う上での指標を、次のよ
うに抽出した。
第一に、社会システムを構成するセクター内での提案型まちづくり助成制度の位置づ
けを行う。
第二に、提案型まちづくり助成制度を必要とした社会的背景を明らかにする。
第三に、提案型まちづくり助成制度に期待されている社会的役割を各背景要素毎に明
らかにし、日・米・イングランドの実態評価を行うための評価軸とする。
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序-５-１　社会システムを構成するセクター
まず市民への「提案型まちづくり助成制度」の位置づけを行う前に、社会システムの
セクターを整理する。
社会を成り立たせるシステムとは「政府」「市場」「市民」の三つのセクターと、その
間に存在する「第三のセクター」で成り立っている。
これに関しての議論は、「トータルシステムとしての社会全体は経済システム、政治シ
ステム、社会システムという三つのサブシステムから形成されている」１９）というアプロー
チもあれば、「まちづくり協働システム」として、「行政（公的セクター）」と「住民（Ｎ
ＧＯセクター）」、「企業（市場セクター）」というシステム分けをし、そのセクターが交
わる部分に第三のセクターが存在するとしている例、２０）及び「国家（公共機関）」、「市
場（民間企業）」、「コミュニティ（世帯・家族等）」の三つの中心に第三セクターが存在
するというトライアングルモデルもある。２１）
このように、表現はそれぞれ異なりながらも、社会が政治・公共サービスを主に行う
「政府」、コミュニティをかたちづくる「市民」、及び経済活動を行う「市場」の三セクター
が存在し、それぞれのセクター間に「第三のセクター」が存在するという概念を共有し
ている。
本研究の対象は、自治体による市民に対する提案型まちづくり助成制度であることか
ら、本研究では「市場」は議論の中心として取り扱わない。本研究では「政府」と「市民」
との間に存在する要素から提案型まちづくり助成制度の位置づけを行う。
従って、以下「第三のセクター」という用語を用いる際には、それは政府と企業の共
同出資による会社、いわゆる日本型の「第三セクター」を意味しない。本研究で「第三
のセクター」が意味するのは、「政府」と「市民」の間に存在する、第三の主体（ＮＰＯ
や中間組織など）である。
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序−５-２　提案型まちづくり助成制度を必要とした社会的背景
日本において、「政府」と「市民」間で、提案型まちづくり助成制度を発展させた背景
となる要素を整理すると、大きく次の三点になる。
第一に、公共サービスの担い手の変化である。公共サービスの担い手となるセクター
は、古くは市民であったが、都市化と戦後の福祉国家の構築、また、「家庭」や「企業」
による構成員に対するサービスの変化から公共サービスの担い手の役割を期待される主
体が、市民から政府、そしてまた一部市民へと戻りつつある変化がある。また、ＮＰＯ
等の第三のセクターの台頭から、新しい公共サービスの担い手も誕生している。提案型
まちづくり助成制度は、「一部市民へと戻りつつある」公共サービスの役割を補助するシ
ステムであると位置づけられる。
第二に、コミュニティの変化である。戦後、コミュニティの質は変化し、地縁として
のコミュニティの構築から、テーマ、目的としてのコミュニティ構築など、多様化しつ
つあり、もはやコミュニティを「地域社会」とは訳せない。新しい形のコミュニティの
構築を模索している中で、人と人とのつながりとしてのコミュニティを構築する役割を
果たすことが提案型まちづくり助成制度に期待された役割である。
第三に、地域運営と自治システムの新たなニーズである。日本における地方分権一括
法案の成立から、条例制定の自由度が高まり、日本の自治体では自治基本条例の制定など、
新しい形の自治を各自構築する動きが生まれている。また、町内会などの伝統的地縁組
織の高齢化など、新たなかたちの地域自治のあり方が求められている。独自の地域自治
を構築する上で、提案型まちづくり助成制度は地域力を活用し、高める役割と、地域運
営との連携、活用が役割として求められる。
以上の三要素について、評価軸を設定するため、研究対象である日・米・イングラン
ドの背景を次に詳しく述べる。
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１）公共サービスの担い手の変化
「公共サービスの担い手」として期待される役割分担は各社会構造によって異なる。
「公共サービス」とは
まず「公共サービス」の範囲を定義する。
神野は「政府の公共サービス」を二種類に分類している。それは（a）「政府そのもの
を存在させる公共サービス」と、（b）「共同体機能を変形した公共サービス」である。
２２）（a）「法や権力目的」の行為、（b）は「共同作業、相互扶助の代替サービス」である
としている。都市化による共同体機能の縮小に対し、それに代わるものとしての政府の
役割が（b）である。
提案型まちづくり助成制度に期待されるのは、かつて共同体が担っていた活動を市民
に返すことである。
福祉国家の視点と第三のセクターの出現
また、「公共サービスの担い手」を規定する上では、各社会の「福祉国家」としてのか
たちが影響する。福祉国家についての議論は次のようなアプローチがある。
「福祉国家」の研究について、米・欧・北欧の福祉国家モデルの比較から、各公
共サービスの担い手形成と福祉国家の関係について類型化を行ったのが、Esping‐
Andersen,Gosta の "The Three Worlds of Welfare Capitalism "（1990）であった。
この中で Esping は、米については「自由主義的福祉国家」であるとしている。すなわち、
小さな政府と、それを補うシステム ( 市場、民間、企業 ) の発達という流れがある。また、
日本についての分析は、あくまで参考として述べているに留まるが、「保守主義の強い自
由主義的福祉国家」であるとしている。日本では家庭と企業により、未成熟な公的サー
ビスを補ってきた背景があり、日本では家庭、企業以外の主体による、サービスの担い
手としての発達が遅れた。
エスピンと同様の分析を行っている研究として、Salamon, L.M.、Anheier.H.K 
"Social Origins of Civic Society: Explaining the Nonprofit Sector Cross-Nationally", 
(1998) がある。
この中でサラモンとアンハイアーが「政府セクターの社会福祉関連支出の規模と非営
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利セクターの雇用における規模の関係を検証し、各国におけるその関係を４つのパター
ンに分類した」（p.118）としている。その中で、アメリカとイギリスは政府支出が小さく、
非営利セクターは大きい「リベラル型」、日本は政府支出も非営利セクターも小さい「ス
テイティスト型」であるとしている。
両者の分析からあるように、他国と比較して日本は国家による福祉政策も小さく、第
三のセクターとしての非営利の活動規模も小さい、また、アメリカも小さい政府と大き
な第三のセクターという分析が両者に共通している。両者の違いは、「国家」に期待する
機能の意識の差と、企業と従業員の関係（日本は大企業が国家がなすべき福祉政策を代
理として行ってきた）、及び「家庭」という単位に対して期待する機能の違いから来るも
のであろう。ただし、企業の雇用形態の崩壊や国家に対する意識の変化、及び第三のセ
クターの近年の増加から、日本がアメリカ型に近づく可能性がある。
さて、これらの研究によるとイギリスに関しては、アメリカと同じカテゴリーとされ
ているが、果たしてそうだろうか。Anthony Giddens "The third way : the renewal of 
social democracy"  (1999) は現代イギリスの福祉国家としての変化を見る上で重要で
ある。
この中ではイングランドにおける福祉国家の新たな方向性として、サッチャー政権に
おける新自由主義とイギリスとしての伝統的な福祉国家の形態との間で、「第三の道」と
しての新社会民主主義としての国家のあり方を論じている。ブレア首相の政策的方針と
なった考え方であり、ブレアはニュー・レイバーとして旧左派とは一歩置いた新しい福
祉国家のあり方を進めた。中でもギデンズは「アクティブな市民社会を育て上げることは、
第三の道の政治に課せられた、最も重要な課題の一つである」としており、そのような
市民社会を形成するためには、「第三セクター」の活用は欠かせないものである、として
いる。旧左派においては市民社会と第三のセクターに関しては「無関心であった」とさ
れており、この論からはイギリスの第三のセクターの大きさはともあれ、従来のイギリ
ス政府において市民社会が公共サービスの担い手としての位置を占めてこなかったこと
が伺われる。「国家」に支配されることに抵抗感があるアメリカとイギリスとは国家規模
とセクターの大小はともあれ、その関係は異なるものであったと考える。
これらの論を背景として、「福祉国家」の各地域における概念の違いが提案型まちづく
り助成制度の役割を規定する上で与える影響として、福祉国家の規模が、第三のセクター
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の出現に影響を与えていることが挙げられる。
「福祉国家」として、政府の財政支出規模が大きい場合、第三のセクターに期待される
ことは「公共サービスの『足りない部分を補う』」ことではなく、プラスαとしての「公
共サービスの補助」であると考えられる。「福祉国家」が完全ではなく、政府の財政支出
規模が小さい場合、公共サービスを補う主体として、家族・企業、第三のセクターの発
展が必要になる。さらに、家族・企業の役割も期待できない場合、第三のセクターは必
要条件として発展が促進される社会となり、提案型まちづくり助成制度は、公共サービ
スを政府の代わりに担う第三のセクターに対する、資金提供としての「役割」を期待さ
れると考える。日本は、これまで不十分な公共サービスを家庭が補っていたが、檜谷は
１９８０年代以降の都市社会の変動から、
「職場への共同社会的貴族が弱まり、生活単位の個人化が進む中で、介護や育児など、これまで家
庭内で対応すべき私的な問題として考えられてきた生活課題が、今日では、地域社会の共通課題と
して浮上している」檜谷美恵子「都市生活のリ・デザイン」「岩波講座　都市の再生を考える２」岩
波書店 p.81(2005)
と指摘している。地域活動の役割が求められるものとして、かつて家庭が行っていた
行為を、公共サービスとして、第三のセクターが担う機会が増えており、今後も生活ス
タイルの変化から、その可能性が増大する。提案型まちづくり助成制度は、公共サービ
スの担い手を支援し、育てる役割を期待されている。
各国の「公共サービスの担い手」に対する考えと提案型まちづくり助成制度が期待
される役割
以上のように、福祉国家の形態とそれに伴う第三のセクターの役割から、各国の「公
共サービスの担い手」に対する考え方の違いがあった。
まず米国については、自由主義の中、第三のセクターが公共サービスを伝統的に担っ
てきた。
イングランドについては、近年の変化の元、福祉国家としての役割を変化させ、第三
のセクターの役割を重要視するようになった。
そして日本については、福祉国家でもなく、第三のセクターも小さく、伝統的には家
庭と企業が公共サービスを補ってきた。しかし、近年の生活変化と、より福祉国家から
離れる状況にあることから、第三のセクターに対する期待が高まってきた。
これらより、各国の背景・歴史は異なるが、どの国においても市民がかたちづくる第
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三のセクターに対する、公共サービスのプロバイダーとしての役割が大きくなりつつあ
る。これらの背景を踏まえ、提案型まちづくり助成制度が期待される役割のまず一つめ
として、市民（及び第三のセクター）が公共サービスを担う上での支援となることが挙
げられる。
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２）コミュニティの変化
「コミュニティ」の変化について、まず近年「ソーシャル・キャピタル」としてコミュ
ニティを「資本」と見なす考えが生まれたことがある。
「ソーシャルキャピタル」は、いわゆるインフラ的な社会資本でなく、人間同士の信
頼などにもとづいた「関係」を表す。この「ソーシャルキャピタル」論について、ア
メリカのコミュニティの崩壊について行われた代表的な研究として Putnam, Robert D. 
"Bowling alone : the collapse and revival of American community" (2000) がある。
この著書の中でパットナムはボーリングを仲間同士ではなく、一人で行う人が増加して
いる事実を、アメリカにおける社会参加、コミュニティの崩壊の一つの端的な事例とし
て示し、同時に社会的な連携のグループに所属する人の数の減少を指摘している。
アメリカのコミュニティが崩壊しつつある背景として、市場主義の経済の発展が、レ
イオフを引き起こし、コミュニティの本来の担い手であった中流階級の変化から、アメ
リカにおける社会参加の伝統が変化していることがある２３）。
一方、パットナムのアメリカのソーシャル・キャピタルの蓄積の低下に対して、同様
の分析をイギリスで行った論文として HALL, Peter "Social Capital in Britain"  (1997)
がある。この中でハルは、イギリスにおいてはアメリカのような明らかな「ソーシャル・
キャピタル」の減少は見られなかった事を証明している。それは、教育改革などによる
政策によって、イギリスのソーシャルキャピタルの回復が見られたことと関係している。
ハルは、イギリスのソーシャルキャピタル形成の重要なポイントとして、政府の持つ力
と、「分配」の側面について言及している。「ソーシャル・キャピタルは平等には分配さ
れていない」とし、「労働者階級」と「若者」がソーシャル・キャピタルへの繋がりを持っ
ていないグループであると指摘している。アメリカと同様に、社会階級の違いによるソー
シャル・キャピタル構築の偏り・格差を示しており、両者ともミドルクラス（＝中間層）
が主なコミュニティの担い手であるとしている。
これらの研究から、アメリカ・イングランドにおいては「ソーシャル・キャピタル」
が構築されているコミュニティがある程度成熟した段階にあるが、まちづくりの担い手
は主に中間所得層であり、特にソーシャル・キャピタルの偏在と共に担い手の偏りがあ
るとされている。提案型まちづくり助成制度の「コミュニティ構築」という役割の中で、
アメリカ・イングランドにおいてはその偏在を解消するための役割を必要とされる。
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日本においては、１９７０年代から中央政府主導の「コミュニティ政策」が推し進め
られた。革新自治体の政策の中で理念の実現化として構築された中野区の住区協議会な
ど、コミュニティを構築するための政策が誕生した。しかし、先進事例である中野区の
住区協議会も縮小する方向にあり、ＮＰＯを活用したまちづくりへとシフトしつつある
など、新しい主体の台頭に伴う「コミュニティ」の内容の変化があった。
「コミュニティ」について、社会的資本（ソーシャル・キャピタル）という、所有物と
しての概念の登場は、「持つ者」「持たざる者」の格差を反映したものであり、コミュニティ
の偏在と対立が多民族国家である米・イングランドでは社会的安定をゆるがす事実にも
成りうる。その観点から、広く「コミュニティ」を構築することが社会的安定をもたら
す上で不可欠であり、米・イングランドでは提案型まちづくり助成制度は広範囲な「コミュ
ニティ構築」をもたらす役割が期待される。
日本では、地域指向型、政府・自治体主導型の「コミュニティ」から、ＮＰＯなど、
地域を越えた第三のセクターの形成など、提案型まちづくり助成制度は、新たな「コミュ
ニティ」のかたちを構築する役割が必要とされる。
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３）地域運営・自治システムの新たなニーズ
第三の背景として、「地域運営・自治システムの新しいニーズ」を挙げた。日本で地域
運営・自治の新たなニーズが生まれたのには、次のような背景があった。
地域自治の枠組みの確立
日本での背景のひとつに、地方分権の推進による自治の枠組み確立のための動きがあ
る。
１９９９年に制定された地方分権一括法により、条例の制定権が広がり、自治基本条
例の策定を行う自治体が増加した。
自治基本条例の策定により、各自治体において新たな自治の枠組みづくりが行われ、
その中で政府と市民との関係について再定義する動きが生まれた。また、自治基本条例
の策定の広がりについて、地方分権一括法以外の背景として首長の交代に左右されない
自治の「システム化の必要性」２４）や、もしくは協働の手続きを公式化しようとする市
民からの「下からの圧力」２５）があった。
これらのように、自治の枠組みを確立しようとする動きの中で、１９７０年代に進め
られた総合的まちづくりを考える地域運営・自治のための協議会組織に類似した組織形
態を誕生させようとする動きが生まれている。また、イングランドでは、ブレア首相就
任後、１９９９年にスコットランド・ウェールズで自治政府が発足したなど、ブレア首
相のリーダーシップによる地方分権が進んでいる。
対して、米は「地方自治法」のような全国統一の法律は無い。各自治体のプランニン
グに関して、むしろ「集権化を防ぐためのシステムが明白に設計されて」２６）いるため、
英や日本の近年の変化のような現象はなく、基本として「地方分権」の概念が根付いて
いる。
伝統的地縁組織との関係
地域運営の内容は、提案型まちづくり助成制度を活用する主体である、地域指向型の
まちづくりの担い手形成に影響する。
日本については、伝統的地域組織である自治会・町内会の活動についての分析は数多
く行われている。中でもＮＰＯとの明確な特徴比較を行ったものとして、高寄昇三　「地
方自治の行政学」勁草書房 (1998) がある。
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このなかで「地域住民組織」と「ＮＰＯ・ボランティア」との区分別の比較を行っている。
伝統的な地域住民組織が日本におけるこれまでの地域運営の主体であったが、その役割
は行政の「下請け的」であり、アメリカのコミューン型自治の歴史と比較して、地域「自
治」的な背景が薄いことが日本の地域運営での特徴であると言える。また、その下請け
性が、自発的な主体としての活動に結びついて来なかった原因の一つでもあるだろう。
また、逆に伝統的地域組織の存在の大きさから、現在の支援システムにおいても町内会・
自治会による役割を前提としたシステムの発展があり、会員減少による弱体化が指摘さ
れながらも、地域社会において存在感を示している。
また、高寄は両者の経済基盤についても比較している。地域住民組織における経済基
盤は、行政補助金、会費が主であるとしている。このことから、事業収益金などを経済
基盤とするＮＰＯと比較して、地域住民組織は「まちづくり」という労働に対する対価
を明確にしない。この「労働に対する対価」の概念が、公共サービスの担い手としての
役割も期待される提案型まちづくり助成制度の枠組みの中では、助成制度のあり方にも
影響を与える。
日本ではこのように、町会・自治会をベースにした伝統的地域組織と、その他の新し
く誕生した組織との比較が行われており、新しく誕生した組織（ＮＰＯ）の台頭と、伝
統的地縁組織の形骸化から新たな地域運営・自治のための組織の構築が必要である。
米・イングランドの伝統的な地縁組織はどのような形態であったのか。
まず、米型のネイバーフッド単位によるまちづくり活動の背景について、歴史的な
背景から考察することができる資料として、Alexis de Tocqueville "Democracy in 
America"  (1864) がある。このなかでフランス人であるトクヴィルは１８３０年代当時
のアメリカに滞在した経験から、当時形成されていたコミューンについて記述している。
ニューイングランド等、北東部におけるイギリスからの移民によるコミューン型自治の
形成が、ネイバーフッド単位をベースとした、住民によるまちづくりの伝統につながる
背景の一つであると言える。本研究で事例として取り上げるシアトル市などアメリカ北
西部はゴールドラッシュ時の北東部からの移民で形成されたことから、コミューン型自
治の伝統が引き継がれた可能性が特に高く、「コミューン精神」が受け継がれていること
がネイバーフッド単位での「地域運営」に繋がっていると考えられる。
イングランドではパリッシュという準自治組織が存在し、その役割は地方自治体に準
ずるものであった。この歴史から、イングランドでは地域自治という概念が歴史的に存
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在している。近年でも郊外ではパリッシュは存在している。
「地域運営」は伝統的な地縁組織の形態が現在の地域運営メカニズムにも影響を与えて
いる。提案型まちづくり助成制度に期待されている役割としての「地域運営」は、地域
運営のメカニズムとの連携に基づくが、各社会のメカニズムの内容によって、地域運営
に果たせる役割は異なるものとなるであろう。
日では特に地域運営・自治確立に対する動きがあり、米・イングランドの地域自治の
システムと提案型まちづくり助成制度の関係を評価することで、日本での地域運営にお
ける提案型まちづくり助成制度の位置づけを考えることができる。
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序−５-３　評価軸の設定
以上から、提案型まちづくり助成制度が期待されている社会的役割として、次の三点
を挙げた。
第一に、公共サービスを市民も担うための支援としての役割、第二に、新たな「コミュ
ニティ」を構築する役割、第三に、地域運営、自治システムを確立する役割である。
これらの社会的役割から、研究対象事例の評価に用いる指標を次の三点とする。（図
序ー３）
まず「市民が公共サービスを担うための支援になったか」を評価軸１とする。福祉国
家の構築と崩壊を背景として公共サービスの担い手に対する認識が変化し、市民が公共
サービスの担い手としての役割を担い始めた。それに伴って、ＮＰＯなどの第三のセク
ターが公共サービスの担い手として台頭し、このような新しい「公共サービスの担い手」
に対する支援として、資金提供と担い手育成の役割を提案型まちづくり助成制度が担う
必要がある。
次に、「コミュニティが構築されたか」を評価軸２とする。都市生活の変化によるコミュ
ニティの変化と、近年の「資本」としてのコミュニティ概念である「ソーシャル・キャ
ピタル」概念の誕生から、変化したコミュニティの質と偏在がある。新しいかたちの「コ
ミュニティ」とその広がりを進めるために、提案型まちづくり助成制度は「コミュニティ
の構築」を役割として担う必要がある。
最後に、「地域運営・自治への支援となったか」を評価軸３とする。米・イングランド
ではすでに伝統的に地域運営・自治が存在するため、この二地域については地域運営と
提案型まちづくり助成制度との連携を評価し、また、日本では今後必要とされる地域運営・
自治の確立を目的として、それに対する支援となったかという観点から提案型まちづく
り助成制度を評価する。
これらの「社会から期待されている役割」を評価軸とし、提案型まちづくり助成制度
の評価を行う。
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要素
要素を構成するファクター
凡例
提案型まち
づくり助成
制度
背景３：地域運営と自治システム
の新しいニーズ
影響関係
評価軸１
市民が公共サービスを
担うための支援となっ
たか
資金提供・担い手
の育成
促進・担い手の
育成
促進・
連携
助成制度の役割
（１）福祉国家の構築と崩壊
背景１：公共サービスの
担い手の変化
（２）第三のセクターの台頭
評価軸
（１）地方分権による
自治の促進
（２）伝統的地縁組織
の変化
評価軸３
地域運営・自治の確立
への支援となったか
背景２：「コミュニティ」
の変化
評価軸２
コミュニティが
構築されたか
（１）ソーシャル・キャピタルとして
のコミュニティの浮上（２）都市生活の変化
図序-３　提案型まちづくり助成制度への「役割」期待に影響する社会要素
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序ー６　論文の構成
序章では、既往研究を踏まえた本研究の位置づけを行った。また、提案型まちづくり
助成制度を核としたまちづくり支援システム構築の前提となる要素として、「『提案型ま
ちづくり助成制度』に社会は何を期待しているのか」という問題設定を行った。
第一章では戦後の「まちづくり」の流れの中で、「まちづくり」への資金的支援が多様
な主体によって行われた実態を代表事例から明らかにする。主体別に支援システムの変
遷を明らかにし、本研究の研究対象事例である市・区による提案型まちづくり助成制度
の形成に与えた影響を明らかにする。
第二章では地域にとって最も近い自治体である市・区を対象として、日本における提
案型まちづくり助成制度の運用実態を明らかにする。まず、市・区における提案型まち
づくり助成制度の変遷からその課題を明らかにする。そこで明らかになった課題を評価
指標として、「担い手の育成」という視点で現在の提案型まちづくり助成制度の実態を解
明する。
第三章では、米国における先進事例であるシアトル市のマッチング・ファンドを対象
として、「コミュニティ構築」と「地域改善の積み重ね」を評価指標として運用実態の解
明を行う。また、同じくシアトル市で行われているファサードインプルーブメントファ
ンドについて、まちづくりの資金的支援におけるパートナーシップの現状を明らかにす
る。
第四章では、イングランド・ニューキャッスル市における提案型まちづくり助成制度
について、まずニュー・ディール・フォー・コミュニティによるコミュニティへの助成
システムを対象として、意志決定への市民参加のメカニズムを明らかにし、その運用実
態を明らかにする。さらに、同エリア内の区を研究対象事例として、区がまちづくりに
対して助成する仕組みであるサブ・コミッティズ・ファンドについて、ガバナンスのシ
ステム内でのファンドの位置づけと、運用実態について明らかにする。
第五章では、第二、三、四章の運用実態の解明から出てきた提案型まちづくり助成制
度の各研究対象事例の課題をもとに、「提案型まちづくり助成制度に社会が期待する『役
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割』」という評価軸で研究対象地域の特質を明らかにする。
第六章では、「日本における提案型まちづくり助成制度を核としたまちづくり支援シス
テムの構築」と題して、第五章での比較を踏まえて、日本における地域課題に応じた提
案型まちづくり助成制度の構築への課題を明らかにする。
終章は各章の要約とする。
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序ー７　用語の定義
本研究ではまちづくりに対する支援の種類に分けて、用語を次のように３段階に定義
する。
第一に、「まちづくり支援」は資金面・技術面・情報面など、あらゆる方面からの地域
社会によるまちづくりを支える仕組みを指す。
第二に、「まちづくり支援」の中で、特に資金的支援に限定する場合「まちづくりに対
する資金的支援」とする。
第三に、資金的支援の中でも特にまちづくりのアイディアを広く公募し、審査を通し
て助成を行う制度、いわゆるまちづくり提案公募型助成制度を「提案型まちづくり助成
制度」と呼ぶ。組織の運営に対する補助金などはこれに該当しない。
また、米・イングランドで多用されているまちづくり＝コミュニティプランニング用
語として、次の通りに用語を定義し、本研究で用いる。
第一に、住民・市民に対して、普段活動的で無い層にも広く制度を知らしめ、その活
動を広報し、広い層のニーズをすくい上げる努力について、「アウトリーチ」（Outreach）
と呼ぶ。アメリカのコミュニティプランニングで多用されている言葉であり、本来の言
葉の意味としては、「手を伸ばす」という意味があるが、転じて「( 地域社会への ) 奉仕 [ 援
助 , 福祉 ] 活動 ;( 公的機関や奉仕団体の ) 現場出張サービス .」（プログレッシブ英和中辞
典第 4 版・小学館）という意味で使われるようになった。イングランドでは、「ソーシャ
ルインクルージョン（社会的包括）」(Social Inclusion) または「ソーシャルエクスクルー
ジョン（社会的疎外）」（Socal Exclusion）への対応として「アウトリーチ」と同様な意
味を持って用いられることが多い。
第二に、住民を教育し、リソースを与えることにより力づけ、自治体などとの対等な
パートナーシップの担い手として育成することを「エンパワーメント」（Empowerment)
と呼ぶ。アメリカ、イングランド両地域で用いられる。「エンパワーメント」の言葉とし
ての意味は「権限委譲」や「力を与える」ということである。
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注釈
１）文献序－１参照
２）文献序－２参照
３）革新自治体とは、革新（社会党・共産党：当時、この二党は「共闘体制を組み、自治体レベルで
の政権参加を重視していた」〈文献３p.262〉）首長を擁するもつ自治体であり、昭和３８年（1963年）
４月の統一地方選挙で、「都市問題・地域民主主義の確立をテーマ」に、「横浜、大阪、北九州など
大都市をはじめ、十数市の地方都市に革新市長が誕生」した。（文献序－４p.170参照)
４）文献序－５参照
５）文献序－６参照
６）対談「まちづくりの現況と展望」の中での奥田の発言 （文献序－７p.20参照)
７）文献序－８参照
８）横浜市では昭和４６年（1971）に「横浜と私」と題した市民生活白書が出版された。その中で、
市民生活の課題を対話形式で説明しただけでなく、「市民の意識」として、自治意識や市民運動の
実態について触れるなど、読みやすい形での情報公開により、市政に対する理解の向上を目指した。
また、この中では、市民運動も「抵抗という形の政治参加」であると表現している。
中野区も「都市を拓く」と題して同様の白書を１９８２年に出版しているが、これらに共通するのは、
自治体が、自らの「市政」（もしくは区政）を一歩引いた形で表現し、市民、区民の政治に対する不満
をありのままに受け止めようとする姿勢であった。
９）文献序－９p.13　参照
１０）参考文献序－１０p.383 から、松野は 1970 年代はコミュニティ政策の「第一期」として
「包括型コミュニティの時代」であり、政策的意図として、「地域の政策課題を包括的、総合
的な視点から住民 ( 市民 ) 自ら解決していくための基盤形成をしようとした」時代であると
分析している。また、1980 年代から 90 年代は「第二期」であり、「特定のテーマに関わる
コミュニティ形成を推進させていく時期であった」と分析している。また、同様の分析として、
及び参考文献序－１１p.167( 間島正秀「新しい『住民自治組織』̶ 近隣自治政府の設計」) では、
間島はコミュニティ政策の「第一ステージである」1970 年代を、「包括的機能・自治型のコ
ミュニティをめざしつつも、包括機能・親睦交流型のコミュニティにとどまるものが多かっ
たのではないか」と論じている。また、1980年代から 90年代は「個別テーマ型コミュニティ」
が形成された、としている。両者とも、2000 年以降の流れとして、第一期・第二期の特徴
を合体化したコミュニティ形成が進むであろうと分析している。また、まちづくりの視点か
ら佐藤は参考文献序－９p.14 で 80 年代は「一点突破でテーマ型のまちづくりが求められて
きた」とし、現在を「第三世代のまちづくり」とし「全体として多様な課題を対象とする『地
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域運営』としてのまちづくり」と分析している。
１１）文献序－１２p.15 より、「地域協働」に重点を置いた取り組みは「９０年代後半、... 阪神
淡路大震災の影響で、先進自治体の中にボランティア活動推進や NPO 支援等の政策フレー
ムを設けるところが出現し始めた。」また、日本型の地域協働とは、「市民社会の力を引き出
すことで行政コストを削減しつつ、市民自身の満足度を高めていくものである」と定義され
ている。
１２）平成１７年３月２９日付けで総務省から出された「地方公共団体における行政改革の推
進のための新たな指針」の冒頭に、「NPO 活動等の活発化など公共的サービスの提供は住民
自らが担うという認識も広がりつつある。これまで行政が主として提供してきた公共サービ
スについても、今後は、地域において住民団体をはじめ NPO や企業等の多様な主体が提供
する多元的な仕組みを整えていく必要がある。」との一文があり、国は地域自らによる公共
サービスを促進することをさらなる行財政改革の核とする考えとしている。また、「地域協
働の推進」を「行政改革推進上の主要事項」の一つとして位置づけている。
１３）文献序－９参照
１４）市、区による提案型まちづくり助成制度を補完する存在として、市や区が出資、出損、
監督する公益法人（民法第３４条で定義される法人）を研究対象に含む
１５）文献序－１３p.205より、イギリスでもアメリカのR/UDATにならって１９８５年に設立された
CUDATがあるとされているが、「当時保守的な傾向が支配的であった」（文献序－１３p.208)イギリ
スでは、上手く受け入れられなかった。R/UDATに関しては、その雇用資金は政府やビジネスオー
ナーなど、あらゆる主体を想定しており、（AIAホームページより）１９６７年から現在まで約４０
年間続いている。日本で類似した制度とに、日本都市計画家協会による「まちづくり人材派遣助成
事業」がある。
１６）ワシントン州シアトル市では、近隣住区計画（Neighborhood Planning)を各近隣住区で住民グル
ープが主導して行い、その際にコンサルタント雇用費用を予算付けした。各住民グループは自分た
ちでコンサルタントと雇用関係を結んだ。
１７）文献序－１４　p.191での対談で、吉川は、コンサルタント派遣の形骸化について述べている。
１８）文献１０において、1974 年～ 1980 年までの行政による支援制度は「ハードなまちづく
り活動の一事業のみを対象とするタイプ（単目的型）が多かった。・・・特に市街地再開発
事業（以下「再開発」）に限ったものが非常に多く」と、この時期の支援制度を「単目的型」
と定義している。本研究では、そういった「再開発の促進をしている程度に過ぎない」（文
献１０）事例は研究対象から除いている。
１９）文献序 -17　p5　より
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２０）文献序 - １５　p.142 より、田中はまちづくり共同システムの構図、として社会システ
ムを大きく三セクターに分類しており、その中間に「第３セクター」「ＮＰＯ］「ジョイント
セクター」「ボランタリーセクター」などの存在があるとした。
２１）文献序-１６　P.48より、ペストフは非営利組織やボランタリー・アソシエーションに焦点を
置いて関連を考えると、「第三セクターは実際にはアソシエーションの厳密な領域を超えて広がり、
国家や市場、コミュニティの領域にまでかぶさっている」とした。
２２）参考文献序- １７　より
２３）参考文献序- １８　より
２４）参考文献序- １９より
２５）参考文献序- ２０、小原隆治「地方分権と都市政治」p.142より
２６）文献序-２２　 p.17より。イギリス連邦の中央集権的体制との比較として。
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第一章　日本における「まちづくりの資金的支援」の発展
１−１　本章の目的
まちづくりの資金的支援方法は戦後のまちづくりの発展と共に変化してきた。本章で
は日本におけるまちづくりの資金的支援の方策が「まちづくり」の変化と共に発展した
プロセスを主体別に追うことで明らかにし、市・区を中心とした基礎自治体、及び政府
による提案型まちづくり助成制度が現在のように発展した背景を明らかにする。
１−２　本章の研究方法
本章では、様々な主体による戦後のまちづくりに対する資金的支援の中でも、出版物
に取り上げられた１）代表的事例の歴史を追うことで、まちづくりの文脈の中での提案型
まちづくり助成制度の形成過程とその背景を分析する。
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図1-1　まちづくりへの資金的支援の歴史
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１−３「まちづくり支援システム」の今日までの歴史
１−３−１　提案型まちづくり助成の形成経緯
今日のような提案型助成のシステムが形成されるまでに、様々な主体によって地域ま
ちづくりへの資金的支援が行われてきた。代表的な支援主体は、大きく四つに分類される。
第一に、企業と、企業が設立した財団（企業財団）、第二に企業以外の民間組織、第三
に国、第四に都道府県、市区町村である。（図１－１）
以下、各主体別に支援システムの形成過程を述べる。
１−３−２　企業・企業財団によるまちづくり支援
企業による社会貢献の中で、近年は文化芸術、環境に関する社会貢献活動の増加と共
に「地域社会の活動」に対する支援も 2003 年度の調査では 9％程度と、その一角を担っ
ている。２）代表されるものに、次の三つがある。
１）企業財団による助成制度
行政に一歩先立って、企業財団による地域活動に対する提案型助成が行われた。その
草分け的存在は１９７４年に設立されたトヨタ財団である。また、日本青年会議所が母
体となって設立されたまちづくり市民財団は、阪神・淡路大震災の直後から時限的助成
として阪神・淡路ルネッサンスファンド（HAR 基金）を立ち上げるなど、非常時への地
域限定型の提案型まちづくり助成制度の設立を行った。
また、80 年代後半から 90 年代前半にかけて、セゾン文化財団を始めとした「企業メ
セナ (mesenat)」事業が始まり、芸術・文化部門への助成が活発に行われ、１９９０年
には企業メセナ協議会も発足した。
２）金融機関による助成・融資制度
地域金融機関による地域活動助成が１９９０年代から始まり、１９９８年に NPO 法
案が施行された後は、２０００年４月に開始した「ろうきんＮＰＯ事業サポートローン」
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を始めとして、NPO に対する融資制度が次々と開設された。地域密着型の金融機関であ
る労働金庫・信用金庫は特にこれらの担い手となった。近年では、自治体との提携や、
市民金融との連携など、官・市民・企業の壁を越えた活動に発展している。３）
３）インターミディアリー（中間支援組織）との連携
コミュニティ財団の概念はアメリカ・クリーブランドで生まれた。「コミュニティ財団」
とは、小さな寄附を集め、それぞれの寄付者の意向に沿った助成制度を立ち上げるため
の中間組織である。
日本初のコミュニティ財団である大阪コミュニティ財団は大阪商工会議所が設立母体
となって１９９１年に設立された。大阪コミュニティ財団のパンフレットには、「各戸（各
基金）には表札（基金名）がついており、家庭にはそれぞれ人生（基金の使途）があります。
管理人（理事・評議員）は各戸の住民（基金の寄付者）とは特別な関係にありません」４）
とそのシステムがマンションに例えられている。各寄付者の意志が反映されるため、様々
な「期間」「地域「分野」を限定した助成制度がコミュニティ財団内のメニューの中で存
在している。大阪コミュニティ財団の寄付金累計額は２００５年１１月の時点で１７億
円を超えている。５）
また、２０００年以降は、大阪コミュニティ財団ほどの規模ではないが、同様の役割
を行う中間支援組織が増加し、それを利用した企業による助成制度設立が増えている。
例えば「市民社会創造ファンド」では、「中央労金助成プログラム」や、「フィリップ モ
リス ジャパン 市民活動～住民活動助成」などといった企業の提案型まちづくり助成制度
を立ち上げている。６）
１−３−３　企業以外の民間組織によるまちづくり支援
　60 年代には高度経済成長に伴う環境悪化に対抗して、ナショナルトラストのような
「民」の立場から環境を守るための活動に対する支援が行われた。
また、自然環境保全に限定せず、環境一般を保全する活動として、「シビックトラスト」
が生まれた。1980 ～ 1990 年代前半にかけて、区画整理事業の余剰金によるまちづく
り支援のための基金が幾つか設立されたが、それらは「シビックトラスト」の流れをく
むものである。シビックトラストの始まりとして「妻籠を守る会」が挙げられる。７）
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これらの「トラスト」運動は、助成する相手をある程度限定していた。現在の提案型
まちづくり助成制度は目的が「まちづくり」として幅の広さを持っているが、市民から
資金を集め、基金を立ち上げて資金管理し、環境の保全という「まちづくり」の原型部
分の活動を行っていたことから、「トラスト運動」は現在のような提案型まちづくり助成
制度の原資調達システムの基礎となった。
住民が主体となったまちづくりの事例が増加するに従い、資金的支援のやり方も変化
し、提案型まちづくりに対する支援や助成が生まれた。代表事例は次の三つに大きく分
類される。
１）インターミディアリー
NPO 法案制定前後に、 NPO 活動を母体としたインターミディアリーが設立された。イ
ンターミディアリーは、個人や小規模な組織を「助成される」側から「助成する」側に
変化させる仕掛けとなった。また、企業や行政の助成制度立ち上げにも寄与した。
２）まちづくり銀行
まちづくりに対する「助成」ではなく、「融資」支援として、「まちづくり銀行」の設
立が目立った。これは次のような背景があると考えられる。
第一に、ビジネスとしてのまちづくり活動が出現したことである。非営利活動と言っ
ても、「まちづくり」という枠の中で、利益を出すことが出来る事業が出てきたことがあ
る。
第二に、長期的まちづくりの増加がある。助成は期間限定のものであり、１０年、
２０年とかかるまちづくりの中で、助成金に頼れるのはよくて２～３年にすぎない。継
続的な運用資金や、また、まちづくり活動が事業としての軌道に乗るまでのつなぎ資金
など、起業としての資金の調達が必要となる場合が増加した。
第三に、バブル期の金融システムへの不信が背景にある。大手銀行の融資先が預金者
には見えにくいことから、預金者の信念に合致した融資先の選択が見える、まちづくり
銀行のメリットを感じる市民が増加したことがある。まちづくり銀行の一つである「東
京コミュニティバンク」も、その融資募集パンフレットの中で「市民が地域のお金を有
効に使うことにより地域社会に貢献できるようなしくみづくりをめざしています」８）と
アピールし、融資を募っている。この東京コミュニティバンクは、融資先決定の際も、
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訪問審査や、市民審査委員会による申請団体間での公開での審査を行っている。
３）地域通貨
地域指向型の資金流通システムとして、１９９０年代後半から増加した。「エコ・マ
ネー」のように、ボランティアの時間を貯めて交換するシステムも含まれ、地域まちづ
くりの支援に役立っている。地域通貨の場合、誰かの支援を受けて行うというのではなく、
その運営や流通に多くの人が参加することで成り立つ、という意味で極めて民主主義的 9）
である。また、その流通の範囲が限定されることから。地域指向型である。地域通貨は
特定のプロジェクトに対しての助成制度ではないが、地域活性化や関係構築など 9）、ま
ちづくりをかたちづくる役割を果たしている。
１−３−４　国による支援施策
1970 年代の「コミュニティ対策」時には、コミュニティ・ボンドの発行を自治体に
認めた。これは「助成」ではないが、地域のお金を集めてまちづくりの資金とした初期
の例である。しかしながら、煩雑な手続きのため、10）当時実行したのは３例に留まって
いる。
2001 年からは地方自治体によるミニ公募債の発行が始まり、市民からまちづくり資
金を集める方法として同様の手法が復活している。
「コミュニティ対策」後、国は、大きく二つの点から提案型まちづくり助成制度の発展
に影響を与えた。
一点目として、税控除を通した資金の流れを作ったことである。公益法人や公益信託
に寄附する企業に対する法人税の損金算入や個人の所得税の控除、NPO 法人に対する寄
附金控除などである。
二点目として、地方自治体に対する交付金を通したまちづくり支援制度の促進である。
総務省の「わがまちづくり支援事業」による地方への交付金は、主に小学校区を単位と
した地域まちづくり支援制度へと繋がった。また、近年の提案型まちづくり助成制度の
増加に対応して、国土交通省は２００５年に（財）民間都市開発推進機構を通して提案
型まちづくり助成制度に資金支援を行うこととなった。これは国が提案型まちづくり助
成制度の増加から、その有意性を認めたものである。
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１−３−５　地方自治体によるまちづくりに対する資金的支援
基礎自治体による提案型まちづくり助成制度については次章で詳しく述べるが、ここ
では地方自治体による、提案型まちづくり助成制度以外のまちづくりに対する資金的支
援についてその変遷を明らかにする。
前述の通り、公募債の発行による特定のまちづくりに対する資金的支援が２００１か
ら発行が始まり、松山市の「『坂の上の雲』まちづくり債」など、「まちづくり」を名前
に入れた公募債の発行が行われた。公募債の課題として、国債と比較して地方債は人気
が低くなるため、金利の上乗せが行われる。
そのような中、自治体の財政悪化を嫌って銀行が公募債の引き受けシンジゲート団か
ら脱退する１1）など、自治体もまちづくりに対する資金調達に苦慮している。
１−４　他主体の支援システムが地方自治体によるまちづくり支援へ与えた影響
地方自治体、特に市・区によるまちづくりへの資金的支援の発展経緯は次章で詳しく
述べるが、ここでは他助成主体との関係から、市・区を含む地方自治体によるまちづく
り資金的支援に与えた影響について明らかにする。
自治体による助成システムは当初トップダウンによるまちづくりに対する「補助金」
的な制度から始まった。その一方で、経済活動優先だった企業の社会貢献に対する考え
方の変化と、環境悪化に対応するための市民側からの流れがあった。それらがやがて総
合的なまちづくりの動きに伴って変化するにつれ、現在の形に近い、より自由度の高く、
積極的なまちづくりを進めるための「提案型」助成制度が生まれた。
その後制度は変化したが、提案型まちづくり助成制度の代表的事例の近年の変化のキー
ワードとして、「継続性」と「多様性」がある。
「継続性」はまちづくりの動きが恒常的になるに従い、助成ではなくまちづくりに対す
る「融資」システムの創設や、助成の継続性を担保するための様々な原資の集め方の工
夫に見られた。
「多様性」は、次のような点で見られた。
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第一に、助成を行う側の主体がインターミディアリーの台頭などにより多様化したこ
とである。
第二に、助成対象とする市民活動が、「まちづくり」の枠の中でも目的別に多様化し、
助成制度もそれに合わせて変化したことである。
第三に、まちづくりの動きを資金的に支える方法が、公益信託や公募債や基金など、
多様化したことがある。多様な目的別制度や原資調達システムは企業や民間組織から始
まり、地方自治体にも広がった。このように、市民・住民がまちづくりを担う主体とな
るにつれて、継続的で多様な形の提案型まちづくり助成制度が増加した。
「継続性」「多様性」というまちづくり資金的支援システムの全体としての流れが基礎
自治体におけるまちづくり資金的支援にも波及した。
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注釈
1）国立国会図書館のデータベースを用いて、１９６０年代からの「市民参加」、「住民参加」「ま
ちづくり支援（助成）」をキーワードとしてボトムアップ型のまちづくりに関する文献を調
査した。加えて、都市計画学会、建築学会の論文を用いて代表的事例の流れを追った。
2）文献１－１及び ( 社 ) 日本経済団体連合会「2003 年度社会貢献活動実績調査結果」http://
www.keidanren.or.jp/japanese/policy/2005/037.html より
3）日英まちづくりフォーラム資料「『ＮＰＯ事業サポートローン』現状と課題」２００４年
１２月６日参照
4）（財）大阪コミュニティ財団パンフレット「マイ基金・アワー基金でコミュニティに貢献」
から引用
5）日本初のコミュニティ財団である大阪コミュニティ財団は大阪商工会議所が設立母体とな
って１９９１年に設立された。
6）市民社会創造ファンドホームページより http://www.civilfund.org/fund02.html
7）文献１－２参照
8）東京コミュニティバンク／ＮＰＯ法人コミュニティファンド・まち未来　パンフレット「市
民事業を応援します！まちが元気になるしくみコミュニティファンド」から引用
9）文献１－５ p.41-47 より、この中で筆者は、地域通貨の貨幣としての特徴を「民主主義的」「地
域主義的」及び「非資本主義的」であるとし、また、「お金でない側面」として、「関係構築的」
「水平関係的」「言語的」であると表現した。特に、「民主主義的」であるというのは、参加
者が実行しなければ成り立たない制度であること、また、「関係構築的」であることとして、
地域通貨によって相互扶助の促進が行われるとしている。
10）文献１－３p.  46 参照
11）文献１－４参照
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参考文献
1-1）経済団体連合会編「社会貢献白書〈1999〉企業と社会のパートナーシップ」日本工業新聞社、
(1999 )
1-2）今枝忠彦「シビックトラストをめぐる市民主体のまちづくり活動の実態と展望ー日本、イ
ギリスおよびアメリカの事例を通じてー」昭和６１年度日本都市計画学会学術研究論文集
p319-324
1-3) 山谷成夫　「ミニ公募債発行の現状と展望」「地域開発」（財）日本地域開発センター発行
vol.490, 「特集・まちづくりと新たな財源」p.46-50　(2005.7)
1-4)「地方債引き受けシ団・銀行脱退相次ぐ」日本経済新聞地方経済面０４６ページ（2005.9.1）
1-5) 西部忠「地域通貨と地域自治」平成１４年度地方自治土曜講座ブックレット No82,　公人
の友社　(2003)
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第二章　日本における「まちづくり支援システム」の全体像
２−１　本章の目的
本章では第一に、市及び区による提案型まちづくり助成制度の市民社会の変化に伴っ
た発展経緯を解明し、現在のように基礎自治体による提案型助成が増加した背景と、そ
の課題を明らかにする。
第二に、発展経緯の解明から出た提案型助成の課題を指標として、提案型まちづくり
助成制度の現状実態を解明し評価を行う。その上で、地域協働型社会に向けた提案型ま
ちづくり助成制度のさらなる発展のための課題を示すことを本研究の目的とする。
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２−２　研究の対象
継続的に、地域協働型社会の実現を目指した提案型助成を行うことができる主体とし
て、基礎自治体を対象とし、その中でも特に市・区 1）を研究対象とする。
企業や財団、国や都道府県、及び町村レベルにも提案型まちづくり助成制度はあるが、
本研究で市・区を研究対象としたのは次の理由がある。
第一に、企業や財団と異なり、地域社会との関係が一対一であり、継続的であること、
第二に、広域を対象とする国や都道府県と比較して、地域社会との連携関係の強さがあ
り、提案型まちづくり助成制度から得る効果を住民と最も共有する存在であることであ
る。例えば提案型まちづくり助成制度の成果として、「地域社会のつながりの構築と強化」
があるが、これによって利益を受けるのは地域自身と、地域づくりの担い手を得ること
ができる市や区である。第三に、町村と比較して、助成の受け手としての多層な地域社
会を構築できるスケールが市・区にはあるということである。
以上の理由から、継続的に連携をとることができ、地域との関係が最も強く、かつ多
層な市民活動が形成される市・区を研究対象とした。
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２−３　研究の方法
本章では、第一に、今日に至るまでの市・区による提案型助成の発展経緯を、グラスルー
ツ型のまちづくりが始まった２) １９６０年代から現在までの書籍、新聞記事、雑誌記事、
および学会で発表された論文など、出版物に取り上げられた代表的事例の流れを分析す
ることによって明らかにする。３)
第二に、提案型まちづくり助成制度を持つことが確認できた市・区を対象として
2005 年 10 月にアンケート調査、および複数の市にヒアリング調査を行い、市・区での
提案型助成事例の発展経緯を追う上での補完材料とし、現状の実態を解明する。
現在提案型助成を行っている市・区は多く、全てを把握することは難しい。そこで、
本研究では市民活動が多層的に存在することが出来る条件として、ある程度の都市化と
人口をもつ自治体である人口１０万人以上の市４）と、東京都特別区をアンケートの調査
対象とした。
中でも、市民に対する広報活動を十分に行っていることの必要条件として、各市区
のホームページで制度が存在することが明らかになった 73 自治体、114 事例について
2005 年 10 月にアンケートとその他ヒアリング調査を行った。その内 65 自治体、87
事例についてアンケートの結果を回収した。５）（回答率 76％）その他 3 市 5 事例につい
てはアンケート調査と同様の項目で 2005 年夏にヒアリングを行った。
第三に、提案型助成の発展経緯の解明から明らかになった提案型まちづくり助成制度
の課題を指標として評価を行い、提案型助成が地域協働型社会を目指す上での課題を明
らかにする。
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２−４　市・区による提案型まちづくり助成制度の発展経緯
２−４−１　発展経緯の段階
前章では、「日本におけるまちづくりへの資金的支援」の変遷として、多様な主体によ
るまちづくりへの資金的支援の流れを明らかにした。変遷から、企業や民間団体による
実験的なシステムづくりがあり、そこから生み出された「継続性」と「多様性」への変
化が市・区のシステム構築にも影響を与えていると分析した。
本節では、市及び区による提案型まちづくり助成制度について特に焦点を当て、文献
調査とアンケート・ヒアリング調査から明らかになった代表的な事例を分析し、発展経
緯の解明と、その課題を明らかにする。伝統的地縁組織に対する補助金中心から、現在
のような提案型まちづくり助成制度指向へ移行するまでに次のような段階があった。
１）提案型まちづくり助成制度創生期（１９８０年代）
この時期の地方での支援は、国の「コミュニティ対策」６）の影響が残っていた。ここ
では水沢市、飯田市、各務原市の事例を見てみる。７）
これらが主体と想定しているのは主に町内会、婦人会などの伝統的地縁組織であり、
水沢市、飯田市では国の政策と同様に、「モデル・コミュニティ地区」を指定した上での
助成であった。各務原市の制度は「活動」に助成する初めての制度としているが、実質
は地域の集会施設建設に対する助成と変わらないものとなっている。（図２－２①）
しかしこれらの事例は「伝統的地縁組織」の恒常的な活動に対する補助金ではなく、
一応プロジェクト「提案型」助成になっており、今日の提案型まちづくり助成制度がで
きるまでの最初のかたちであった。
また、もう一つの初期の事例として、「事業の余剰金利用」がある。１９８３年に設
置された佐倉街づくり文化振興臼井基金、及び１９８８年に設置された公益信託多摩提
案型まちづくり助成制度は、いずれも区画整理の余剰金を利用して公益信託が設置され、
まちづくりに対する助成活動を行った。
最初は市民発意であった多摩提案型まちづくり助成制度も、現在は自治体が助成金の
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支出を担当し、事務は公益信託を請け負った銀行が行っている。毎年の助成テーマも、
行政の諮問機関である運営委員会によって決定されている。（図２－２②）
２）提案型まちづくり助成制度の基礎形成期（１９９０年代）
この時期には現在の事例の基礎となるような仕組みづくりが行われた。代表的事例を
大きく分類すると、次の３つになる。この時期に設立されたものは全体的にシンプルな
制度であり、事例もまだ少なかった。
a）地域組織連動型：「まちづくり協議会」などの地域別グループの結成とそのまちづ
くりを推進するための助成制度である。
牛深市の事例は全世帯が参加する地区会議に対する交付金システム、豊中市の事例は
まちづくり条例に基づいたものであり、どちらも偶発的な市民活動を推進するというよ
りは、市が構築したまちづくりプロセスに組み込まれた制度であった。（図２－２③）
b）基金設置方式：1991 年に目黒区が「まちづくり基金」という名称で基金を立ち上
げ、まちづくり活動助成金事業に活用した。（図２－２④）
c）世田谷方式：公益信託を利用し、公開審査会、公開報告会という形をとった最初の
例が世田谷提案型まちづくり助成制度であり、現在も多くの自治体で参考事例とされて
いる。（図２－２⑤）
３）提案型まちづくり助成制度増加期（２０００年代）
2000 年から 2005 年にかけて、提案型まちづくり助成制度が急激に増加した。この
背景として次のようなことが挙げられる。
第一に、2000 年に地方分権一括法が施行されたことにより条例制定権が広がり、自
治基本条例などを制定する自治体が増えた中で、自治体が市民によるまちづくりの仕組
みづくりを進めるようになったことである。8）
第二に、近年の財政悪化から行財政改革の名のもと、「小さな政府」をめざす傾向が強
くなったことから、公共サービスの外注的な意味合いも持つ提案型まちづくり助成制度
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が生まれた。9）
第三に、1998 年に NPO 法案が成立し、新しいまちづくりの担い手が誕生したことが
ある。その他に、第四の背景として、近く迎える大量退職世代に対する地域の受け皿づ
くりを目的の一つとしている自治体もあった。10）
第一、第二の背景は自治体の仕組みの変化を示し、第三、第四の背景は新しい「公共サー
ビス」の担い手の増加という変化を示す。
このような背景から、多くの自治体で提案型まちづくり助成制度が生まれた。
また、この時期は厳しい財政状況をもとに、新しい形の助成金の原資を集めるシステ
ムが工夫された。この時期の代表的事例を分類すると、次のように大きく５つに分かれる。
a）地域組織連動型 : ２００１年の総務省からのわがまちづくり支援事業の影響からか、
地域組織は小学校区単位などであり、殆どが一地区一組織のみがまちづくり助成に提案
を出して助成を受けられるシステムになっている。
各地域に満遍なく助成が行われ、旧来の「恒常的活動」に対する補助金システムを「提
案型」補助金として引き継ぐものとなっている。
b）基金設置方式：複雑な基金システムを持つようになった。この時期に始まったのが、
「マッチングギフト」方式と「杉並（指定寄附）」方式である。どちらもより寄付金を集
めるための方策である。マッチングギフトは、市民が基金に寄附した額と同じ額を市が
基金に積み立てる方式になっている。杉並方式の指定寄附は、自治体への寄附を通して
ＮＰＯに寄附することで、企業の損金算入や個人の税控除が受けられるシステムである。
11）
この、「寄附相手指定」方式の変形型が市川市のパーセント法である。市民税の納税額
１％を基金に積み立てるか、寄附したい相手を選ぶことができ、届出金額が交付決定額
を超えた額は市民活動団体支援基金に積み立てられる予定である。寄附を募るものでは
ないためか、他の基金を利用した助成制度よりも交付金額が大きい。12）
いずれも、原資調達システムの中に市民参加を組み込んでおり、より多くの市民に関
心を持ってもらうことを目的としている。
c）世田谷方式：この時期、世田谷方式の「公開審査」と「公開報告会」のシステムは
透明性を担保し、団体間の交流を促進する手法として多くの自治体で取り入れられた。
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しかし、他事例の参考となった世田谷提案型まちづくり助成制度は設立から１０年以
上が経ち、システムそのものの見直しの時期を迎えている。13）
d）補助金見直し型：既得権から廃止することの難しい補助金を全て見直したのが我孫
子市の例である。14）これまでの補助金を全て白紙にし、公募で集まった市民団体も含め
て全てを同じ土俵の上に置き、活動内容に照らして補助金審査をするようになった。
また、浦安市のように、提案型まちづくり助成制度が補助金の整理につながった例も
ある。
提案型助成が増加するにつれ、同一団体に対する二重の支援にならないよう、補助金
の見直しが並行して行われる必要がある。（図２－２⑥）
e）協働型：この時期に新しい概念として多用されたのが、「協働」である。
行財政改革の一環として、住民が公共サービスの担い手となるための、また、行政と
住民が対等なパートナーとしてまちづくりを進めていくための概念である。
「助成」から一歩進んで、住民団体と協定や委託契約を結ぶ制度も現れた。また、委託
のために行政側の事業テーマを提示する例もある。（図２－２⑦）
f）マッチング・ファンド型：市民の持つ資源をより活用するために始まった事例であ
り、アメリカ合衆国シアトル市で行われてきた方式をお手本として、神戸市が始めた制
度である。
市が助成金を出す際に、マッチングとして同程度の労働力や資源、資金を準備する制
度である。15）（図２－２⑧）
その他、新しい流れとして、団体間のコラボレーション事業に限定した制度、並びに
住民による地域のハード整備を目的とした横浜市の事例などがある。
また、神戸市では市から始まった提案型まちづくり助成制度が区にも波及するなど、
市内部での分権も行われており、市助成と区助成で役割分担をしている。（図２－２⑧）
さらに、近年の提案型まちづくり助成制度の増加に呼応して、国土交通省は２００５
年に（財）民間都市開発推進機構を通して提案型まちづくり助成制度に資金支援を行う
こととなった。16）
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２−４−２　提案型まちづくり助成制度の発展と課題
これまでの分析から、提案型まちづくり助成制度は市民活動の発展と連動して変化し、シス
テムが「複雑化」したことが分かった。（図２－２）助成対象とする市民活動が、「まちづくり」
の枠の中でも目的別に多様化し、助成制度もそれに合わせて変化した。
ここではシステムが「複雑化」した点を軸として、課題を明らかにする。
「複雑化」したポイントとして、第一に支援する相手との関係性がある。「助成」から、より
対等なパートナーとして、協定を結んだり、委託契約を行ったりする制度が増えてきた。一方、
地域組織との連動型はより満遍なく支援する「補助金」的性格が強いが、そういった制度も旧
来の補助金と比較するとより「提案型」に変わってきた。
ここで出てきた課題として、支援する相手に対等性や自主性を求める制度は出来ても、それ
を受けることのできる市民団体が十分に育ってきていないことがある。例えば、応募者が年を
追う毎に減少する例も多い。また、行政内の縦割りを超えて市民団体との協働関係を結ぶシス
テムづくりが十分になされていないという課題もあった。
第二に、原資調達のための方式がある。助成の原資を増やすために、行政外からの資金を集
めるための様々な手法が取り入れられた。この背景には市や区の財政状況の悪化がある。
また、基金に対する市民からの募金の積み立てなど、助成される側だけでなく、助成金の原
資を提供する側への立場としても市民の参加を募ることにより、システムへの参加方法の多様
化を図ったことがある。
しかしながら、ここで出てきた課題として、市民に対する制度の周知不足から、市民や企業
からの寄附があまりないことがあった。17）
第三に、段階制の導入などによる申請メニューの拡大があった。この背景として、まちづく
り活動の目的の多様化と活動団体の広がりがある。
まちづくりに関わる主体の裾野が広がったことから、その活動の目的や、活動団体の成熟度
も多様化し、それらへの対応が必要とされた。
79
第二章　日本における「まちづくり支援システム」の全体像
２−４−３　小結
市区町村が町内会など伝統的地縁組織に対する補助金中心の行政から提案型まちづくり助成
制度へと変化し、提案型まちづくり助成制度は複雑化した。
「提案型まちづくり助成制度の増加期」にスタートした事例は、殆どが「基礎形成期」に生
まれた制度の発展形であり、類型が混じり合って制度が複雑化した。
複雑化した方向性として、第一に支援する相手との関係性、第二に原資調達のためのシステ
ム、第三に段階やメニュー制の拡大があった。
自治体の工夫により、システム自体は発展したが、これらの支援システムの認知度は低く、
また、その発展と期待に合うだけの市民活動の担い手が育っていないという課題があった。また、
市民活動の多様化から、それに対応する制度づくりが必要とされた。
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図２-3　市民活動の段階と評価指標
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２−５　現状実態の解明
２−５−１　実態解明のための指標
提案型助成のシステムそのものは複雑化したが、それに対しての認知度、及び担い手
の育成が追いついていないことが分かった。提案型まちづくり助成制度によって地域協
働型社会を実現するためには資金を提供するだけでなく、市民社会の担い手を育てるこ
とも同時に必要である。
これらのことから、提案型まちづくり助成制度が協働の担い手を育て、地域協働型社
会を促進するための課題を指標として設定し、現状実態を解明する。
１）　市民活動の成熟段階
協働型社会の促進のためには、２章で複雑化の方向性の一つとして、「段階別・メニュー
別」の支援があったように、市民活動の成熟度に合わせた方策が必要である。各段階に
おける方策を評価する上で、実態の解明のための指標を整理するため、市民活動の段階
を次の三段階に設定した。（図２－３）
第一段階として、市民活動が始まる前の「萌芽段階」がある。これは市民活動の裾野
を広げるために、今後市民活動としての可能性のある動きを捉える、または市民活動と
その推進制度である提案型まちづくり助成制度の認知を図る段階である。
第二段階として、「初動段階」がある。実際に市民活動が始まったばかりで、市民活動
としての基盤を整える段階である。
第三段階として、「成熟段階」がある。これは市民活動がある程度継続した段階である。
地域協働型社会ではこの段階にある団体が協働を担う主体となる。多くの市民活動をこ
の段階まで育てることによって、提案型まちづくり助成制度が真に活用される制度とな
る。
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２）現状解明のための指標
指標として、提案型まちづくり助成制度が地域協働型社会を促進するためにその担い
手を育てる上で、資金提供以外に各段階で行う必要がある方策を挙げた。（図２－３）こ
れらの方策を評価指標として現状実態のための調査を行った。
第一指標として、「申請上の考慮」がある。初動段階にある市民活動はまだ基盤が弱く、
成熟段階にある市民活動と同じ土俵の上では評価できない。市民活動を育てるためには、
初動段階に対する申請上の配慮が特に必要である。そこで、各制度が行っている申請上
の考慮と段階との関係を評価指標とする。
第二指標として、「アウトリーチ（手を伸ばす）」１８）とエンパワーメント（力をつけ
る）」１９）がある。萌芽段階においては、より認知度を上げ、市民活動を行うポテンシャ
ルのある団体の裾野を広げる必要があり、「アウトリーチ」の方策を行う必要がある。ま
た、市民活動を実際に始めた団体については、さらに市民活動の成熟段階をあげるために、
「エンパワーメント」のための方策を行う必要がある。特にエンパワーメントについては、
「資金」以外の支援によるものが大きい。
そこで、「アウトリーチ」に関しては制度の認知度を上げることにより裾野を広げ、新
たな市民活動の可能性を拾い上げるための方策を評価指標とする。また、「エンパワーメ
ント」については、資金以外の支援との連携の中で、「エンパワーメント」に取り組む自
治体の支援の複合性を評価指標とする。
第三の指標として、「市民活動支援の担い手」がある。第一・第二指標における方策を
行うには、それを担う「主体」が必要である。
市民活動を支援する「主体」としての主な役割は次の二点である。
第一に、「アウトリーチ」及び「エンパワーメント」を行う主体として、「市民活動のコー
ディネーター」の役割が必要である。これは、市民活動のポテンシャルを見つけ、コーディ
ネートする役割や、市民活動の相談に乗る役割、情報を提供する役割など、市民活動が
成熟段階を上がっていく上で、市民が必要とする役割である。
第二に、地域協働型社会を推進するために、「自治体内の横断窓口」が必要である。こ
れは申請の際の相談や、協働型の事業を行う際に、自治体内の協働相手を探すなど、自
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治体内部と市民活動をつなぐ役割である。これらの役割を果たす主体の実態を評価指標
とする。これらの指標を元に、調査結果から現状評価を行う。
２−５−２　現状実態の解明
各指標を用いて地域協働型社会の実現に向けた提案型まちづくり助成制度の運用実態
を解明する。
指標１）　申請上の配慮
調査の際、申請の際に「段階」分けがあると回答したところについて、図４に各制度
の段階の実態を示した。これから明らかになった実態は次の通りである。
第一に、初動段階に対する配慮が多く行われていることである。初動期のみに対する
事例もある。また、初動段階は敷居を低くし、成熟段階に上がる際に助成上限金額を上
昇させる事例が多く見られた。（図２－４①）
第二に、成熟段階に上がる間に、「自立段階」を設けた事例があったことである。（図
２－４②）
第三に、企画・構想・計画段階を設けた事例では、それらの計画等が事業の実施段階
に直接繋がるような仕組みがあったことである。（図２－４③）
第四に、年々助成金額を減少させ、助成金からの「卒業」を促すための仕組みがあっ
たことである。（図２－４④）
第五に、成熟段階の中でも目的別に助成が分かれていたことである。（図２－４⑤）目
的は大きく４つがあり、特に「連携・交流促進」について段階を設定した事例が多かった。
各制度が設定した「段階」の組み合わせを表したこの図には、自治体側から見て市民活
動の成熟過程においてどのような「段階」があると認識しているかということも表れて
いる。
①から分かるように、初動期・成熟期に対する認識は広まっている。また、図２－４
の②～⑤から分かるように、初動・成熟の各段階の中にある細かいレベルを意識した段
階分けをしている事例が見られた。このように、市民活動を育てる上では、段階の中に
ある「レベル」を意識する必要がある。
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図２-４　申請上の配慮
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く
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く
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く
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熟
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レ
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く
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熟
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２
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３
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じ
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携
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ニ
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5
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指標２）　アウトリーチとエンパワーメント
まず萌芽段階において役割を果たす「アウトリーチ」に関しては、実際の市民活動へ
つながる可能性の高低による対策の違いがあった。アウトリーチのために実際に用いら
れた手法を示したのが図２－５である。
これから分かったこととして、まず全体としては、紙媒体による伝統的な広報手法、
及びホームページによる情報発信が多用されており、不特定多数に対する手法が主に取
られていることが分かった。
また、複合的に手法を用いた事例については、不特定多数に対する情報発信と、特定
層への直接的な働きかけの組み合わせが多かった。特定層に直接働きかけする場合には、
地域団体を通した働きかけと、事前に登録された団体に対する働きかけの二つがあった。
回答として出てきたのは、複合的に様々な層へ情報を流すという形でのアウトリーチが
殆どであり、コーディネーターの活用した組織的なもの、もしくはニーズを掘り出して
いく、または手を伸ばしきれていない部分を見分けてアプローチしていくような積極的
な方策はなかった。
次に初動段階と成熟段階における「エンパワーメント」であるが、図６にエンパワー
メントの方策をとっていると回答した事例における「エンパワーメントと資金以外の支
援」との組み合わせを示した。
図２－６から言えることは、資金以外の支援について、「『場』としての支援」、「対外
的支援」「注入支援」の三種類があり、「場」としての支援を起点としてその他の支援が
行われている。エンパワーメントについては、大きく３つに分けて「基盤整備」「教育」「実
践」型があった。現在主に行われているのは、「教育」型であり、今後エンパワーメント
の究極の目的である「権限委譲」を目指すには、情報、技術、「行政」的支援など、市民
活動の足りない部分を補う「注入支援」が不足している。
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図２-５　アウトリーチの手法
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活動拠点 交流 広報 情報 教育 技術 相談 行政 その他
● ● ● ●
● ●
● ●
● ● ● ●
●
● ●
● ●
●
●
● ●相談事業の
実施
● ●
●
● ● ●
● ● ●情報化支援
（ホームページ
の作成支援等）
●市民活動サポート
センター
● ●
●市民活動センター
登録団体について
●市民活動セン
登録団体について
● ●
●コンサルタン
ト派遣
●事業実施につき
関連担当課がサ
ポートを行う
●市民活動
センター
●ネットワー
交流事業
●情報提供 ●機材（印刷
パソコン等）
貸し出し
●・相談事業
●活動場所の情報
他のグループ情報
ど
● ●活動内容に関
係する市役所の
が”後援”
● ● ●
● ●
●
注入支援
資金以外の支援の複合
「場」の支援 対外的支援
パート
ナーシ
ップ
制度に
よる
実践
技術
提供
教育
交流
●
●●
●●
行っている「エンパワーメ
ント」についての回答
●通常の場合、行政が行う行為について協
定を結ぶことで一定の要件を満たした地
域住民等にボランティアとして協力して
もらう
(1)事業の具体的企画や住民とのコーディネ
ート、専門性を要する分野での技術的支援
について専門家を派遣(2)中間報告会を行い
、団体相互の情報交流の機会をつくる予定
地域づくりアドバイザー派遣
まちづくり活動者やまちづくりに関心のあ
る方を対象に、まちづくりの大切さや具体
的な進め方について学習・体験することを目
的とした「まちづくり講習会」を開催し、
まちづくりの担い手養成を進めていくこと
で、市民主体のまちづくりを目指している。
自主的・主体的に地域課題解決に取り組む人
財になってもらうことを目的に「市民協働の
まちづくり楽校」という講座をH１６年度よ
り開講。
・市民公益活動セミナー
・市民公益活動リーダー研修会
・交流会
・団体運営等に関する相談業務
各種講座（資金、人材、広報など）の開催
区民協働講座として新潟中越地震を事例と
したコミュニティーの重要性を問う講座を
開催。今年度は10月から地域リーダー の養
成を目的とした「協働カレッジ」を開催す
る。基礎講座４日間を４会場、ステップア
ップ講座を４日間１会場で開催する。
・市民向けの市民活動研修会の開催
・まちづくり活動支援事業とは別に、人
づくり・まちづくり事業として市民自主
研修支援事業を実施
地域の”まちづくりびと”養成講座を
開始しまちづくりリーダーを養成
市民公益活動人材育成講座の実施
「まちづくり塾」として地域づくり活動に
とりくむ人材育成を目的とした講座を開催
ＮＰＯ・ボランティア交流センター事
業において、ＮＰＯ・ボランティア活
動の団体運営や資金調達に関するマネ
ージメント講座を実施
起業をしようとしている市民を対象とし
た起業塾の開催、市民公益活動センター
において、マネジメント講座を開催 他
市民に対する組織マネージメントに関
する講座の開催
参加のデザイン道具箱実践講習会の開
催（年３回程度）
まちづくり学校、まちづくりアカデミ
ーの開催（年１回程度）
まちづくりシンポジウム（年１回）、
住まいづくり学校の開催（年一回）
・市民協働推進セミナー
・市民協働推進フォーラム
・市民活動体験プログラム
市民活動講座の実施。市民活動サポー
トセンターにおける市民活動に関する
場の提供、情報の提供、相談への対応
まちづくり講座
まちづくりフォーラムの開催、まちづ
くり実践大学の開催
まちづくり大学の開催（３～４日間、３時
間講義/日）、まちづくりフォーラムの開催
まちづくり塾の開催
「市民参加フォーラム」として、市民活動
の推進・市民の各種活動への参加促進など
を図るためのフォーラムを実施。
各団体の活動内容の発表のパネル展
各種シンポジウム、フォーラム、通訳
、介助員養成等
市民活動・協働等に関するフォーラム
等の開催
●行政（関係機
関）との話し合
づくり
●公共用地の提供
（地域の花壇として
活用）
●
実践を通してハード整備に必要な計画
づくり、合意形成、関係機関との協議
などの手法を学習
事業説明会
公開の場によるプレゼンテーション
（発表・説明技術の向上）
公開事業発表会
提案型助成制度自体がエンパワーメント
の施策
区民会議の設置
市民
ボランティ
ア活動保険
制度
●市民活動
サポートセンター
●市民活動センター
●広報、
PR支援
●各種法手
続きの対応
・専門家の
派遣・紹介
など
●交流会の
開催
●ＮＰＯ・ボランテ
ィア交流センター・
セミナールーム、フ
リースペース、作業
機器、連絡ボックス
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図２-６　エンパワーメントの方策
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指標３）　市民活動支援の担い手
市民活動支援についての２つの役割について、担い手の属性を調査した。まず自治体
内の横断的窓口に関しては当然自治体が担うべき役割であるが、「市民活動のコーディ
ネーター」の役割を殆どまちづくりセンターや、「民」が担っているという事実から、こ
の２つの役割がそれぞれ異なる主体によって行われていることが分かった。この事実か
ら、次の二つのことが分かった。
第一に、提案型まちづくり助成制度の運営に関して民に委ねる動きが進んでいるとい
うことである。「コーディネーター」機能を殆ど担っているまちづくりセンターは、各自
治体により運営方法は異なり、図２－７に見られる事例が全てが民間組織ではない。
しかし近年は公設民営方式２０）や、指定管理者を定めて運営を民間に委託する例が増
えており、自治体直営方式が減少していることから、今後、より民間部門による「コーディ
ネーション」機能がより存在感を増していくであろう。
第二に、現状での自治体内のコーディネーション機能の弱さである。横断的窓口は、
便宜的に提案型まちづくり助成制度担当課が担っている場合が多く、制度的に横断的な
役割を果たすための制度が準備されている訳ではない。
さらに、市民活動を現場で熟知するコーディネーターとは機能が分離されているため、
市民の要望や協働の要求が担当課まで届く仕組みが弱い。二つの役割の「連携」および「自
治体内のコーディネーション」をどう担保するかが今後の課題となる。
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図２-７　市民活動支援の担い手の属性
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２−５−３　小結
提案型まちづくり助成制度が地域協働型社会を促進させる役割を果たし、制度が真に
活用されるものになるためには、資金提供だけでなく、市民活動の担い手の育成が急務
である。そのためには市民活動の段階に合わせた支援が必要になる。
支援として、第一に「申請上の配慮」がある。現状では初動段階を優遇する制度が多
く行われている。今後は、現状を考慮して今育てるべきレベルの市民活動を優遇する方
策が必要である。
第二の支援として、「アウトリーチ」に関しては、市民活動の可能性の高低に合わせた
アプローチの仕方が行われていた。しかし、伝統的手法の枠から抜けることなく、情報
を流すことを優先としたあまり積極的なアプローチではない。担い手を増加させたい場
合、自治体側からニーズを掘り起こす「攻めのアウトリーチ」が必要である。「エンパワー
メント」に関しては、なんらかの方策を行っているとの回答自体が少なく、意識があま
りまだ育っていなかった。現状行われているエンパワーメントは「教育」的手法が必要
であり、さらに市民活動団体が力をつけるには、「注入」支援の拡大がより必要とされる。
第三として、支援の担い手は機能による主体の分離があった。これに関しては連携を
促し、情報伝達を担保する仕組みを必要とする。
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図２-８　提案型まちづくり助成制度の課題
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注釈
１) 市、区による提案型まちづくり助成制度を補完する存在として、市や区が出資、出損、監
督する公益法人（民法第３４条で定義される法人）を研究対象に含む
２）広原（広原盛明他「現代のまちづくりと地域社会の変革」学芸出版社、2002）によると、
日本最初のまちづくりは名古屋市栄東地区とされており、1962 年にこの地区では「栄東再
開発促進協議会準備会」が結成され、まちづくりの動きが始まったとされている。また、そ
れと同時期に初期のまちづくりの代表事例である神戸市丸山地区のまちづくり活動も始ま
っており、１９６０年代初頭が現在のまちづくりに繋がる動きの始まりであった。しかし、
６０年代から７０年代の市民参加に関する文献においては、現在の原型となるような提案型
助成についての記述は見られなかった。なお、本研究では多様なまちづくりアイディアを促
進するためのプロジェクト「提案型」まちづくり助成を対象としているため、再開発事業な
どの単発的事業を目的としたまちづくり団体の勉強会活動への助成や、団体への恒常的活動
に対する補助金制度などは除いた。
3）国立国会図書館のデータベースを用いて、１９６０年代からの「市民参加」、「住民参加」「ま
ちづくり支援（助成）」をキーワードとしてボトムアップ型のまちづくりに関する文献を調
査した。加えて、都市計画学会、建築学会の論文を用いて代表的事例の流れを追った。
4）人口データは総務省統計局のデータ「統計でみる市区町村のすがた 2005」（http://www.
stat.go.jp/data/ssds/5b.htm）を利用した。このデータによると、人口 10 万人以上の市は現
在 226市存在する。226市全てについて、各自治体のホームページで制度の有無を確認した。
5）ただし、東京都大田区の提案型助成の事例については 2006 年からの事業であったため、回
答が殆ど「未定」であったため、結果から除外した。また、アンケート調査対象とした事例で、
廃止・統合された事例が 2 事例あった。
6)　旧自治省によるコミュニティ対策とは「昭和４６年度から三カ年計画で全国にモデル・コ
ミュニティ地区を設定し、そこでのコミュニティづくりの実践を通じて・・・市町村のコミ
ュニティ問題への取り組みを推進しようとするものである。」（文献 5 から）全国で８３のモ
デル・コミュニティ地区が指定され、区域は「都市型の地区では・・・徒歩生活圏域として
の小学校区が多い」（文献 5）との記録が残っている。
7) 文献 2-2 p.1471-1474
8）文献 2-3p.5 参照
9) 注１）でも参照した「地方公共団体における行政改革の推進のための新たな指針」の中で、「地
域協働の推進」を「行政改革推進上の主要事項」の一つとして位置づけている。これが平成
１３年（２００１年）に出された指針であり、その後「協働」を前面に出した提案型まちづ
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くり助成制度が次々と生まれた。
10）例えば足立区の提案型協働推進事業の募集要項では、対象となる事業の例のひとつとして
「団塊の世代等の地域人材の活用・促進事業」を挙げている。
11) 杉並区と同様の制度をもつ横浜市の「横浜市市民活動推進基金」パンフレットより、個人
の場合、「所得税や法人税について寄付金控除」法人の場合「全額損金算入」と、税の優遇
措置が受けられる。現在は、ごく限られた認定 NPO 法人以外は、直接 NPO 法人に寄附をし
ても寄付金控除の対象にはならない。
12) 市川市ホームページ
http://www.city.ichikawa.chiba.jp/net/siminsei/volunteer/nouzei2.htm 参照
13) 世田谷提案型まちづくり助成制度は 2005 年度、「（仮）次世代ファンドマニフェスト」策
定プロジェクトとして、制度の見直しを行っている。
14) 文献 2-4 p.80-83 参照
15）文献 2-5 参照
16）制度の概要として「近年、地域住民、地元企業等が自らの地域の再生のため、資金を拠出
してファンドを組成しまちづくりを支援しようとする先駆的な取り組みが見られ始めていま
す。こうした地域の資金を地縁により調達し、これを景観形成・観光振興等のまちづくりへ
誘導するため、住民参加型提案型まちづくり助成制度 ... に対して、民間都市機構が資金拠出
により支援を行います。」（民間都市開発推進機構ホームページより）として、現状の提案型
まちづくり助成制度の動きを追随し、より誘発するための取り組みであることを示している。
17）例えば浦安市の事例を見ると、「活性化事業補助金」の年間予算を３００万円から
６００万円としているが、２００３年に集まった寄付金が５９万円、２００４年に集まった
寄付金が６５万５千円であった。市からのマッチングギフトとして集まった寄付金と同額を
市から支出しているが、３００万円に満たない不足分は基金を切り崩している。市民や企業
からの寄付金がなかなか期待通りには集まらないことを示す例である。
18）アウトリーチ（outreach）とは、米で使用されている概念で、「手を伸ばす」といった意
味があるが、これは「コミュニティ・プランニング」用語としては普段参加しない、参加で
きない層（米では主に貧困層、移民などだが）にも積極的に働きかける行為を示す。
19）「エンパワーメント（empowerment）」の他の意味として、「権限委譲」などがあるが、そ
ういった意味までのエンパワーメントはまだ日本では進んでいない。そのため本論文ではエ
ンパワーメントを市民団体が広い意味で「力をつけること」と広義の意味で使用する。
20）1998 年に鎌倉市市民活動センターが日本で初めての公設民営方式で開設されて以来、様々
な自治体で同様の動きがある。
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参考文献
2-1）地方自治制度研究会　編集　「続コミュニティ読本」月刊「地方自治」50 年 3 月号別冊附録、
1975
2-2）都市経営総合研究所　編　「自治体ユニーク先進事例・コミュニティづくり・防災」、
1985
2-3）松下啓一著「協働社会をつくる条例　自治基本条例・市民参加条例・市民協働支援条例の
考え方 」ぎょうせい、2004
2-4）杉山敦彦、「協働のまちづくりに向けての多様な市民活動と支援策ー我孫子市における市
民活動・市民事業支援」「地方自治職員研修」2001/2 号、2001
2-5）内田奈芳美、佐藤滋「まちづくり支援ファンドが市民主導のまちづくりの推進に与えた効
果の研究ーシアトル市ネイバーフッド・マッチング・ファンドを事例としてー」日本建築
学会計画系論文集第 594 号、p.101-108、2005
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第三章　米・シアトル市における「まちづくり支援システム」の運用実態の解
明
３−１　本章の目的
本章では、日本におけるまちづくり資金的支援システムの相対化を行うために、比較
対象としてのアメリカ合衆国・ワシントン州シアトル市（図３－１）におけるまちづく
りへの資金的支援システムの実態を明らかにすることを目的とする。
３−２　本章の研究対象
北米のみならず南アフリカなど、世界的に模倣される先駆的システムである「マッチ
ング・ファンド」のお手本となったシアトル市のマッチング・ファンドを事例とする。
資金提供の方法、その提供範囲の広さ、等、学ぶべきシステムをもち、また、すでに 18
年間続くという持続性を持ち合わせており、日本のこれからのシステムを考える上で参
考とするべき事例である。
また、物理的な地域改善に特化した事例として、「ファサード・インプルーブメント・
プログラム」を研究対象とする。
ワシントン州
シアトル市：人口５６万人（US Census Bureau,Census2000)
図3-1シアトル市の位置
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３−３　米・シアトル市におけるコミュニティに対する資金的支援の全体像
シアトル市におけるコミュニティに対する提案型まちづくり助成制度について、次の
ような制度がある。１）
第一に、情報・技術・コミュニティテクノロジー局（Department of Information 
Technology, Community Technology Program）による「ビル・ライトテクノロジーマッ
チング・ファンド」がある。これはデジタル格差を解消することを目的としたファンド
である。
第二に、今回の研究対象とする近隣住区局（Department of Neighborhoods）による
「ネイバーフッド・マッチング・ファンド」がある。
第三に、同じく今回の研究対象事例とする、経済開発局（Office of Economic 
Development）による「ファサード・インプルーブメント・プログラム」がある。
第四に、水道局（Seattle Public Utilities）による「エンバイロメンタルグランツ」
がある。これは水質改善と、落書き及びゴミ問題に対するコミュニティの取り組みに対
するファンドである。
これらのファンドからシアトル市のコミュニティに対する提案型まちづくり助成制度
の特徴として言えることは、「マッチング」という概念の発達である。
テクノロジー・マッチング・ファンドも、ネイバーフッド・マッチング・ファンドも、
労働力も含めた市民からの「マッチング」をもとに助成を行っている。ファサード・イ
ンプルーブメント・プログラムもマッチングを要求するが、これは労働力などはカウン
トせず、ファサード改善費の５０％補助という意味でのマッチングである。
この「マッチング」という概念は「ネイバーフッド・マッチング・ファンド」の影
響が大きい。特にテクノロジー・マッチング・ファンドに関してはマッチングのカウン
ト方法についても、非常に類似している。また、エンバイロメンタル・グランツの限度
額が約１１万円（$1,000)、テクノロジーマッチング・ファンドの限度額が約１１０万
円（$10,000）、ネイバーフッド・マッチング・ファンドの限度額は約１１００万円
（$100,000) という点からも、また、用途の限度の無さから言っても、ネイバーフッド・
マッチング・ファンドはシアトル市最大規模のファンドである。
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これらの点からも、ネイバーフッド・マッチング・ファンドを第一の研究対象として
選んだ。
また、シアトル市における第二の研究対象として、ファサード・インプルーブメント・
プログラムを選んだ。
これはこのプログラムが貧困エリア限定型であり、また、物理的改善限定型であるこ
とから、「まちづくり」にたいする助成という意味でも、ネイバーフッド・マッチング・ファ
ンドとの比較対象として選んだ。また、この提案型まちづくり助成制度も「マッチング」
を要求するものであることから、「シアトル市らしい」助成制度である。
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３−４　シアトル市ネイバーフッド・マッチング・ファンドについて
３−４−１　背景 
日本における市民参加型のまちづくりの成熟と、まちづくり分野での NPO の活躍とと
もに、市民「参加」から市民「主導」のまちづくりへの発展が進んでいる。NPO 主導に
よるまちづくり活動については、林ら 2 )により研究が行われており、日本における「ま
ちづくり NPO の未来」として、米国やイギリスの仕組みを意識した、NPO への支援の
仕組みの発達の必要性が述べられている。
今後、市民「主導」のまちづくりをさらに推進するには、NPO に限らず市民によるま
ちづくりの活動全般に対する支援システムが必要となる。
米国では、NPO のみならず、グラスルーツによるまちづくり活動全般を支援するシス
テムが発達しており、その一つとして「マッチング・ファンド」(Matching Fund) がある。
これは自治体から地域へのまちづくり支援システムであるが、助成を受けるグループ
は自治体からの助成額と同価値以上の「マッチング」を準備しなくてはならないこと、
また、その「マッチング」は現金に限らず、ボランティアの労働力などでも可とするシ
ステムである。
ワシントン州シアトル市が 1989 年に始めた支援システムであるが、仕組みのユニー
クさが注目され、現在カリフォルニア州ロスアンジェルス市など、北米の 30 ～ 40 の都
市で模倣されている３）。北米での普及状況から見て、マッチング・ファンドは日本でも
まちづくり支援システムのモデルになると考えられる。
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３−４−２　研究の目的
本研究では、マッチング・ファンドの先駆者であるアメリカ合衆国ワシントン州シ
アトル市におけるネイバーフッド（近隣住区）マッチング・ファンド（Neighborhood 
Matching Fund）( 以下マッチング・ファンドと略す ) を調査の対象とする。
市民主導のまちづくりでは、担い手となるコミュニティが構築され、育っていくこと
が必要であり、担い手が育った結果、グラスルーツ活動による地域改善が積み重なるこ
とで、市民の手によるまちづくりが進んでいくと言える。市民主導のまちづくりを推進
するためには、まちづくり支援システムは「コミュニティの構築・育成」と「グラスルー
ツ型地域改善の積み重ね」のプロセスを支えていかなくてはならない。この観点から、
本研究の目的として次の 3 点を挙げる。
第一にシアトル市の市民参加の歴史を分析することによって、マッチング・ファンド
が設立された背景を明らかにする。
第二に、マッチング・ファンドの仕組みを分析することで、他の提案型まちづくり助
成制度と比較したマッチング・ファンドの特質を明らかにする。
その上で、第三に研究対象地域の運用実態の解明を行い、「コミュニティ構築・育成」
と「グラスルーツ型地域改善の積み重ね」の２つの視点から見た、マッチング・ファン
ドによる市民主導のまちづくりの推進への効果を明らかにすることを目的とする。
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３−４−３　研究の方法
　本研究は、マッチング・ファンドを調査対象とし、2003 年 6 月から 2004 年 3 月
までの間シアトル市で行った調査をベースとしている。
　研究の方法として、第一に、シアトル市における市民参加の歴史を調査し、マッチ
ング・ファンドの成り立ちを分析することで、マッチング・ファンドが設立された背景
を明らかにする。ここでは、主にマッチング・ファンドを管轄する「近隣住区局」の公
文書の調査、及び 2003 年 6、 7 月と 2004 年 1 月に近隣住区局のマッチング・ファン
ド担当職員へのヒアリング調査を行った。
　第二に、マッチング・ファンドのシステムを分析することで、他の提案型まちづく
り助成制度と比較したマッチング・ファンドの特質を明らかにする。ここでは、主に文
献調査と、マッチング・ファンド担当職員へのヒアリング調査を行った。
　第三に、研究対象地域において、マッチング・ファンドの運用実態の解明を行い、マッ
チング・ファンドの特質が、実際に市民主導のまちづくりにどのような効果を与えたか
を明らかにする。研究対象地域は、マッチング・ファンドを利用したプロジェクトが多く、
住民層が異なる３つの近隣住区を選んだ。
また、研究対象事例として、５プロジェクトを研究対象地域から抽出した。ここでは、
主にシアトル市が公開している４）プロジェクトのリストから作成したマッチング・ファ
ンドプロジェクトデータベースの分析と現地調査、及びマッチング・ファンドに関わっ
た市民や組織の代表に対して 2003 年 6 月から 7 月にかけてヒアリング調査を行った。
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３−４−４　マッチング・ファンドが設立された背景
　シアトル市では、1920 年代には既に市民が近隣住区運営へ参加していた記録が残っ
ており、近隣住区単位でのコミュニティ活動が伝統的に盛んである。 ５）しかし、マッチ
ング・ファンドのように、市民が近隣住区を活動ベースとしてプランニングに参加する
システムが公式に確立するまでには、市民からの働きかけと年月が必要であった。マッ
チング・ファンドが設立されるまでのシアトル市における戦後の市民参加の歴史は次の
4 段階に区分できる。
１）連邦政府主導期（1950 年代〜 60 年代）
　この時期には、モデルシティプログラム６）等を通して、連邦政府からの指示と補助
金により、市によってトップダウン型の市民参加が行われた。しかし、いずれも補助金
が切れた時点で、構成された市民グループも解散してしまう、継続性のないものであった。
しかし、これらの活動を通して、市民と市はプランニングに対する「市民参加」の経験
を積んだ。
２）市民参加システムの後退期 (70 年代後半〜 80 年代前半 )
　７８年に就任したシアトル市長 Charles Royer は、連邦政府からの補助金が減少し
たことを受けて、８０年代には市から地域の市民グループへのサポートを小さくした。
７）それと同時に、市はプランニングの部門を一極集中させてスタッフを減らし８）、近隣住
区との関わりを薄くした。
３）市民参加システムの改善期 (80 年代中盤〜後半 )
　地域の市民グループが市民参加の停滞ぶりに不満を持ち、市議会議員に改善を働き
かけたことから、市議会議員グループは、近隣住区と市の関係について、市民を巻き込
んだ調査を始めた。その結果、市の近隣住区への関心の高まりを求める市民の要求が明
らかになった。９）
これらの意見を踏まえて、市は計画単位としての近隣住区に着目し、近隣住区主導に
よるまちづくりを促すため、セルフヘルプ（自助）をサポートするファンドの設立（後
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のマッチング・ファンド）などを検討し始めた。
1986 年には、都市計画委員会から市長に対して「プランニングにおける近隣住区の
役割」１０）についての提言書が出された。その後近隣住区プランニングの検討に＄40,000
（約 440 万円）の予算がつき、さらに市民との会合が重ねられた。 １１）
４）市民参加システムの確立期（80 年代後半〜現在）
　市民からのヒアリングを重ねた結果から、1987 年に「近隣住区単位によるプラン
ニングとまちづくり支援システム」設立をうたった決議案 27709 が市議会で採決された。
これにより、近隣住区単位でのコミュニティセンターの設立、協議会の設立、近隣住
区に関することを一元して管轄する近隣住区事務局の設立と共に、マッチング・ファン
ドが正式に設立された。１２）
これらを通して、市民が近隣住区を活動単位として参加する仕組みが市のプランニン
グシステムの一部として設立された。1991 年には近隣住区事務局は近隣住区局へと昇
格し、シアトル市の近隣住区単位のプランニングシステムがより強固になった。
103
第三章　米・シアトル市における
「まちづくり支援システム」運用実態の解明
３ー４ー５　マッチング・ファンドの特質
１）マッチング・ファンドの主要な特質
　他の提案型まちづくり助成制度と比較して、マッチング・ファンドの特質として次
の 3 点がある。
　第一の特質は、市が助成を受けるグループに対して「マッチング」の要求を行うこ
とである。
マッチング・ファンドを受けるグループは、市からの助成額以上に相当する「マッチ
ング」を準備しなくてはならない。この「マッチング」は現金のみならずボランティア
の労働力（1 時間 12 ドル（約 1,300 円）で換算）、専門家によるサービス、プロジェク
トに必要な材料費などでも良い。これにより現金の準備ができないグループでも、労働
力を提供することで助成が受けられる。
　第二の特質は、申請可能なグループとプロジェクトの許容範囲が広いことである。
申請者は２人以上であれば正式なグループである必要は無く、その場で結成されたグ
ループ（Ad hoc group）でも良い。プロジェクトは合法で、近隣住区の改善に役立つも
のなら制限は無く、これまでに助成を受けたプロジェクトの種類は多岐にわたる。
　第三の特質は、助成規模の大きさである。
1989 年に始まった当初は、市からの助成額と市民からのマッチングの総額は共に 1.1
億円であったが、徐々に増加し、2002 年には市からの助成額の総額は 3.9 億円と 3 倍
以上になり、市民からのマッチング総額は 6.9 億円と６倍以上に増加した。
これはシアトル市の総予算が約 720 億円 (2003 年 ) であることから、その内の 0.54%
がマッチング・ファンドに分配されていることになる。 １３）同様のシステムを 1998 年に
始めた、カリフォルニア州ロスアンジェルス市のファンド予算が5,000万円１４）(2003 年 )
で、総予算の 0.01% 未満であることを見ると、シアトル市ではマッチング・ファンドに
よる税収の再分配の割合が大きいことが分かる。
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２）　マッチング・ファンドの種類
 ファンドは大きく４種類に分かれているが、（表３－１）これは種類別に受け付ける
ことで、出来るだけ多くの市民が申し込めるようにする目的がある。
(a)「大規模プロジェクトファンド」は設立当初からのファンドで、上限金額が大きい
ことから、手続きが煩雑であった。そのため、小規模のプロジェクトの手続きを簡略化
するために設立されたのが (b)「小規模・シンプルプロジェクトファンド」である。
また、目的別のファンドとして、植樹に特化した (c)「植樹ファンド」と、近隣住区の
まちづくりの人材育成に重点を置いた (d)「近隣住区アウトリーチファンド」が出来た。
中でも、(d) の一部である「火付け役ファンド」においては、金額を抑えた分手続きも
さらに簡素化し、初心者が申請しやすくなっている。
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シアトル市・マッチング・ファンドガイドラインから作成
・近隣住区ベースの
組織
・地域コミュニティ
ベースの組織
・その場で結成された
グループ(Ad Hoc
Group)
・会員募集がオープン
で，地域を取り込む努
力をしていること
・近隣住区プラン
ニング・デザイン
・近隣住区の組織
づくり
・近隣住区のハー
ド/ソフト面での
改善
・公立学校とのパ
ートナーシップ
１２ヶ月まで
$15,000以上
$100,000以下
６ヶ月まで
$15,000以下
街区の５世帯以上が
集まったグループ
主にボランティアに
よって支えられてい
る、年間予算が
$20,000以下の近隣
住区組織
近隣住区をまきこむ
「火付け役」になる
ようなアイディアを
持っている人なら誰
でも
木を植える作業
と世話
メンバーシップの
拡大と開発
・楽しめるもの
・新しい人を巻き
込めるもの
１０から４０本
の苗木現物支給
$750以下
２ヶ月まで
$250以下
１年に
１度
１年に
１度
１年に
４回
１年中
いつでも
１年中
いつでも
申請資格 プロジェクト
の種類
プロジェクトの
実行期間の上限
と市からの助成
金額の範囲
申請
可能
時期
(a)大規模
プロジェクト
ファンド
(LargeProject Fund)
(b)小規模・
シンプルプロジェク
トファンド
(Small andSimple
Project Fund)
(c)植樹ファンド
(Tree Fund)
(d)近隣住区アウト
リーチファンド
(Neighborhood
andOutreach
Development
Fund)
(d)火付け役
ファンド
(Small
Sparks)
ファンド
の種類
特徴
表３-１　 マッチング・ファンドの種類
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図３-２　マッチング・ファンドの審査プロセス
出典：シアトル市・マッチング・ファンドガイドラインから作成
近隣住区局(Department of Neighborhoods)
市議会(City Council)による決定
13の地区協議会
(District Council)
全市協議会(City 
Neighborhood Council)
各地区（District)における
NMFへの申請プロジェクト
評価基準に基づき、担当
する地区のプロジェクト
にポイントをつけて評価
する
評価基準に基づき、各地区
から推薦されたプロジェク
トにポイントをつけて評価
する
高ポイントを取った
プロジェクトを推薦
評価結果に基づき、
勧告を行う
申請
出典：シアトル市・マッチング・ファンドガイドラインから作成
申請されたプロジェクトを評価するための基準 割当てポイント数
(a)コミュニティの利益
１．近隣住区の問題に対するアプローチが適切か：はっきりとした
差し迫ったコミュニティの要望を指し示しているか
２．コミュニティの構築を活性化するか、すなわち、近隣の人々の
結束生を高め、コミュニティのより強い関係性を作り上げるか
(b)参加
１．近隣の人々を取り込む機会があるか
２．多様なコミュニティの交流を促進するか
(c)実現可能性
１．よく計画され、実際に事業を行う準備が出来ているか
２．予算計画案に信用性があるか
(d)「マッチング」
１．「マッチング」はリアリティがあって、適切か
２．「マッチング」の計画は文章化されているか
0～10
0～10
0～10
0～10
0～15
0～15
0～15
0～15
表３-2　 マッチング・ファンドの評価基準
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３）　プロジェクトの申請・審査の仕組み
　マッチング・ファンドの申請・審査の仕組みの要点として次の二つが挙げられる。
　第一に、プロジェクトにおける技術力と市の施策との整合性が担保される仕組みが
構築されていることである。
例えば公園内のプロジェクトが申請されれば、近隣住区局は申請の受け入れ窓口とし
て、申請者と公園管理部局の協議を調整し、公園管理部局は申請者に対して実現可能性
の評価や計画案改善の指導を行う。また、プロジェクトが始まった後も、関係部局との
打ち合わせを行いながらプロジェクトが進められていく。ここでは近隣住区局はあくま
でお金を出す「銀行」であり、審査を通ったプロジェクトは、各関係部局によって公共
事業としてのレベルと、市の施策との整合性が担保されるようになっている。
また、市の総合計画の一部である近隣住区プラン１５）が市民参加で作成された後、近隣
住区局はプランを実現するために行われるべきプロジェクトの一覧表を作成した。 １６）そ
の中には市民と市の協力によって進められるべきプロジェクトも明記されており、マッ
チング・ファンドを用いることを勧めているものもあった。
ここ数年ではマッチング・ファンドのプロジェクトの 25 ～ 40% がその一覧表にある
プロジェクトの中から行われたことから、 １７）マッチング・ファンドは近隣住区プラン実
行の推進力としての役割も果たしている。
第二に、審査プロセスの公平性を保つ仕組みが構築されていることがある。
審査段階は 2 段階あり、（図３－２）申請されたプロジェクトはまず各 District（市が
指定した近隣住区 の集合体で、シアトル市には全１３の District がある。）の「地区協
議会」で審査される。そこで高く評価されたものが次の「全市協議会」 １８）審査へ進み、
そこから近隣住区局に対して、採用すべきプロジェクトについての勧告が行われる。
また、審査では、判断基準に基づいた点数加算方式が用いられる。（表２）各項目に割
り当てられたポイントをつけ、合計ポイントが高いものが、次の審査段階へ推薦される
プロジェクトとして選ばれる。
評価基準の中で、「コミュニティの利益」「参加」の項目では、申請されたプロジェク
トが、地域のネットワーク形成に役立つかを評価の柱としている。また、公金を配分す
ることから、プロジェクト及び「マッチング」の実現可能性が評価の半分を占めている。
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３−４−６　研究対象地域/事例でのマッチング・ファンドの運用実態
シアトル市はこれまでに、マッチング・ファンドによって、市内の全ての近隣住区に
対して1,900 近いプロジェクトに助成を行ってきた。 １９）
ここでは、３つの研究対象地域（近隣住区）と、5 つの研究対象事例について、マッ
チング・ファンドの運用実態の調査を行い、マッチング・ファンドの特質が実際に地域
でどのような効果をあげているのかを明らかにする。
１）　研究対象地域の選定理由
　研究対象地域 1 としてインターナショナル District（以下インターナショナル地
区と略す）、研究対象地域 2 としてバラッド、及び 研究対象地域 3 として University 
District（以下ユニバーシティ地区と略す）の３つの近隣住区を選定した。
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図３-３　研究対象地域
出典：Census2000、 マッチング・ファンドプロジェクトデータベースから作成
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米国では住民の所得レベル、人種構成がコミュニティのあり方に大きく影響を与える
ため、その点から見て特徴の異なる地域を選定した。 ２０）
各近隣住区の特徴は次の通りである。（図３－３）
研究対象地域 1 であるインターナショナル地区は、1989 年から 2003 年までの 15
年間に市から受けたマッチング・ファンドの 総額が約 1.6 億円と、最も多い地域である。
しかし、平均世帯所得は 140 万円と、市内で最も貧しい地域の一つで、平均年齢は
46.8 歳と高く、低所得の高齢者が多く居住する。また、以前は日本人街だったこともあ
り、アジア系市民の割合が 56％と、地域住民の半数を超える。
研究対象地域 2 であるバラッドは、マッチング・ファンドによるプロジェクトの数が
15 年間で 97 件と、最も多い地域である。平均世帯所得は 440 万円と、シアトル市平均
と近いレベルにある。スカンジナビア人が移り住んできた地であり、白人が住民の 85%
を占めている。
研究対象地域 3 であるユニバーシティ地区は、平均世帯所得が 330 万円と、他２地域
の中間にあること、白人が 74% に対してアジア系も 16% を占めるなど、他の２地域よ
り市全体の人種構成に近いことから、他２地域との比較対象として選定した。この地域
は学生が多く住むことから、住民の平均年齢が 24 歳と、非常に若い。
　各研究対象地域において、運用実態を調査した。
２）　マッチング・ファンドの運用実態の分析方法
　第一に、それぞれの研究対象地域において、マッチング・ファンドを用いた主な地
域改善プロジェクトをリストアップし、各研究対象地域での運用実態を明らかにする。
ここで取り上げる「主な」プロジェクトとは、地区の特性を反映したものとし、また、
同じような内容のプロジェクトがある場合、どちらか一方のみをリストアップしている。
なお、マッチング・ファンドではソフト／ハードの区別無く助成が行われているが、「グ
ラスルーツ型地域改善」という視点から分析を行う上で、ここでは主に成果が目に見え
る物理的改善をおこなったプロジェクトを取り上げ、一過性のイベントなどは取り上げ
ていない。
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　第二に、研究対象事例として、5 プロジェクトについて運営主体と地域社会との連
携の実態及び事業プロセスを調査することで、プロジェクトレベルでの運用実態を明ら
かにする。
これらのプロジェクトは、相互比較のため、各研究対象地域から 1 ～ 2 例ずつ選択し、
各自マッチング・ファンドの助成を受けたプロジェクトの運営主体と、マッチング・ファ
ンドによる事業プロセスが異なるものを選んだ。
また、いずれも 2 回以上マッチング・ファンドを受けた事例であり、マッチング・ファ
ンドを利用して、プロジェクトの展開性があった事例を選んだ。
３−４−７　研究対象地域1:インターナショナル地区
１）　概要
　インターナショナル地区は居住者の半数以上が移民一世または二世のアジア系市民
であり、アジア系移民のアイデンティティに関するコミュニティ活動が盛んである。用
途地域は、主に産業・商業地域 (Industrial / Commercial area) で占められている。 ２１）
２）　マッチング・ファンド・プロジェクトによる地域の改善  
　図 3 ー４はインターナショナル地区でのマッチング・ファンドによる主な地域改善
プロジェクトを表している。この地域の特徴は次の二点である。
　第一に、 マッチング・ファンドを利用するグループは正式な組織、NPO が殆どであ
り、資金力と機動力を元に大きな「マッチング」を準備することで高額なマッチング・
ファンドを得て、大規模なプロジェクトを行っている場合が多いことが挙げられる。また、
住民に低所得者が多く、「マッチング」の準備能力が無いことから、一般住民によって「そ
の場で結成されたグループ」で行われたプロジェクトは皆無である。
　第二に、アジア系移民のアイデンティティに関するプロジェクトが多いことが挙げ
られる。マッチング・ファンドが地域の住民特性を反映した使われ方をしていることが
分かる。
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３）　研究対象事例 A: ダニー・ウー公園
 ダニー・ウー公園はボランティアの組織力を利用して、マッチング・ファンドが助成
を受けるグループに要求している「マッチング」を準備した事例である。
　ダニー・ウー公園とは、1975 年に地域の CDC ２２）である Inter*Im ２３）が、地区内の
空地の所有者から、土地の使用権の寄付を受けて設立したコミュニティガーデンであり、
２４）地域の高齢者に畑の区画を貸し出している。これまでの公園づくりのプロセスの内、
80% から 90% が Inter*Im が集めたボランティアの労力により、これまでに関わったボ
ランティアはのべ 3,000 から 4,000 人にのぼる２５）、ボランティアが手作りした公園で
ある。
Inter*Im は過去４回のマッチング・ファンドの助成を利用して、主な利用者である高
齢者の利用のために手すりや通路の改修などを行った。Inter*Im は、地元の大学を含め、
多くのボランティアを集める組織力を持つことから、労働力による多くの「マッチング」
を準備することで、高額のマッチング・ファンドを得ることに繋がった。
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３−４−８　研究対象地域2:バラッド
１）　概要
 バラッドはスカンジナビア系移民が作り上げた地域で、用途地域は主に近隣住区のた
めの商業地域 (Neighborhood Commercial area) ２１）で占められている。教育や環境保
全に関する活動が盛んである。
２）　マッチング・ファンドによる地域の改善
　図３－５はバラッドでのマッチング・ファンドによる主な地域改善プロジェクトを
表している。マッチング・ファンドはバラッド地域全体にまんべんなく分配されており、
これまでにマッチング・ファンドを受けたグループの種類も多岐にわたる。この地域では、
中流階級の住民が多いことから、NPO に限らず、一般住民による「その場で結成された
グループ」の申請も多い。そのため、ボランティアを多く集める組織力や、資金力に欠
けていることから、円形交差点の設置など比較的小規模なプロジェクトが多い。
３）　研究対象事例 B: リ・ツリー・バラッド
 リ・ツリー・バラッドはマッチング・ファンドを利用して住民により始められた小さ
なプロジェクトが地域的ムーブメントへと発展した事例である。これまでに２回マッチ
ング・ファンドで助成を受けており、事業プロセスとして次の 3 段階に区分できる。
(1) 第 1 回目のマッチング・ファンド：1992 年の一回目の助成の際には、住民の手に
より、１００本近くの街路樹が植樹された。住民からの市に対する「マッチング」は一
人あたり６時間の植樹ボランティアと１０ドルの現金であり、その見返りとして、市か
ら市価１００ドルの木が参加住民に与えられた。２６）
(2) 第 2 回目のマッチング・ファンド：次の 94 年の助成の際には、住民によって
1000 本以上の木が植えられ、活動は一気に広がった。市からの助成も 10 倍以上になり、
コミュニティからの「マッチング」も 10 倍以上になった。
(3) マッチング・ファンド後：マッチング・ファンドの助成後も住民による活動は続き、
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リ・ツリー・バラッドは近隣住区プランに 1999 年に正式に位置づけられるなど、地域
を象徴する活動へと成長した。
４）　研究対象事例 C: タイム・パッチ公園
 タイム・パッチ公園は各事業段階においてマッチング・ファンドが利用され、最終的
な事業完成にたどり着いた事例である。
　地元の NPO である、「Groundswell Northwest」 ２７）が中心となって、住宅建設用地
を購入して建設された公園であり、面積は約 450 平方メートルと小規模である。これま
でに各事業段階において NPO が 4 回マッチング・ファンドを受けた。
(1) 事業用地購入段階：用地購入とそれに当たってのコミュニティへの周知活動、及び
用地清掃のために使用された。
(2) 計画段階：計画策定のためのコンサルタントの雇用とデザインワークショップのた
めに使用された。
(3) 建設段階 : 建設費用として用いた。
(4) 管理・運営段階：道具小屋の設置や擁壁、アートタイルの設置など、改修のために
使用された。
 マッチング・ファンドは申請できる範囲が広く、一つのプロジェクトに対する申請が
無制限に許されていることから、時期をずらした各事業段階における申請も可能である。
この特質から、この事例では、マッチング・ファンドは公園を完成させるためのサポー
トとなり、完成後も引き続き管理・運営の目的で利用されている。
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３−４−９　研究対象地域3:ユニバーシティ地区
１）　概要
　ユニバーシティ地区はワシントン州最大の大学であるワシントン大学のキャンパス
が大部分を占め、大学関係者が多く住む地域である。学生の住む低層集合住宅地域 (Low 
Rise zone)、近隣住区のための商業地域 (Neighborhood Commercial area) ２１）が混在し
た地域である。
２）　マッチング・ファンドによる地域改善
　図３－６はユニバーシティ地区でのマッチング・ファンドによる主な地域改善プロ
ジェクトを表している。この地域では、アベニュー商店街など、地域の核となるポイン
トにマッチング・ファンドの助成が集中している。
また、商工会議所や商店街など、ビジネスの団体によるマッチング・ファンドの利用
が多い。
３）　研究対象事例 D：アベニュー商店街
 地域のプラットフォーム的組織がマッチング・ファンドを利用して作成した商店街の
街路改善計画が、市の公共事業へとつながった事例である。
事業完成までのプロセスとして、次の３つの段階があった。
(1) プラットフォーム的組織の形成
アベニュー商店街は、第二次大戦後の車社会の到来と共に郊外の巨大なショッピング
モールに客を奪われ、空き店舗やドラッグ売買人が目立つようになった。このような環
境悪化に対応するため、地域住民とビジネス関係者など、様々な地域グループが集まっ
て話し合うプラットフォーム的組織である「The Ave」グループが結成された。月に一
度ミーティングを行い、商店街に関するあらゆる問題を話し合った。 ２８）
(2) マッチング・ファンドからの助成
２度受けたマッチング・ファンドを用いて、地元建築家を雇い、商店街の街路改修計
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図３-６ U-disにおける主な地域改善プロジェクト
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画案を独自に作成した。２９）
(3) ロビーイングと近隣住区プラン内での位置づけ
1997 年に完成した計画案を手にして、市に対して数年間のロビーイングを行った。
また、市の総合計画の中に、「アーバンビレッジ」に指定した地区に成長を集中させ、歩
行者に優しい地区づくりを行い、ビレッジ間は公共交通でつなぐ、といった、「アーバン
ビレッジ構想」がある。ユニバーシティ地区はアーバンビレッジの一つである。このア
ベニュー商店街の街路改修案は、歩行者に優しく、シアトル市の主要な公共交通機関で
あるバスへのアクセスを考慮した計画となっていたことから、「アーバンビレッジ構想」
に合致していた。
そして、1998 年にできた近隣住区プランの中では、「アベニュー商店街の改修」が明
記され、優先順位の高い項目として位置づけられた。これらの結果、アベニュー商店街
の前面道路の改修に 800 万ドル（日本円で約 8.8 億円）の予算が付き、マッチング・ファ
ンドで作成した案を基本計画として街路改修事業が行われた。
　マッチング・ファンドを受けて、住民による計画案を作成したことにより、ロビー
イングの際の説得材料ができ、近隣住区プランでも重要項目として位置づけられ、その
結果市の予算獲得と実際の事業に繋がった。
４）　研究対象事例 E: ユニバーシティハイツ
　マッチング・ファンドを利用した複数のグループによるプロジェクトの積み重ねに
より、地域の中心となる場の設立と改善を行った事例である。地域の中心となる場の確
立までに２つの段階があった。
(1) ユニバーシティハイツセンターの設立
地域の就学児童の減少に伴い廃校になった校舎の利用について、市民投票の結果、コ
ミュニティセンターとして残すことになった。そこで、1990 年に、「ユニバーシティハ
イツセンター」となった元校舎の管理・運営を行うために、「コミュニティのためのユニ
バーシティハイツセンター運営組織」という NPO が設立された。
(2) マッチング・ファンドによるコミュニティの中心となるスペースづくり
校舎だけでなく、元校庭の広いオープンスペースの利用も含め、校舎改修、コミュニ
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ティガーデン、コミュニティ・マーケットの３つがマッチング・ファンドを利用して同
時並行で進められた。
校舎改修については前述したユニバーシティハイツセンターの運営 NPO が行い、コ
ミュニティガーデンは利用者のグループによりマッチング・ファンドを利用して用地が
拡大された。さらに、コミュニティ・マーケットは、前述した NPO や商工会議所などの
手により、マッチング・ファンドの助成を受けて開催準備が行われた。
　1 つの敷地で様々なアクティビティが行われていることで、地域の核となる場とし
て地域住民を引きつけている。現在、ユニバーシティハイツには毎年 13 万人以上が訪れ、
３０）コミュニティの中心としての役割を果たしている。
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表３-３　研究対象事例の比較表
出典：マッチング・ファンドプロジェクトデータベースから作成
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３−４−１０　マッチング・ファンドによる市民主導のまちづくり推進の効果の検
証
　市民主導のまちづくりを推進していくための要素である、「コミュニティの構築・育
成」及び「グラスルーツ型地域改善の積み重ね」という観点から見て、マッチング・ファ
ンドによる市民主導のまちづくり推進の効果を、これまでの分析を踏まえて明らかにす
る。
１）「コミュニティの構築・育成」に対する効果
　マッチング・ファンドのコミュニティの構築・育成への効果として、次の三点が挙
げられる。
　第一に、地域社会への市民の参加を促進したことである。
　マッチング・ファンド利用者は「マッチング」を準備しなくてはならないことから、
現金で全て準備できない場合、ボランティアの労働力が必要となる。ボランティアを集
めることが、市民のコミュニティ活動への参加を促進する事につながった。
調査対象事例 A では、地元大学と太いパイプをもった地元 CDC が、大学のランドスケー
プ学科の学生の労働力と設計能力を公園づくりのボランティアとして利用したことで、
学生の地域社会への参加へとつながった。（表３－３）
　第二に、専門家とコミュニティとの協働を生み出したことである。
　申請者が準備する「マッチング」が専門家によるサービスでも良いこと、また、マッ
チング・ファンドを用いて専門家を雇用することが可能なことから、マッチング・ファ
ンドを利用したプロジェクトにおいて、コミュニティと職能との協働が促進された。
調査対象事例 C、D では、マッチング・ファンドで雇用されたコンサルタントや地元
建築家が、計画づくりにおいて地域社会を技術的にサポートした。（表 3 ー３）調査対象
事例 D においては、雇用された地元建築家はマッチング・ファンドのプロジェクト終了
後も「The Ave」グループの一員となって継続的な参加を行ったことなど、マッチング・
ファンドを用いた専門家との協働が、専門家のコミュニティへの継続的参加にもつながっ
た。
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第三に、新しいコミュニティグループの結成を促したことである。
　正式な組織でなくても申請が可能なことから、マッチング・ファンドに申請するた
めだけにグループが結成され、その中のいくつかは正式なコミュニティグループの形成
へとつながっていった。
調査対象地域 2 のバラッドでは、マッチング・ファンドに応募するためだけにその場
で結成されたグループが数例見受けられた。また、調査対象事例 B の事業プロセスのよ
うに、マッチング・ファンドによる助成を受けて活動したことが、継続的なプロジェク
トへとつながった例もある。（表３ー３）
　また、マッチング・ファンドがコミュニティの構築・育成に関して効果をあげられ
なかったこととして、「コミュニティ間のコラボレーションの促進」がある。マッチング・
ファンドによって行われたプロジェクトは、主催するコミュニティごとに単発的に行わ
れた結果、異なるテーマを持つコミュニティ間の繋がりを見ることができなかった。
調査対象地域 1 のインターナショナル地区のようにアジア各地から移民が集まり、民
族というバックグラウンドによるコミュニティが強く見られる地区においては、マッチ
ング・ファンドを用いた地域改善を行うことで、逆にコミュニティグループ間の距離が
広がった例もある。３１）
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２）「グラスルーツ型地域改善の積み重ね」に対する効果
　グラスルーツ型地域改善の積み重ねに対するマッチング・ファンドによる効果とし
て、次の二点が挙げられる。
　第一に、多様な主体によるプロジェクトの積み重ねを促進したことである。　　　
　正式な組織でなくても申請が可能なこと、また、助成対象の幅広さから、様々なア
イディアが、マッチング・ファンドのサポートのもとで、多様な主体によって実現された。
研究対象事例での運用実態でも分かるように、CDC、地域住民の集合体、地域のプラッ
トフォーム的組織など、助成を受けた主体は様々である。例えば、マッチング・ファン
ドが設立された 1989 年以来、助成を受けたプロジェクトが 97 と最も多かったバラッ
ド地域においては、68 の異なる主体がマッチング・ファンドを受けた。 ３２）
　第二に、各事業段階における助成を行ったことである。
　一つのプロジェクトに対して複数回の申請が認められており、申請対象となるプロ
ジェクトの範囲が広いことから、各事業段階でマッチング・ファンドに申請することも
可能である。
研究対象事例 C、D、E のマッチング・ファンドを受けたプロセスを見ると、計画作成、
建設、管理・運営、改修など、様々な段階においてマッチング・ファンドが用いられて
いることが分かる。（表3）各事業段階でマッチング・ファンドによる助成を受けたことが、
地域改善のためのプロジェクトを完成させる支えとなった。
　また、マッチング・ファンドがグラスルーツ型地域改善の積み重ねという点で効果があげ
られなかったことに、「『マッチング』の準備能力の有無によるギャップの補填」がある。特に
研究対象地域 1 であるインターナショナル地区においては、一般市民グループへのマッチング・
ファンドの助成はなく、ある程度規模のあるグループに助成が集中しているのが見受けられた。
これは「マッチング」の準備に対する能力の差からくるものと思われる。システム上「マッ
チング」を準備する機動力や人脈のあるグループがマッチング・ファンドを受ける上で有利な
立場にあり、一般の市民グループがマッチング・ファンドを受けることが難しい状況にある。
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３−４−１１　小結
　シアトル市の、伝統的な近隣住区単位による地域社会の結束を基盤として、市民グループ
の働きかけにより、シアトル市が「近隣住区」を市のプランニングシステムの基本単位として
確立したことが、近隣住区ベースの活動を支援するマッチング・ファンド設立の背景にあった。
また、マッチング・ファンドを通した地域社会の再構築を目標に、申請対象の範囲の広さや助
成規模の大きさなど、地域社会で広範に利用されるような特質を持つシステムが構築された。
 その特質と、運用実態の解明から、マッチング・ファンドは、シアトル市における市民主導
のまちづくりの推進に対して「コミュニティの構築・育成」及び「グラスルーツ型地域改善の
積み重ね」の二点から見て、次の二つの効果があったことが分かった。
　第一に、ボランティアとしての個人的参加やまちづくり活動グループの結成とその成長を
促し、また、マッチング・ファンドを利用して市民が自ら専門家を雇用するなど、マッチング・
ファンドはその「マッチング」を要求することと、申請対象の幅広さという特質から、新しい
コミュニティの構築と育成、及び既存のコミュニティのさらなる育成を支援する効果があった。
　第二に、様々な主体がマッチング・ファンドの助成を受けて多様なプロジェクトを行い、
また、マッチング・ファンドを利用して市民主導で事業を一から完成させたなど、マッチング・
ファンドは、その申請可能な対象の幅広さと助成規模の大きさから、グラスルーツ活動による
バリエーション豊かな地域改善を、あらゆる事業段階において支援する効果があった。
ただし、市民主導のまちづくりを推進する上でマッチング・ファンドが効果があげられなか
った点として、「コミュニティ間のコラボレーション」と、「『マッチング』の準備能力の有無に
よるギャップの補填」、がある。
前者については、異なるテーマを持ったコミュニティ間の協働を促進する方法として、マッ
チング・ファンドの審査基準（表３－２）のなかに、「コラボレーション」の項目を付け加える
こと、または、コミュニティ間のコラボレーションプロジェクトのみが申し込めるプログラム
を別途設けることが考えられる。
後者については、新規申請者や一般市民に対する「マッチング」の要求ハードルを下げるこ
とで、マッチング・ファンドによる新しいコミュニティの構築が促進されると考えられる。
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３−５　ファサード・インプルーブメント・プログラムについて
３−５−１　研究の背景
米では「メインストリート・プログラム」３３）のような、地域の環境改善をコミュニティ
主導で行うための仕組みが発達している。
メインストリート・プログラムも一部原資として活用している補助金として、コミュニ
ティ開発包括補助金（Community Development Block Grant、以下ＣＤＢＧと略す）が
ある。ＣＤＢＧは分配金額も大きく、米における地域の環境改善への資金的支援の仕組み
の中で、重要な役割を果たしている。この補助金は連邦政府の住宅・都市開発局 (The U.S. 
Department of Housing and Urban Development、以下ＨＵＤと略す ) が管轄しており、人
口や貧困層などの割合を決まった計算式に当てはめ、その結果に基づいた金額を各大都市に
分配するものである。
このＣＤＢＧに関してこれまでに行われた研究として、全体像を「パートナーシップ」
の視点から、ＨＵＤの資料をもとに分析したものがあるが、３４）ＣＤＢＧを利用した市
民による具体的な環境改善事例の実態について解明した研究はない。ＣＤＢＧは貧困対
策の側面が大きいが、条件さえ満たせば、幅広い環境改善に用いることができる。本研
究ではその一例として、シアトル市の「ファサード・インプルーブメント・プログラム」
（以下ファサード・プログラムと略す）を取り上げ、運用実態の解明を行う。
この制度はＣＤＢＧを原資とした、商店のファサード改善のための助成プログラムで
あり、市からの支援と、助成を受ける側との資金を１対１とする、公募制のマッチング・
ファンドである。
シアトル市では大型の郊外型商業施設開発と、モータリゼーションを原因とした地域
密着型の商店街の荒廃が問題となっており、地域商店街の競争力回復施策の一環として、
本プログラムを１９９２年に設立した。
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３−５−２　研究の目的
本節では、ファサード・プログラムの概要を明らかにし、研究対象地区における、ファ
サード・プログラムを通して行われた、商店街の環境改善事例の実態解明を行うことに
より、地区レベルでの環境改善の支援と連携の実態を明らかにすることを目的とする。
Ｎ
ユニバーシティ地区
中間組織：ユニバー
シティ商工会議所
（Greater
University Chamber
of Commerce)
リトル・サイゴン地区
中間組織：ベトナム系
アメリカ人経済開発協会
（VietnameseAmerican
EconomicDevelopment
Association)
チャイナタウン地区
中間組織：チャイナタウ
ン・インターナショナル
地区ビジネス改善エリア
（Chinatown-International
DistrictBusiness
ImprovementArea)
パイオニア・スクエア
地区
中間組織：パイオニア・
スクエアコミュニティ協
会
（PioneerSquare
CommunityAssociation)
セントラル地区
中間組織：セントラル
地区開発組合
（Central Area
Development
Association)
シアトル南東部
中間組織：南東部開発
組織
（SouthEast
Effective
Development)
図３-７　ファサードプログラム対象地域
出典：シアトル市・ファサードインプルーブメントプログラムパンフレットから作成
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３−５−３．制度の位置づけ
ファサードプログラムは市の統合計画（Consolidated Plan）の中で、特に近隣住区
再生戦略エリア（Neighborhood Revitalization Strategy Areas）の再生戦略の一つと
して位置づけられている。３５）
「統合計画」は、連邦政府からの補助金を受ける場合に、提出を義務づけられており、
ＣＤＢＧを受ける場合ももちろん必要となる。
この「近隣住区再生戦略エリア」は、シアトルでは５地区指定されており、その内、
土地利用が港湾施設や工業、及び住居地域で占められている１地区を除いた４地区が 
ファサード・プログラムの対象となっている。例えば対象地区の一つである「セントラル・
エリア」の戦略計画では、「戦略」の一つとして「経済開発戦略」が位置づけられており、
その資本増強のための実行計画の一つとして「ファサードプログラム」が位置づけられ
ている。
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３−５−４　制度の概要
１）助成の概要
助成を受けることができるのは対象地区内のビジネスオーナーに限られる。ファサー
ド改善の費用のうち、市からの助成は材料費に対してのみ行われる。
助成上限は材料費の１/ ２とし、残りの材料費と労働力は申請者が準備する「マッチ
ング・ファンド」であるため、ビジネスオーナーは市からの資金提供以上の資金を準備
しなくてはならない。３６）助成上限は２５，０００米ドル（約２９５万円）である。
２）対象エリア
 ファサードプログラム対象地区は図－１の通りである。
ファサード・プログラム対象地区は、前述した「近隣住区再生戦略エリア」の４地区
に加えて、市長が特に「経済開発に力を入れる近隣住区」とした地区から２地区が対象
地区として指定され、現在計 6 地区である。
それぞれの地区の特徴として、リトル・サイゴン地区、チャイナ・タウン地区、パイ
オニア・スクエア地区、及びユニバーシティ地区はいずれも平均世帯年収が２万ドルに
満たない貧困エリアである。３７）一方、セントラル地区とシアトル南東部の平均世帯年
収は、市の平均に近いが、貧困レベルの人口割合がシアトル市全体の平均よりも多い。
３８）
３）中間組織
このプログラムでは、各地区の「中間組織」の存在が大きい。
「中間組織」は、各地区別に市から委託されたコーディネートを行う組織（エージェン
シー）であり、それらの組織が窓口兼コーディネーターとしてファサード・プログラム
の運営を行う。各地区で「中間組織」は市から事務経費の提供を受けて３９）運営業務を行っ
ている。各地区の中間組織に選ばれるのは、「ビジネス」に関係するコミュニティ組織で
ある。
中間組織には大きく三つの種類がある。
第一にビジネス改善地区（Business Improvement Area、以下ＢＩＡと略す）４０）が
ある。例えばチャイナタウン地区の中間組織はＢＩＡ本体であり、パイオニア・スクエ
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アの中間組織はＢＩＡを機能の一つとして持つ組織である。
第二に、ビジネス間のネットワーキング組織である商工会議所（chamber of 
commerce) がエージェントになる場合もある。ユニバーシティ地区はその例である。
そして第三に、コミュニティ開発会社（Community Development Coorparation、
以下ＣＤＣと略す ) がある。セントラル地区や、シアトル南東部の中間組織がこれに分
類される。
このように、各地区において地域ビジネスと関係の深い組織が中間組織として市から
委託を受けている。
４）市の役割
シアトル市の担当部局は「経済開発局」（Office of Economic Development) であり、
市の役割は、お金を出すこと、助成対象の最終的決定、及び法的チェックである。
市は、各プロジェクトがワシントン州の環境保全法である SEPA（The State Environmental 
Policy Act）４１）と、原資であるＣＤＢＧの基準に合っているかチェックを行う。
130
第三章　米・シアトル市における
「まちづくり支援システム」運用実態の解明
３−５−５　研究対象地区の概要
 ファサード・プログラム対象地区の中でも、大学によるボランタリーな「デザイン支援」
のシステムが構築されていた「ユニバーシティ地区」を研究対象地区として選んだ。本
研究ではこの地区における、ファサード・プログラムによる支援と連携の実態を解明する。
この地区の中心となる商店街は、郊外の大型モールの発展とともに衰退し、今は空き
店舗が目立つ危ない印象の通りになってしまった。平均世帯年収は 17,437 米ドル（約
２０６万円）４２）であり、シアトル市全体の半分にも満たない。
２００１年にニッケルスが新市長として当選して以来，彼はこの地区を「経済開発に
力を入れる近隣住区」の一つとして選び、活性化プランを進めた。
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３−５−６　研究対象地区での主体間の連携実態
ユニバーシティ地区において、市から中間組織としての委託を受けているのは商工会
議所である。
ビジネス・オーナーは、商工会議所からデザイン案の作成における支援機関として、
地区内にあるワシントン州最大の大学であるワシントン大学の学生によるデザイン支援
組織を紹介される。そこで、大学の協力を得てデザイン案作成と申込み用紙の作成を行う、
という仕組みがあった。
デザイン案作成後、ビジネス・オーナーによる申込みを受けて、助成のための審査を
実際に行うのは中間組織である。市は「最終決定」を行うことにはなっているが、基本
的に中間組織の決定に従い、法的チェックを行うのみになっている。中間組織も含め、
地区レベルで持つ権限は大きい。（図３－８）
シアトル市
経済開発局
ユニバーシティ地区
商工会議所
ワシントン大学
地元建築家
ビジネスオーナー
申し込まれた改修案に
ついて法的チェック、
支援対象の最終決定
業務委託
協力依頼
申込み
デザイン
協議
助言
デザインの協力
・見積もり・
申込み用紙の作
成補助
審査
大学によるデザイ
ン・アシスタント
制度の紹介
図３-８　　パートナーシップの構図
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図３-９　　ファサードプログラムによる改善事例
出典：シアトル市・経済開発局提供資料（2004 ～ 2005 ファサードプログラム対象物件一覧表）から作成
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３−５−７　研究対象地区での環境改善の実態
ユニバーシティ地区でのファサードプログラムを利用した環境改善事業の進行状況を
図３に示す。この地区では２００２年からファサードプログラムを開始したが、当初は
街路工事とも重なり、また、広報不足から申込件数が少なかった。４３）
しかし、その後デザインアドバイスを行う地区内にあるワシントン大学の建築学科の
学生が元レコード店である商店街の中心にある空き店舗に、ファサードプログラムのた
めの設計スタジオ（図３－１０）を設けたことによる 宣伝効果４４）などから、２００４
年以降はファサードプログラムを利用する件数が増加した。
図３-１０　　空き店舗を活用したスタジオ
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１）ビジネス・オーナーによるファサード・プログラム利用事例
ここでは、ワシントン大学とビジネス・オーナーとの連携の事例として、大学でのワー
クショップを通してデザインを行い、ファサード・プログラムを利用した事例を取り上
げる。Ｐ氏は、２００３年にワシントン大学の建築学部からのデザイン支援を受けてファ
サード改善を行った。
Ｐ氏は、商店街沿いのビルの所有者である。自分が所有する物件のテナントであった、
地域で活動する NPO のメンバーからファサード・プログラムを紹介されたことをきっか
けとして、ワシントン大学にデザイン支援協力を依頼した。
大学との連携によるデザインプロセスは図３の通りである。大学内でデザイン・ワー
クショップを行い、そこから出たアイディアから一案を選んだ。その後大学と、地元の
建築家の協力も受けて工事費の見積もりを行い、ファサード・プログラムに申し込んだ。
その結果、Ｐ氏はシアトル市から１万米ドル（約１１８万円）の助成を得て、ファサー
ドの改修に至った。
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２）研究対象地域におけるプログラムの効果と課題
ユニバーシティ地区での、ファサード・プログラムの運用実態から見たこのプログラ
ムの効果として、次の二つがある。
第一に、プログラムを利用したファサード改善が「空き店舗にテナントを引きつけた」
という環境改善につながったことである。
Ｐ氏の所有していた建物は、中古レコード店が一階に入っていたが、そのテナントが
ちょうど撤退したことも、ファサード・プログラムへ申し込んだきっかけの一つであっ
た。レコード店撤退後は、しばらくの間空き店舗であったが、ファサード改善後にテレ
マーケティングの会社がテナントとして入り、現在は一階はオフィスとして利用されて
いる。Ｐ氏のデザインに対する要求は、「小売店だけでなく、オフィスなどが入ってもお
かしくないような『クラシック』なデザインにすることで、幅広いテナントを引きつけ
たい」４５）とのことだった。
新しいタイプのテナントを引きつけた、という意味で、Ｐ氏の目的はファサード・プ
ログラムによって達成された。
第二に、この地区の特徴である「大学とのパートナーシップ」の効果として、ファサー
ド「デザイン」の質の向上があった。
これはＰ氏に対するヒアリングの際にも、「大学のデザイン支援がなければ、きっと
ファサードにペンキを塗るだけで終わっていただろう」４６）という発言があった。
これには、このプログラムが「材料費」だけをカバーし、「デザイン料」をカバーしな
いこと、また、このプログラムでは「ファサードを改修する」ということであれば，何
を行っても良く、適法であればデザイン等に関して市が口を出すことは無い、という「自
由度の高さ」が背景にあった。これらのことから、大学がデザインの質を担保する上で
果たした役割は大きい。
デザイン支援組織のない他の地区では、「少なくともファサードが新しくなりさえすれ
ばデザインにはこだわらない」１４）という市の姿勢もあり、Ｐ氏が言ったように「ペン
キを塗るだけ」のファサード改善も多かった。
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３−５−８　小結
研究対象地区における運用実態の解明から、ファサード・プログラムの環境改善の支
援と連携の実態について、「中間組織への権限委譲を伴ったパートナーシップに基づいた
支援」があったことが明らかになった。
中間組織（研究対象地域においては商工会議所）に対して市が運営委託のための予算
をつけ、さらにかなりの部分で権限委譲を行っていた。市の担当局はプロジェクトを承
認するかどうかの最終決定者ではあるが，法的チェックを行うのみで，実質的には各地
区で委託した中間組織に決定権を与えている。「地区の実情にあった支援を行う」ために
は、このような地区への権限委譲を伴った官民のパートナーシップは、日本における今
後のまちづくり支援を考える上で参考にすべき点である。
但し、「権限委譲」と「自由度の高さ」に伴う課題として、「まちをつくる『ファサード・
デザイン』としての質の担保の難しさ」があった。
ファサード改善の際に、デザインに関する基準は市では定められていない。全て地区
の中間組織の運営に任せている。これは、市の管轄部局が開発経済局であることと、プ
ログラムの主な目的が商業振興にあることが影響している。
しかし、デザインに対する制限が無いことは、景観的にふさわしくないファサードが
出現する可能性もある。経済開発局のデザインに対するこだわりのなさはアメリカにも
存在する「セクショナリズム」も示している。
ユニバーシティ地区では地区のデザインガイドラインがあったため、自主的にそれを
参考にしたデザインが行われた。しかし研究対象地区のようにデザイン支援組織による
自主的コントロールだけに頼るのではなく、中間組織はセクショナリズムを超える存在
として、市に代わってデザイン・ガイドラインとの厳しい照合を行うなどの、デザイン
コントロールを目的とした助言を組織的に行う必要性があるだろう。
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３−６　まとめ
本章ではアメリカ合衆国における提案型まちづくり助成制度について、ワシントン州
シアトル市を研究対象地域として運用実態の解明を行った。
シアトル市での研究対象事例の一つとして、「ネイバーフッド・マッチング・ファンド」
では、「マッチング」という特徴からもたらされるコミュニティの構築と、大規模な地域
改善への貢献が明らかになった。
しかし、「コミュニティの構築」からもたらされるコミュニティ間の孤立・対立や、「マッ
チング」を要求することによるマッチングを準備することができるグループに助成が集
中し、持つ者・持たざる者の間の格差、及び大規模なＮＰＯと、一般市民間での「得ら
れるもの」の格差が助成制度の中に存在することが明らかになった。これは特に低所得
者エリアで見られた現象である。
第二の事例として、「ファサード・インプルーブメント・プログラム」については、中
間組織の存在と、自由度の高さから地域改善に貢献していることが分かった。しかし、
経済開発局による所管であることから来るガイドラインの不在など、「まちづくり」の質
の担保という面では不完全な点があった。
以上の研究対象事例における運用実態の解明から、シアトル市における提案型まちづ
くり助成制度の課題は「コミュニティの孤立」を結びつけること、また、「担い手の偏り」
を解消すること、また、「まちづくり」という視点で一貫した政策が市全体で不足してい
ることであった。
「コミュニティの孤立」は特に多民族国家に顕著である事象として、コミュニティの多
様性に由来するものである。「担い手の偏り」は、貧富の格差からくるものであるが、Ｎ
ＰＯなど第三のセクターの発展が逆に引き起こしたものでもある。また、「まちづくりの
質の担保」という点では、ファサード・プログラムがＣＤＢＧに由来する制度として、
エリア特定型の助成であることから、地域「改善」が主の目的でありであり、「質の向上」
を求めていない姿勢が背景にある。
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注釈
1）シアトル市ホームページ” Grants and Funding Opportunities”
http://www.seattle.gov/html/citizen/grants.htm 参照
2）文献１参照
3） シアトル市近隣住区局職員、Brent Cook 氏、Berney Matsuno 氏へのインタビューから。こ
のインタビューは札幌市役所厚別区市民部総務企画課（当時）　早瀬京太氏の協力のもと、
2004 年 1 月 13 日に行った。
4） シアトル市はこれまでマッチング・ファンドによる助成を行ったプロジェクトをウェブ上
http://www.cityofseattle.net/neighborhoods/ マッチング・ファンド /database/ で公開して
いる。これをデータベース化することで、（マッチング・ファンドプロジェクトデータベース）
分析を行った。
5）シアトルにおける 1920 年代の近隣住区単位による市民参加について、「当時のコミュニ
ティセンターといえる場所では様々な市民による会合が行われ…市民たちは近隣住区組
織を設立し、近隣住区の発展と保全を助けた。」( 報告書：City of Seattle, Seattle Planning 
Commission, “Citizen Participation Evaluation Final Report” 2000.Mar, p.5) という状況があ
ったという記述がある。
6）1968 年に連邦政府により設立された制度。アーバンリニューアルの失敗をもとに「現存の
コミュニティのストラクチャーを再構築することに重きを置き….「市民参加」をプログラム
実行のための有効な手段として位置づけた」（文献 3、 p.244）プログラムであった。シアト
ル市はモデルシティの一つとして選ばれ、市民参加プログラムの設立が連邦政府から要求さ
れた。
7）当時のシアトル市の状況は、「当時の市長、Charles Royer について…多くの近隣住区が彼
がこの１０年の近隣住区ベースの市民参加を軽視した責任者であると非難した。この問題
の原因の一部は連邦政府からのブロックグランドが減少した結果であろう。」と示されてい
る。当時、近隣住区の活動家は、近隣住区ベースによる市民参加の減少に不満を持っていた。
(Conroy, Ned “Neighborhood Involvement in City Planning Focus on Seattle, Washington” , 
Master thesis, Department of Urban Design and Planning, University of Washington, 1990, 
p.89)
8）この時期に、市が近隣住区との関わりを縮小したことを象徴するものとして、「1970 年代
には近隣住区プログラムのために１６名のスタッフがおり、米国における近隣住区プログラ
ムのモデルであると褒め称えられていたが、１９８３年にはたった１名のアルバイト職員が
いるだけになった」(Conroy, Ned  1990, p.89) という事実がある。
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9）市のレポートの序文に、「数多くの市民から、「市は各近隣住区が抱える問題についてもっ
とすぐに反応するべきであるという意見が出た、市はダウンタウンにばかりフォーカスし過
ぎだという批判もあった。…これらの市民の問題意識が市長に対する提案に影響を与えた。」
( 報 告 書：City of Seattle, Planning Commission, "Neighborhood Planning and Assistance 
Recommendations", 1987.Nov, p.1) という一文がある。市民からの要求を受けて提案が作成
されたプロセスを表している。
10）” Planning Commission Recommendations on Neighborhood Planning and Assistance” と
いうタイトルのレポートが提出され、コミュニティ支援のプログラムの拡張等が提案された。
この中で、提案の一つとして、「近隣住区セルフ・ヘルプファンドの設立」が挙げられてお
り、コミュニティからの「マッチング」の可能性について触れている。（シアトル市長（当
時）Charles Royer と市議会へのプランニング委員会からの提案書：“Planning Commission 
Recommendation” ,1987.Jul, p.20-21）
11）報告書："Neighborhood Planning and Assistance Recommendations1987" 参照。
12） City of Seattle, Resolution 27709, 1987.Nov 参照
13）年度ごとの市民からのマッチングの総額、市からのマッチング・ファンドによる助成金額
はマッチング・ファンドプロジェクトデータベースにより算定。2003 年度のシアトル市の
予算はシアトル市ホームページ (http://www.cityofseattle.net/) 参照。
14）Los Angeles 市ホームページ (http://www.ci.la.ca.us/) 参照。
15）シアトル市の総合計画（Comprehensive Plan）はワシントン州が 1990 年に制定した成
長管理法 (Growth Management Act) によって、成長著しい郡と市に作成を義務づけたもの
であり、1994 年に制定された。総合計画は、無計画なスプロールを防ぐために、今後２０
年間に市が「どう成長していくか」を明らかにすることが目的であった。近隣住区プラン
（Neighborhood Plan）は、総合計画の一部であり、現在の近隣住区の枠組みの中で集中して
成長していくことを目的として、その中で各近隣住区の特性やニーズをどう生かしていくか、
を住民の意見を反映して作成したプランである。
16）近隣住区プランのエリアごとに、近隣住区プランを実現するためのプロジェクトの一覧表
が作成された。その表には、どの「プロジェクト」を「いつ」「誰が」やるか、「コスト」は
どれくらいかかるか、「優先順位」は高いか、といった項目があり、この一覧表はシアトル
市の計画書として、庁内関係部局の調整後、市議会で採択された。
17）Berney Matsuno 氏へのインタビューから（2004 年 1 月 31 日）
18）地区協議会のメンバーは各地区の NPO や PTA などのコミュニティグループの団体の代表
者の集まりで、全市協議会は各地区協議会の代表者の集まりとなっている。どちらも市の諮
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問機関としての働きを持つ。( シアトル市近隣住区局職員、Brent Cook 氏、Berney Matsuno
氏へのインタビューから )
19）1989 年から 2003 年の間で、計 1,872 のプロジェクトに助成を行ってきた。（マッチング・
ファンドプロジェクトデータベースから算定）
20）人種構成、所帯平均所得、平均年齢のデータは、U.S Census bureau、 United States Census 
2000(http://www.census.gov/) による。
21）各近隣住区の用途地域は、シアトル市 Department of Planning and Development(DPD) の
ゾーニングデータ（DPD GIS）参照 (http://www.seattle.gov/dpd/)
22）CDC とは、Community Development Corporation の略であり、「衰退し、荒廃するコミュ
ニティの再生を目的としてそのコミュニティの中で組織され、そのコミュニティの中心とな
って活動している市民主導の民間組織」（文献 2 p.38）を指す。
23） Inter*Im Community Development Association(ICDA) は 1969 年にインターナショナル 
District 再生を目的として創立された NPO であり、コミュニティガーデンの管理や低所得者
住宅の建設、地域再生のためのアドボケイト活動などを行っている。アジア・太平洋地域か
らの移民やその子孫へのサポートを行っている。( 文献 5 参照 )
24）中国系移民のビジネスマンであったダニー・ウー氏が ICDA に対して土地の利用権を寄付
した。（文献 5 参照）
25）ICDA のコミュニティ・プランナー、Tom Im 氏へのインタビューから。（2003 年 7 月 25 日）
26) 文献 4 参照
27)Groundswell Northwest とは、バラッド地域の NPO であり、主に環境問題について活動を
行っている。
28）「The Ave」グループのまとめ役である Patty Whisler 氏へのインタビューから。（2003 年
7 月 29 日）
29）地元の建築家である John Owen 氏（MAKERS architecture and urban design）へのイン
タビューから。（2003 年 6 月 18 日）　The Ave グループは彼らを雇い、1997 年には「The 
Ave Street Design Plan」を作成した。
30）University Heights Center for the community, “University Heights Center Building a sense 
of Neighborhood” 参照
31）ICDA がアジア・太平洋地域全般の出身者に対してのプロジェクトを行うことで、台湾の
出身者のためのコミュニティグループが反発した例もある。また、低所得者に対する住宅建
設を行うことで、ビジネスを呼び込みたい地元の商店主との溝が深まったということもある。
32）マッチング・ファンドプロジェクトデータベース参照（2004 年 3 月現在）
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３３）商業エリアについて、歴史的建造物保全と経済開発の両視点から地域活性化のために行
うアクションであり、上位組織として「ナショナル・トラスト」がそのネットワーキングと
支援を行っている。
３４）文献６参照
３５）文献７参照
３６）助成金額が一万米ドル（約１１８万円）以下の場合はマッチングを必要としない
３７） U.S. Census Bureau, Census 2000より。シアトル市全体での平均世帯年収は$45,736（約
５４０万円）であり、これら４地区は、市平均の約１／３程度の年収しかない。
３８）Census 2000 より、シアトル市全体での貧困レベルの割合は１１．８％であり、これら
の地区は貧困レベルの割合がこれより大きい。一番大きいエリアが、シアトル南東部地区の
一部であるコロンビア・シティであり、その割合は３２％である。
３９）シアトル市・経済開発局・上級コミュニティデベロップメント専門官・Rob Watt 氏
に対する 2005 年 7 月 6 日に行ったインタビューから、一組織あたり 25,000 米ドル（約
３００万円）を年間の事務経費として予算化しているとのことであった。
４０）BIA とは、地域の清掃や駐車場、安全などの課題解決を目的とした、小規模なエリアに
限定した相互協力のための組織であり、「ネットワーキング」を目的とした商工会議所とは
役割が異なる。
４１）SEPA とは、1971 年に施行された、ワシントン州全体の「基本となる環境法」（文献８）
であり、州全体に水質保全などの項目による環境影響評価が義務づけられている。
４２）Census2000 のセンサス調査地域 (Census Tract) のデータから。範囲の取り方によって
数値は微妙に異なるがここではセンサス調査地域をユニバーシティ地区の範囲とした。
４３）ユニバーシティ地区・商工会議所・エグゼグティブ・ディレクター・Teresa Hugel 氏に
対する２００３年６月２５日に行ったインタビューから
４４）２００３年６月３０日に行ったユニバーシティ商店街のビジネス・オーナーであるＰ氏
に対するインタビューの中で、氏は認知度の低さという課題と、その課題に対する空き店舗
を利用したスタジオの宣伝効果について言及していた。実際にも建築学科の学生のスタジオ
について、地元の Seattle Post-Intelligence 紙などの新聞記事などで数多く取り上げられた。
( 文献９）図４にもあるように、ファサード面に現状のファサードを繋げた図を展示し、歩
行者の注目を集めた。
４５）Ｐ氏に対するインタビューから
４６）２００３年６月２３日に行った、シアトル市・経済開発局・部長である Steve Johnson 
氏へのインタビューから
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づくり、風土社、1997
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第四章　イングランド・ニューキャッスル市における「まちづくり支援システム」
の運用実態の解明
４−１　研究の背景
イギリスの中央政府はこれまでも「都市再生」を目指し、様々なメニューを仕掛けて
きた。そのなかで、特にコミュニティ指向型である補助メニューが「ニュー・ディール・
フォー・コミュニティズ」（New Deal for Communities) である。ニューキャッスルに
おけるニュー・ディール・フォー・コミュニティズは第一回目の応募機会の際に認められ、
約 113 億円（£54,900,000）が１０年間のプログラムに対して投入されている。
この補助金の獲得により、市が経理監督となる独立した組織である「ニュ ・ーディール・
フォー・コミュニティズ」が設立された。事業は健康や教育など分野に分かれているが、
「コミュニティ」に対する事業の一つとして、住民が自由に応募できる提案型まちづくり
助成制度である「コミュニティチェスト（Community Chest）」が設けられた。ニュー・
ディール・フォー・コミュニティズによる、この提案型まちづくり助成制度は、中央政
府の補助メニューの中でも、コミュニティ自身の手による選択型地域改善の余地を残し
たものである。
中央政府の補助メニューであるニュー・ディール・フォー・コミュニティとは対照的
に、地域による補助メニューとして、「ワード・サブ・コミッティズ・ファンド」（Ward 
Sub-committees Fund) がある。ニューキャッスル市は２６の選挙区に分かれており、
各区がそれぞれに分配された地域指向型の提案型まちづくり助成制度であるサブ・コミッ
ティズ・ファンドを持つ。これは地域住民にとって気軽に応募できる助成金であること
から、これまで一件ずつの額は低いが、数多くの助成を行っている。
これまでニュー・ディール・フォー・コミュニティズについては、その制度の国レベ
ルから見た枠組みや国による補助金制度の変遷の一部としての研究は行われてきたが、
そこからコミュニティが実際にまちづくり事業としてその使用用途を選び取る仕組みと、
その方法の一つである提案型まちづくり助成制度についての研究は無かった。
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また、イングランドに関する研究は中央集権的な補助メニューの変遷についての研究
が多く、グラスルーツの動きに関してはソーシャルエンタープライズなどの民間主導に
よる地域改善の研究は行われてきたが、本研究で取り上げる「サブ・コミッティズ・ファ
ンド」のように市レベルが主導し、さらに分権型として地域に「ローカライズ」された
まちづくりに対する資金的支援についての研究は例がない。
本研究では、これまで枠組みとして語られてきたイングランドのまちづくりに対する
資金的支援を、地域からの視点で運用実態を解明する。
145
第四章　イングランド・ニューキャッスル市における
「まちづくり支援システム」運用実態の解明
４−２　本章の研究対象と目的
本章ではニューキャッスル市を研究対象地域として、イングランドにおける提案型ま
ちづくり助成制度の運用実態を解明する。
イングランドのまちづくりに対する資金的支援の特性は、指標に基づいた「エリア特定型」
であり、特に貧困エリアへの助成が核となっている。
そこで本研究では、イングランドのまちづくり支援の核となる「貧困エリア」として位置
づけられているニュー・ディール・フォー・コミュニティズエリアとそのエリアの一部を占
める区であるエルスウィック区（ElswickWard) におけるワード・サブ・コミッティズ・ファ
ンドを研究対象地域とする。
イングランドにおける典型的なまちづくり支援地域である本研究対象地域において、住民
が自らの地域改善を行う上での資金源としての提案型まちづくり助成制度運用実態を解明す
ることで、イングランドのまちづくりの資金的支援の特徴を明らかにすることを目的とする。
146
第四章　イングランド・ニューキャッスル市における
「まちづくり支援システム」運用実態の解明
４−３　ニューキャッスル市におけるコミュニティに対する資金的支援の全体像
図４－ 1 にニューキャッスル市における地域への資金的支援とその原資の提供先を示
した 1）。これらから、ニューキャッスル市におけるコミュニティ組織への資金的支援の
特徴としてＥＵ，中央政府、市一般会計の３つのレベルからの補助金が地域への資金的
支援として注入されていることが分かる。
４−３−１　ＥＵからの補助金
１）地域開発ファンド
まずＥＵからの補助金として、地域開発ファンド (Europian Regional Development 
Fund) がある。これは補助金の目的別に分かれており、ニューキャッスル市に投入され
ている補助金は「目的２」（Objective2) である。これは何かしらの「社会構造的難しさ」
を持つエリアに対する補助金として、「開発の遅れた地域」に対する補助金プログラムで
あり、2）「目的１」（Objective1）に続く額の補助金が支給される補助金である。
「目的１」は主に東ヨーロッパやスペイン、ギリシャなどの地域に対する補助金であり、
イングランドで最も多いのが「目的２」の補助金を受けているエリアであり、かなり広
い地域が対象となっているが、その内の一つとして、ニューキャッスル市を含む「North 
East」エリアにも支給されている。金額が大きいため、コミュニティ組織への補助金額
も一件当たりの額が大きい。
ニューキャッスル市におけるコミュニティによる地域開発ファンドの用途として、例
えば「プレイセンターの使用者組織」による新しい「プレイセンター」の設計と建設費
用に対する補助金に用いられている例がある。３）
２）社会的包括ファンド
もう一つの地域に対する資金的支援に関わるＥＵからの補助金として、社会的包括ファ
ンド（Social Inclusion Fund）がある。これは主に社会的な目的で用いられており、若
者に対する対策などにコミュニティ組織では主に用いられている。
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４−３−２　中央政府からの補助金
ニューキャッスル市における地域への資金的支援で、ニュ ・ーディール・フォ ・ーコミュ
ニティズのように中央政府からの補助と結びついている支援は、特定の課題を解決する
性質のものが多い。
中央政府の補助メニューを得るために、地方政府は中央政府が「ターゲット」とする
目的に沿った事業計画を作成することから、コミュニティに対する支援は「ターゲット」
に従って行われる。
資料から、２００４年から２００５年の一年間で地域への資金的支援として投入され
た補助金の中で、ニュー・ディール・フォー・コミュニティズ以外では１）近隣住区再
生ファンド（Neighbourhood Renewal Fund) と２）「変化への準備」（Preparing for 
Change）がある。
１）近隣住区再生ファンド
８８の「荒廃エリア」に対する補助金であり、ニューキャッスル市もそのうちの一つ
である。「荒廃」に対しての取り組み活動に対して補助が行われている。ニューキャッス
ル市でも、若者への教育やボランタリー組織の運営費用など、ソフト的なプロジェクト
に助成されている。
２）「変化への準備」
単一都市再生予算第６順目（Single Regeneration Budget rounds6 ) による補助金で
あり、６年間の計画で行われている補助金である。
目的として「Going for Growth - Preparing for Change, Newcastle」と題し、人口
増加と国際的に重要性の増す都市への変革を目指す計画に補助金が出されている。コミュ
ニティに対する補助金としては、ニューキャッスル市では運営費用や職能訓練など、雇
用の創出につながる目的で使用された例が多い。
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４−３−３　市による補助金
市レベルから出す補助金は監督する部局（directorete）によって次の三種類に分類さ
れる。４）
１）都市再生 (Regeneration)
「 芸 術 事 業（Arts Development)」、「 ホ ー ム レ ス へ の 住 宅 斡 旋（Housing 
Homelessness)」 及 び「 公 園 コ ミ ュ ニ テ ィ フ ァ ン ド（New Castle Great Park 
Community Fund)」など、雇用創出や住宅、及び地域改善に関するコミュニティへの提
案型まちづくり助成制度がこれに分類されている。研究対象とする「ニュー・ディール・
フォー・コミュニティズ・チェスト」も都市再生部門の監督の下にある。
この類型の中で特にユニークな制度として、イギリスにおける大規模なコミュニティ
に対する提案型まちづくり助成制度である「ナショナル・ロッタリー・ファンド」への
申請を「行うための」ファンド（Funding Development Budget) がある。これは申請
書作成のための費用を補助するファンドであり、市の助成制度をてことして、コミュニ
ティにさらなる民間資金を取り入れようとしている。
２）近隣住区サービス (Neighbourhood Services)
この中には「若者のためのサービス（Play and Youth Service)」、「コミュニティのお
祭り（Community Festivals)」、及び「レジャー施設（Leisure LInk)」など、近隣住区
に関する課題を解決するための提案型まちづくり助成制度がある。
研究対象事例とする「ワードサブ・コミッティズ・ファンド」もこの分類の中のひと
つである。これは区ごとの助成金である。その金額も区毎に異なり、貧困エリアには手
厚く行っている。
分配金額を決める基準としては人口数にあわせた助成が４０％、貧困度合いによる金
額が４０％を占めており、例えば最も多くの予算配分を受けている Elswick 区は、市内
で貧困２位のレベルである。
３）社会事業（Social Service)
この分類の中では、「社会事業（Social Service)」や「精神的疾患（Mental Illness 
Specific)」などがある。
これらはいずれも提案型まちづくり助成制度である。ニューキャッスル市で様々なコ
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図４-1　ニューキャッスル市における地域への資金的支援（2004-2005）と原資元
出典：ニューキャッスル市・コミュニティ・ボランタリーセクター支援部提供資料
” Summary of Grant Aid by Regime 2004-2005” から作成
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ミュニティ組織が多様な役割を果たしており、大きな一つの助成制度があらゆるプロジェ
クトに助成を行うのではなく、個別テーマ、もしくは地理的範囲に限定した助成を行っ
ている。
これらの３つのレベルの補助金を総合して見ると、ＥＵ・中央政府においては「構造
的課題地域 (Region)」、中央政府では荒廃した地域（City など）」、中央政府・市では「貧
困エリア（Area)」と、それぞれのレベルにあわせた範囲での貧困地域の設定を行ってい
る。
資金的支援は「貧困・荒廃などの課題に対する補助」に集中している。
ニューキャッスル市の中でもニュー・ディール・フォー・コミュニティズ・エリアで
ある市西部は、これまでにも多くの補助金がつぎ込まれてきた。その総額は「１９７９
年から２０００年の間に投下した５億ポンド」にのぼったが、それらの「結果は決して
満足できるものではなかった」５）これらの補助金があまり効果がなかったことは、現在
も「貧困エリア」として資金が投入されていることが示している。
効果があまりなかった原因の一つとして、「貧困のサイクル」を断ち切る方法の認識不
足があった。ニュー・ディール・フォー・コミュニティズは、コミュニティを直接関与
させる点で、これまでの補助金とは異なるアプローチによって、「貧困サイクルを断ち切
ること」６）を目指している。
以上のような特徴の通り、イングランド全体及びニューキャッスル市では特定の課題
を解決するための資金的支援が中心であり、結果として「貧困エリアに対する補助」が
地域に対する資金的支援として核となっている。本章の研究対象事例においては貧困エ
リアにおける助成の運用実態を示す事例であり、イングランドのまちづくり提案型助成
の傾向と合致している。
次節からは各研究対象事例の運用実態を解明する。
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４−４　ニュー・ディール・フォー・コミュニティズエリアにおける提案型まち
づくり助成制度
４−４−１　「ニュー・ディール・フォー・コミュニティズ」の概要
イングランドにおける中央政府によるまちづくりへの資金的支援制度は統合と変化を
繰り返している。その中でニュー・ディール・フォー・コミュニティズは、都市再生と
称した大規模開発を行うための補助金とは異なり、コミュニティグループが主体となっ
て補助金の用途を決定し、地域運営を行うという、「コミュニティ指向型」の補助金であ
る。この補助金の特徴は、「より長期、より社会的、よりコミュニティ中心」７）という
点である。
「長期」と言われるのは、ニュー・ディール・フォー・コミュニティズは１０年間
補助金を継続的に供給するからである。補助元となる官庁は Office of Deputy Prime 
Minister の中の「近隣住区再生ユニット（Neighbourhood renewal Unit）」であり、都
市再生関連のプログラムを管轄する部局である。ニュ ・ーディール・フォ ・ーコミュニティ
ズは特に次のような改善目標項目を定め、貧困エリアの改善を目指すものである。8）
• 仕事の見通しの暗さ（poor job prospects）
• 高い犯罪率（high levels of crime）
• 学業成果の低さ（educational under-achievement）
• 健康障害（poor health）
• 住宅環境の悪さ、及び物理的周辺環境の悪さ
                       （problems with housing and the physical environment.）
1998 年目に第一回目の補助対象が１７都市選ばれ、ニューキャッスル市はその一つ
であった。また、第二回目の補助対象については２２都市選ばれ、計３９都市がニュー・
ディール・フォー・コミュニティズの補助対象地域となっている。
ニューキャッスルにおけるニュー・ディール・フォー・コミュニティはテーマ別に、「コ
ミュニティ」「犯罪とコミュニティの安全」「教育」「健康」「住宅と環境」「就業とビジネス」
９）のチームに分かれて活動を行っている。
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４−４−２　研究対象地域概要
本研究の研究対象地域であるニューキャッスル市のニュー・ディール・フォー・コミュ
ニティズエリアを図４－ 2 に示す。
このエリアは総称で「ウェスト・エンド（West End）」と呼ばれており、４つの選挙
区（ワード）が合わさったエリアである。ニュー・ディール・フォー・コミュニティズ
エリアの境界線は各区の境界線とは全く一致しない。この境界線は、行政区域とは無関
係に「悪い場所」を特定した結果である１０）
このエリアは都市再生によって再開発が進む都心部に隣接しているが、低利用地が多
く、低層の集合住宅と公営団地が立ち並ぶ地区である。少数民族が１／４以上を占めて
おり、特にバングラディシュからの移民が多い。また、失業率は非常に高く、イングラ
タイン川
ニュー・ディール・フォー
・コミュニティズ
エリア
市議会多数派
政党
エリア範囲
エリア人口
労働者人口
少数民族の割合
失業率
「低所得」世帯
持ち家率
公営住宅入居率
民間賃貸住宅
入居率
指標
労働党
２．３平方キロメートル
約１万２千人
約８千人
２８％（ＵＫ全体では８％）
23.7％（イングランド全体では9.1％）
37.8％（イングランド全体では13.3％）
12％（イングランド全体では70％）
62％（イングランド全体では20％）
24％（イングランド全体では10％）
出典：地図：New deal for communities webpage から作成。表：参考文献 4-1 から作成
図４-2　ニュー・ディール・フォー・コミュニティズエリアの概要
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ンド全体平均の２. ５倍程度での失業率を持つ。（図４－３）持ち家に住む率も少なく、
公営住宅に入居している住民が半分以上を占めている。
ニューキャッスル市はこのエリアの荒廃を解決するため、１９７０年代に公営住宅の
建設などを行った。また、市の都市再生計画 (Going for Growth）で位置づけたように、
開発を進めたい市と、住宅の解体を恐れて開発を望まないコミュニティの間での軋轢が
深まっている１１）
前述の通り、「Going for Growth」は近隣住区再生ファンドによって補助されている
ものである。同様に中央政府からの補助金を受けているニュー・ディール・フォー・コ
ミュニティズのエリア住民と、近隣住区再生ファンドで進める事業が対立している構図
がある。これはイングランドの中央政府の資金配分をベースとした中央集権の強さから、
それぞれの補助メニューのターゲットに従い事業を進めている中で、地域でまちづくり
を行う補助メニューやプレイヤー同士の連携が取れていないことを示している。
本研究では、このニュー・ディール・フォー・コミュニティズエリアを研究対象地域
とし、その中でニュー・ディール・フォー・コミュニティズの一部として行われている
まちづくりの提案型まちづくり助成制度であるコミュニティ・チェストについて運用実
態を解明する。
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４−４−３　ニュー・ディール・フォー・コミュニティズ・チェストの運用実態
ニュー・ディール・フォー・コミュニティズ・チェストの概要を次に示す。
１）目的
応募要項に公式に記されているコミュニティチェストの目的は次の通りである。１２）
１．教育や訓練の促進　
２．安全の向上　
３．人種差別やマイノリティグループへの差別問題への取り組み　
４．エリアのイメージ改善　
５．コミュニティの資源構築　
６．健康増進
公的には目的はこのように記されているが、これらの目的はニュ ・ーディール・フォ ・ー
コミュニティズのイニシアティブで行われているものと重なっており、コミュニティチェ
ストの実際の目的は小さなコミュニティの取り組みを支援することである。
２）対象
対象となるプロジェクトは、ニュー・ディール・フォー・コミュニティズエリアに利益を与
えるプロジェクトであり、ニュー・ディール・フォー・コミュニティズの戦略に合致するもの
である。
対象となるのは明文化された規律と運営理事会、及び銀行口座を持ち、個人でなく団体でな
くてはならない。純粋に宗教目的のみのプロジェクトも不可である。
特にこのエリアで活動している団体を優先するとしているが、「このエリアに利益を与える
プロジェクト」に限るという条件で実際はエリア外の団体の応募もあり、助成を受けている。
３）金額
金額は最高額が約２００万円（£10,000）最低額が約５万円（£250）となっている。
４）助成決定のプロセス
決定はパネル（the Community Chest panel) に一任されている。
パネルは地元代表の住民から成り立っており、毎月一回のパネルの開催によって決定
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されている。審査の公平性を保つために、全てのパネルメンバーは自分の「興味」を明
らかにし、自分の「興味」に合致する助成の申込みがあった場合、その話し合いの場か
らは席を外すことになっている。１３）
ニュー・ディール・フォー・コミュニティズのコミュニティチームのスタッフは、パ
ネルの話し合いの場にはアドバイザーとして参加している。
５）特徴
コミュニティ・チェストの特徴は大きく次の二つがある。
第一に、ニュー・ディール・フォー・コミュニティズの意志決定のメカニズムの一部
として位置づけられていることである。
また第二の特徴として、メカニズムの一部であることから、当然のこととしてニュー・
ディール・フォー・コミュニティズの「ターゲット」に沿ったプロジェクトが期待され
ているプログラムであるということである。
５）−１　意志決定メカニズムとの関係
まずは第一の特徴だが、コミュニティチェストの決定のプロセスは前掲の通りである。
この助成決定のプロセスはニュー・ディール・フォー・コミュニティズ本体の意志決
定プロセスの一部としての位置づけである。図４－３に、ニュー・ディール・フォー・
コミュニティズにおける活動の方向決定のための本体の意志決定メカニズムと、その中
でのコミュニティチェスト助成決定プロセスの位置づけを示す。
ニュー・ディール・フォー・コミュニティズ本体の意志決定の特徴は、選挙による理
事会構成員の選出と、その下に付随する住民意志の吸収メカニズムである。
ニュ ・ーディール・フォ ・ーコミュニティズは意志決定機関としての「理事会（Board）」
を持ち、その住民代表は各区から３名ずつ、合計１２名が選ばれる。その理事会の下に
フォーカスグループとして、教育や健康など、各テーマを集中して協議する場がある。
この場にはプロフェッショナルと、理事会の選ばれた住民代表が参加する。そのさらに
下に少人数のワーキンググループを持ち、ワーキンググループが住民の要望をワーク
ショップやアンケートなどの手法を用いて吸い上げることによって、住民参加によるニー
ズの吸い上げを行い、コミュニティ自らが活動内容を決定するメカニズムが組み立てら
れている。
この主流の意志決定メカニズムの中では、プロジェクトを行う際にはそのフィージビ
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図４-３　　ＮＤＣの意志決定メカニズム
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リティスタディとして「評価（Appraisal）」の作成が義務づけられる。これはニュー・
ディール・フォー・コミュニティズに雇用された専門家がデータや上位計画との整合性
などのチェックを行い、事業計画として作成する。
一方、コミュニティチェストは「評価」を作成する必要はなく、ニュー・ディール・
フォー・コミュニティズ全体の中では金額的に非常に小さい位置づけであり、現在まで
に助成された総額は６年間で約９０００万円であった。１４）また、その決定プロセスを
行うパネルも、選ばれた住民代表である理事会の代表がパネルの中心メンバーであるこ
とから、助成決定における代表性が明確である。
５）−２　ニュー・ディール・フォー・コミュニティズ本体のターゲットとの
関係
次に第二の特徴だが、ニュー・ディール・フォー・コミュニティズの意志決定の一部
として位置づけられているからこそ、そのターゲットに沿ったプロジェクトが行われる
ことが期待されている。ニュー・ディール・フォー・コミュニティズが外注して行った
プログラムの評価１５）においても、どのターゲットがどれだけ達成されたかという軸で
評価されている。
５）−３　アウトリーチの方法
また、アウトリーチの仕組みとしては、ワーキンググループやそれを助ける専門家と
して、「コミュニティ再生チーム（Community Regeneration Team）」がいる。
主にアウトリーチは各地域に入り、バーベキューやお祭り（Fun Day）などのイベン
トを行うことで、気軽に話してもらい、専門家達も会話を通して住民のニーズを知るこ
とができる。
５）−４　成熟段階にあわせた助成メニューの不在
ニュー・ディール・フォー・コミュニティズは、「貧困エリア」に対する助成である。
貧困エリアはコミュニティ活動も比較的貧弱なものであり、その意味ではニュー・
ディール・フォー・コミュニティズ自体が今まで活動が活発でなかった「初動期」に対
する助成であると言える。１６）そのためか、アメリカや日本で見られたような、成熟度
別の助成システムは存在しない。
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６）　運用実態
図４－４に、実際にコミュニティ・チェストがどのように使われたかを示した。
ここでは代表的な事例として、記録がデータベース化されている２００１年から
２００５年の間で五回以上コミュニティ・チェストから助成を受け、かつ、今までに受
けた助成のトータル額が日本円で１００万円以上（１ポンド＝２０５円で計算）の組織
による活用の事例を示した。
運用実態から明らかになった実態として、次のようなことが挙げられる。
第一に、運用組織の偏りがあることである。
今までコミュニティ・チェストを受けた団体の中で、２回以上助成を受けている団体
に対する助成が約７４％と、約３／４を占めている。最も数多く助成を受けていたのが、
図４－４にも示したように「ライ・ヒル住民組織」であった。2001 年から現在までに
受けた総額も、690 万円となっている。
組織として異質だったのが「オアシス・カフェ」である。これは、地域のためのショッ
ピングセンターである「クルダス・パーク・ショッピングセンター」のテナントの一つ
であるが、高齢者の居場所となっているこのコミュニティ・カフェが、「高齢者プロジェ
クト」として助成を受け、旅行やパーティーなどのソーシャルイベントを行った。この
組織も度々助成を受け、総額で 103 万円の助成を受けている。
第二に、公金投入にふさわしいか疑問が残るプロジェクトが大半を占めていることで
ある。
図４－４からも分かるように、最も目立つのは地域やコミュニティ内での「旅行」に
対する費用への助成である。これは「コミュニティ構築」のためであるという意見もあ
るが、福祉的「ばらまき」とも言える。
この「用途の不適切さ」は、ニュー・ディール・フォー・コミュニティズ自身が外部
委託して行った評価の中でも「幾つかの申請されたプロジェクトについては、評価プロ
セスについて疑問が上がっている。特に、これまでに申請を認められた社交のための、
リクレーションのプロジェクトについて考慮する声があがっている。」１７）として、課題
であると指摘されている。
第三に、もう一つの「福祉的」な一面として、マイノリティや女性に対する支援が多い。
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第四に、運用実態から見えるコミュニティ・チェストの位置づけであるが、これらの
コミュニティ・チェストによるプロジェクトは少額で、自ら用途を決定できることから、
この助成の決定プロセスは本流の意志決定メカニズムを補助する関係にある。
大規模プロジェクトを行いたい場合は本流の流れから中心に要望を上げているが、小
規模なプロジェクトの場合はコミュニティチェストを活用している。前述した住民参加
のメカニズムは、強固に構築されているが、実際には期待していた役割が果たされてい
るかと言うとそうではなく、ワークショップなどはそう頻繁には行われない。結局の所、
ニュー・ディール・フォー・コミュニティズの中枢にいる人間が把握している「ニーズ
がある住民」に対してピンポイントでアプローチすることの方が多い。
そういった状況の中、なかなか上がってこないニーズを知らせる意味でも、ニュー・
ディール・フォー・コミュニティズとの繋がりを構築する意味でも、小規模のプロジェ
クトを行う、という役割以外の補助的役割も果たしている。
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ショッピングセンター
(Cruddas Park
Shopping Centre)
オアシス・カフェ
ウェストゲイト・バプチスト
教会
オアシス・カフェ 高齢者プロジェクト
2003 旅費 26万円
記念祭祝賀会 11万円
2004 ゲーム機材 13万円
クリスマスパーティー 6.5万円
2005 年金生活者夏の旅行 9万円
ウィットビー旅行 18万円
リーズ旅行とクリスマスパーテ
ィー 21万円
2006 ヨーク旅行 12万円
クリスマスイベント14万円
これまでの総額 約103万円
ライ・ヒル 住民組織
(Rye Hill Tenants Association)
2001 エジンバラ旅費 6万円
2002 家具設置 20万円
2003 記念祭祝賀 41万円
美術館への旅行 12万円
2004 アート＆クラフトプロジェクト
195万円
週末の活動プラン 44万円
子供サッカークラブ 43万円
住民イベント 41万円
青年会議 27万円
クリスマスの活動と、２台のミ
シン購入 20万円
2005 アート＆クラフトプロジェクト
91万円
子供サッカークラブ費用とその
家族の旅行 28万円
クリスマス活動 23万円
若者のクリスマス活動 19万円
旅費、及び公園開設祝賀15万円
旅費追加 6万円
2006 新たなコミュニティアパートの
改修 41万円
若者の夏の屋外活動15万円
これまでの総額 約690万円
ライ・ヒルエリア
アジア女性組織
(Roshni Asian Women's Association)
2003 アラブ人女性のコンピューター
コースへの通訳者費用 65万円
バングラディシュ独立戦争に基
づいた若者による劇 6万円
2004 年配女性の研修旅行 102万円
コミュニティバーベキュー
61万円
若い女性への活動補助 51万円
各宗教のお祭り 41万円
2005 コミュニティバーベキュー
102万円
2006 コミュニティバーベキュー
31万円
これまでの総額 約460万円
ハブ(The Hub)
2003 マイノリティへの英語教室
43万円
2004 マイノリティへの英語教室
102万円
家族のためのイベント 120万円
2005 家族のためのイベント 177万円
教会ホールの床改修 44万円
2006 クリスマスパーティー 8万円
これまでの総額 約227万円
ペアレンツ・センター
(Ashfield Parents Centre)
2001 コンピューターとシャッターの
設置 72万円
2002 コンピューター周辺機材購入
41万円
2003 芸術・文化事業 51万円
記念祭祝賀会 35万円
美術館への旅行 27万円
2005 旅行費用 32万円
2006 美術館への旅行 15万円
これまでの総額 約274万円
マーザー・ウェーバリー住民組織
(MatherWaverley TenantsAssociation)
2005 公共責任保険料 8万円
リーズへの旅費 7.7万円
クリスマス活動 20万円
2006 夏の屋外活動 12万円
コミュニティガーデンの建設
62万円
これまでの総額 約109万円
エルスウィック・ガールズ・プロジェクト
(ElswickGirls Project)
2001 女性劇団のワークショップ
10万円
少女アートグループの劇活動
31万円
2002 カウンセリング事業 115万円
能力・組織構築 47万円
５０代以上のための太極拳とア
ート教室 13万円
これまでの総額 約216万円
ベンティンック 住民組織 (Bentinck
Tenants and Residents Association)
2001 家具・機材設置 41万円
2002 エジンバラ動物園旅行 19万円
2003 母国語教育クラス 25万円
エジンバラの助成団体との交流
と少女団体の運営費用 10万円
2005 旅行費用 31万円
2006 夏の屋外活動 15万円
床貼りと室内装飾 51万円
これまでの総額 約1 万円
タイン川
92
ベンティンック
エリア
ウェー
マーザー・エ
バリー・
リア
図４-４　ニュー・ディール・フォー・コミュニティズチェストによる地域改善事例
出典：ニューキャッスル市・コミュニティ・ボランタリーセクター支援部提供データベース
” Newcastle City CouncilGrant Aid to Voluntary and Community Sector Organisations” から作成
161
第四章　イングランド・ニューキャッスル市における
「まちづくり支援システム」運用実態の解明
７）小結
ニュー・ディール・フォー・コミュニティズ・チェストの運用実態の解明は、住民ガ
バナンスのメカニズムにおける理想と現実の二つの「乖離」を明らかにした。
第一の「乖離」として、住民参加のニュー・ディール・フォー・コミュニティズ意志
決定システムの理想との乖離がある。
住民参加のメカニズムが意思決定メカニズムと結びつき、堅く構築されているが、そ
のメカニズムが実際にはそれほど機能していない。そのため、コミュニティチェストは
住民参加メカニズムの至らない部分を補助する意味でも有効ではある。ただし実際には
本流の意志決定プロセスにアプローチできるような特定の団体も用いているため、助成
の分配において偏りがある。
第二の「乖離」として、住民がコミュニティ・チェストを用いて行うプロジェクトの
質の理想との乖離である。
コミュニティ・チェストはターゲットに従ったプロジェクトに対する助成としている。
広義ではターゲットに沿った助成であると言えるものもあるが、狭義で言えば「旅費」
などはコミュニティ構築に結びつくものであるとしても、公金を投入する上で疑問に残
る。しかし、この理想との乖離は、貧困エリアの弱い「コミュニティ」を力づける、また、
移民が多く、異なるバックグラウンドをもったコミュニティ同士の対立を防ぐ意味では
コミュニティに「接着力」を持たせる点で効果がある。このようなプロジェクトが数多
く受け入れられていることから、ニュー・ディール・フォー・コミュニティズの目的も、
コミュニティ・チェストも、「福祉的」な色が強いと言える。
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４−５　ワード・サブ・コミッティズ・ファンド
４−５−１　ワード・サブ・コミッティズ・ファンドの概要
ワード・サブ・コミッティズ・ファンドは、ニューキャッスル市全体の市民によるガ
バナンスのメカニズムの一部として位置づけられている。
ここではまず複層的な「ガバナンス」のメカニズムを整理し、その歴史を明らかにし
た上でファンドの位置づけを分析する。
１）ニューキャッスルのガバナンスの特徴
まず、ニューキャッスルのガバナンスの特徴だが、それは地域で集まり、課題を話し
合う場が複層的に存在しているところである。
「地域での集まり」のキーとなる役割を果たしているのは「ワードコミッティズ」と「エ
リアコミッティズ」の二種類のガバナンスシステムである。図 4-5 にそれらを含んだ、
市全体のガバナンスメカニズムを示す。
まず、「区（Ward）」が地域を分ける境界線となっている。ニューキャッスルは選挙区
によって２６の区に分かれている。各区がそれぞれ３名ずつの議員（Councillors）を選
出しており、議会は地域代表を送り込む場という色合いが強く、地域密着型の代表である。
区にはそれぞれ議員が出席する月に一度の「ワードコミッティズ」（Ward Committees）
があり、そこで地域の課題が共有され、話し合われる。
さらに２００１年に正式にスタートした「エリアコミッティズ（Area Committees）は、
幾つかの区が集まった「エリア」の委員会であり、この会にも議員が出席し、地元コミュ
ニティ代表とともに、区レベルよりもさらに広域レベルについての話し合いを行う。
この中で、ワードコミッティズは最も身近な話し合いの場であり、各区に一人づつ、
地域の話し合いのコーディネートを行う「ワード・コーディネーター」が存在し、コミッ
ティの予算管理や広報、活動管理やエージェンシー同士をつなぐコーディネーターの役
割などを行っている。また、コーディネーターはコミュニティ参加を促進する役割も担っ
ている。
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２）ワード・サブ・コミッティズ・ファンドの歴史
ワード・サブ・コミッティズ・ファンドの歴史について、エルスウィックのワード・コー
ディネーターの Heather Docherty に対するインタビューから、次のような歴史がある
ことが分かった。
もともとは１２の区から始まり、（ファンド用の）補助金が配分されていた。それらのエリアは他
のエリアより荒廃したエリアであると位置づけられており、「優先して活動を起こすチーム（Priority 
Action Team)」とされていた。それが１９７６年のことである。その後、９０年代に他の地域にも
ファンドが配分されたが、それらはより小さな予算金額であった。しかし２００４年にニューキャ
ッスル市の境界線が変わり、その後は一定の公式に従って配分を定めた。コアとなる分が２０％、
人口による配分が４０％、そして貧困度合いが４０％である。この「貧困度合い」は、他のエリア
より未だに荒廃しているエリアのことである。
（Elswick Ward Coordinator, Heather Docherty へのインタビューより。筆者訳）
このように、現在ではワード・サブ・コミッティズ・ファンドは、この「ワード・コミッ
ティズ」一体の関係にあるが、その始まりは貧困エリア限定の補助金であったことが分
かる。
現在でも、貧困エリアに手厚く予算が配分されている。
164
第四章　イングランド・ニューキャッスル市における
「まちづくり支援システム」運用実態の解明
４−５−２　研究対象地域概要
本研究では、最もワードコミッティズファンドの予算割り当て額が多い「エルスウィッ
ク（Elswick）」区を研究対象地区とする。この区から選ばれた議員は３名とも労働党
であり、2004 年に市が行った「複層的貧困の指標（Index of Multiple Deprivation 
2004) によると、市で２番目に貧困度が高い地域とされている。１８）
４−５−３　ワード・サブ・コミッティズ・ファンドの運用実態
１）目的
各ワードのプライオリティを満たすことであり、社会的排除性を無くし、コミュニティ
の吸着性を高めることであると目的としては示されているが１９）、実際は確固たる判断基
準は設定されておらず、各区の判断によってかなり自由な用途で使用されている。
２）対象
各ワードのプライオリティに合致することが必要条件であり、応募できる組織は組織
運営が明文化されており、委員会や銀行口座を持つ組織で、個人や営利団体の応募は不
可としている。
３）金額
平均３００ポンド（６万円）となっているが、助成に上限や下限が無い。特に下限が
ないことで、少ない助成を行う事に対する事務経費の発生という不効率が起きており、
現在その金額に制限を加えるように制度の見直しを行っている。２０）
４）決定方法
ワードコミッティの会合で助成対象が決定される。そのメンバーの中心となるのは３
名の区選出議員である。（Councillor）また、コミュニティグループの代表も常に出席し
ている。
基本的には住民は誰でも会合に参加して良いことになっている。ただ、助成対象に対
して最終的な決断を下すのは区選出議員である。３名中２名が賛成する必要がある。
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コミュニティ
コミュニティ
組織
キャビネット
（内閣）
議会
コミュニティ
フォーラム
ワード
コミッティズ
ワード
コミッティズファンド
エリア
コミッティズ
エリアフォーラム・都市再生パートナーシップ
その他委員会など
ニューキャッスルパートナー
シップ
都市再生プラン
コミュニティ戦略
２６のワードコミッティズ
６つのエリアコミッティズ
図4-5　ニューキャッスル市のガバナンス・メカニズム
参考文献４－１より、筆者訳の上加筆
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５）特徴
このファンドは、低額で、自由な用途、また、決定が早いことから、小さなコミュニティ
グループに人気がある。このファンドの特徴は、ニューキャッスル市のガバナンスのメ
カニズムと連動していることである。
「ローカライズ」されたサービスを行えることから、決定も早く、助成対象の顔も見え
やすい。
また、なるべく広い範囲への助成を行うために、助成額を減らして助成することが多
く、大体は 20 － 25% は額を減らして助成する。２１）
６）　運用実態
昨年度だけでこの小さいエリアの中で約５０の申込みがあり、応募者不足が課題となっ
ている日本とは大きな違いがある。これは小さな額の応募ができ、「ワードコミッティズ」
という身近な場所で助成の決定が行われているところから、超地元密着型で決定も早く、
使い勝手が良いことが背景にあるだろう。
代表的なファンドの利用事例を図４－６に示す。ここでは、記録がデータベース化
されている２００１年から２００５年までの間で、５回以上助成を受け、その総額が
５０万円を超える助成を受けた団体が助成金をどのようなプロジェクトに用いたかを示
している。
７）課題
ワード・サブ・コミッティズ・ファンドの運用実態から次のような課題が明らかになっ
た。
第一に、使いやすさは良い点だが、明確な判断基準のない自由度の高さから、公金使
用にはあまり適切とは言えないプロジェクトが多いことである。議員による最終判断が
行われることから「代表性」は満たしているが、公金を使用するには疑問があるような
助成が行われていることがある。
これはニュー・ディール・フォー・コミュニティズチェストでも同様の課題があった
が、このファンドも貧困度に合わせて予算配分するなど、やはり提案型助成に「福祉的」
な要素が含まれていることが背景にあるのではないだろうか。
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第二に、少ない金額を複数の区で同じテーマに対してもらっている組織があることが
ある。例えば「Mela」は市全体のお祭りであり、他の区でも「Mela」のコストについて
コミッティズファンドをうけ、また、それだけではなく、ニュ ・ーディール・フォ ・ーコミュ
ニティズチェストや SRB による支援も受けている。少ない金額を各区で受けるため、そ
の事務経費は市全体で見ると無駄な部分が多い。
第三に、地域内でも助成を受ける組織に偏りがあることである。図４－４と図４－６
では多くの助成を受けた組織だけを示している。その中でも「ペアレンツ・センター」
や「ベンティンック住民組織」、「アジア女性組織」の３つの組織はどちらでも助成総額・
回数が上位の組織であり、特定の組織が多額の助成を受けている実態がある。
第四に、「エルスウィック区委員会」そのものが、最も助成を多く受けた団体であると
いう事実である。これは予算として、委員会の運営予算が別に設けられていないことか
らやむ終えない事であるが、ファンドを設置した趣旨と異なる使用方法ではないだろう
か。これまでに運営や広報経費として総額２５０万円近くが助成されている。
ただ、これらの課題も、今年の６月に制度の一斉見直しが行われることで、統一の基
準や助成最低額、及び区・委員会への予算配分などを定める予定としている。２２）
さらに、ファンドに関する課題に加えて、ファンドが連携しているガバナンスメカニ
ズムにも課題がある。それは、ガバナンス・メカニズムの理想と現実の乖離である。
ガバナンスメカニズムが複層的すぎることから、出席者、特に両方出席することを義
務づけられている議員などの負担が大きすぎること、また、その他住民や住民代表など
の出席者が少ないことがあった。それに加えて、エリア・コミッティは認知度が高くな
いという課題もあった。２３）そこで、ニューキャッスル市は、「上手く働いていない」方
である「エリア・コミッティ」を廃止する方向で検討している。その代わりに、ワード・
サブ・コミッティズの役割を強化することが考えられており、この変化がファンドにど
のような影響を与えるかはこれからの課題である。２４）
８）小結
地域密着型であり、決定のスピードが早く、使い勝手が良いことから、数多くの団体
が申請を行っており、人気のある提案型まちづくり助成制度である。地域密着型である
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ペアレンツ・センター
(Ashfield Parents Centre)
2001 家族講座 7.4万円
2002 託児所施設 16万円
2003 運営費用 1.3万円
子供イベント日 3.9万円
2004 子供祝賀パーティ 2万円
テーマ活動 6万円
旅費 2万円
パントマイムとお祝い 3.5万円
コミュニティ活動 12万円
2006 農場野外活動 6.3万円
これまでの総額 約61万円
タイン川
ベンティンック 住民組織 (Bentinck
Tenants and Residents Association)
2001 コミュニティ・ハウス運営費用
21万円
2002 夏の屋外活動 4.1万円
2003 祝賀祭イベント 5.1万円
年総会の費用 3.7万円
掃除機購入及び保険料14万円
2004 コミュニティイベント14万円
登録料 6.2万円
カメラとフィルム代2.2万円
夏の屋外活動 12万円
2005 つり花かごイベント12万円
2006 夏の屋外活動 4.1万円
これまでの総額 約98万円
北ノースウェル家主組織 (North
Benwell Landlords Association)
2001 組合季刊誌 4.5万円
2002 訓練日とコミュニティ祭費用
21万円
アートクラブ運営費用20万円
2003 コミュニティ祭 21万円
サッカー会支援 6.2万円
夏の劇企画 21万円
運営費用 10万円
2004 コミュニティ祭 23万円
2006 コミュニティ祭 12万円
これまでの総額 約161万円
エルスウィック区委員会 (Elswick Ward
Sub-Committee)
2001 事務経費 13万円
広報経費 64万円
2002 事務経費 10万円
広報経費 41万円
2004 ガーデンコンペ 8.2万円
2005 コミュニティボランティアワー
ク祭 16万円
広報経費 13万円
事務経費 8.7万円
2006 事務・広報経費 31万円
コミュニティボランティアワー
ク祭 16万円
コミュニティ・フォーラム設立
16万円
これまでの総額 約248万円
アジア芸術と音楽 (Newcastle Asian
Arts and Music )
2001 Mela祭運営費 4.1万円
2002 Mela祭運営費 16万円
Mela祭運営費 4.1万円
2004 Mela祭運営費 10万円
2005 Mela祭運営費 16万円
2006 Mela祭運営費 10万円
これまでの総額 約62万円
タイガースポーツ団体 (Newcastle
Tigers Sporting Association)
2003 多文化イベント 21万円
2004 夏のイベント 4.1万円
多文化スポーツイベント21万円
2005 サッカー大会 6.1万円
2006 サッカー大会 10万円
これまでの総額 約62万円
区全体市全体
アジア女性組織
(Roshni Asian Women's Association)
2001 若いバングラディシュ人の功績
祝い 12万円
2003 劇プロジェクト 8.2万円
2004 コミュニティバーベキュー
4.1万円
2005 コミュニティバーベキュー
8.2万円
女性の会運営費用 6.8万円
2006 コミュニティバーベキュー
10万円
これまでの総額 約50万円
トライアングル住民組織
(Triangle Residents Association)
2001 運営費用 4.1万円
お祭り訪問 4.1万円
2002 夏の屋外活動 4.1万円
環境改善のためのコンサルタン
ト費用 6.2万円
運営費用 6.2万円
夏の女性・子供のための屋外活
動 2.7万円
2003 植栽の日 8.2万円
2005 社会・教育活動 10万円
2006 社会・教育活動 6.2万円
これまでの総額 約52万円
図4-６　ワードコミッティズファンドによる地域改善の実態
出典：ニューキャッスル市・コミュニティ・ボランタリーセクター支援部提供データベース
” Newcastle City CouncilGrant Aid to Voluntary and Community Sector Organisations” から作成
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ことから、地域コーディネーターとの連携も容易である。
しかし、基準に一貫性が無いため、助成金額が低く、事務経費に無駄が生じることが
ある。また、同じ組織が同じプロジェクトで他の区からも同様にサブ・コミッティズ・ファ
ンドを受けている例もあり、現在の「使いやすさ」を損なわないように、市全体におけ
る一貫性と、効率性を考える必要がある。
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４−６　まとめ
本節では、イングランドの研究対象地域として、ニューキャッスルにおける貧困エリ
アの提案型まちづくり助成制度の運用実態を明らかにした。運用実態の解明から明らか
になったのは次の通りである。
第一に、イングランドでの「代表性」を強固に担保した市民参加のメカニズムと連動
した助成の存在である。ニュー・ディール・フォー・コミュニティズ・チェストでは、
主流の意志決定メカニズムの一部として、選挙で選ばれた事により、代表性が担保され
た住民が審査を行った。ワード・サブ・コミッティズ・ファンドでは、労働党代表とし
て住民に選出された区代表議員が、また、ニュー・ディール・フォー・コミュニティズ
は独自の選挙で選ばれた理事代表が、助成対象の決定を行っている。
しかしながら、ここでの課題として、理論的に構築されたメカニズムと現実の間に乖
離が生じている事である。
ワード・コミッティも市民参加メカニズムの一部であるが、エリアコミッティを含め
て再編成する動きがあり、その変化はファンドのあり方にも今後影響を与えるであろう。
ニュー・ディール・フォー・コミュニティズもニーズをすくい上げるシステムが現実
には期待通りには機能していない。そのような中でニュー・ディール・フォー・コミュ
ニティズ・チェストは、住民が自己選択して資金を得て活動することで、本体の意志決
定メカニズムの現実と理論の乖離を埋めるものとしての動きを期待できるものである。
第二に、強い「地域指向型」であることである。地域からの代表を選出することがそ
の背景の一つである。特にサブ・コミッティズ・ファンドは地域の会合である「ワード
コミッティ」の会合にて決定が行われることから、中央に決断をゆだねる必要も無く、
決定の速度が速い。また、地域コーディネーターによるフォローも可能である。
地域密着型にはこれらのメリットもあるが、ワードコミッティズファンドに関しては、
統一した基準が無く、区別の判断で助成を行っており、また、同じ組織がファンドを同
じプロジェクトについて他の区でも受けているなど、地域主義が強いための市全体で助
成に対する一貫性の欠如というデメリットがある。
第三に、「貧困対策」としての福祉的提案型まちづくり助成制度の特徴が明らかになっ
た。研究対象地域とした市の西部地域は、「貧困のサイクル」を抱えているエリアであり、
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市民参加による地域改善を一般的に担うと言われる都市中間層が集まる地域とは性質が
異なり、市民参加、もしくは市民主導型のまちづくりにおいて、成熟した段階ではなかっ
た。
そのため、各提案型まちづくり助成制度も上位計画に明記されている「ターゲット」
を満たすものを助成の条件として挙げているが、実際は地域イベントや旅費など、ター
ゲットをある意味では満たしているが、住民がターゲットを達成するためのサービスを
自ら行うという状況にはほど遠かった。
しかしこれらは貧困エリアにとっては、市民主導の活動の「はじめの一歩」として有
効であるとも言える。また、貧困エリアのパターンとして、移民が多い地域であること
から、バングラディシュコミュニティとパキスタンコミュニティの対立など注）、コミュ
ニティを構築することによるコミュニティの対立の危険性がある地域であることから、
コミュニティ間のコラボレーションに気をつける必要があるだろう。「接着性」の概念が
貧困エリアには特に必要であることから、福祉性の高さもこういった背景を持つ地域で
は有効であるのではないか。
第四に担い手の偏りである。提案型まちづくり助成制度を受けた主体には偏りが見ら
れ、ここで取り上げた２事例両方で高額の助成を受けている組織もある。また、特にワー
ド・サブ・コミッティズ・ファンドについては特定の活動が区をまたがって助成を受け
ている例も多い。また、毎年同じ活動について助成を受けていた組織もあった。
これらの運用実態から共通して言えることは、いずれも強固に構築された「システム」
と現実との乖離が背景にあることである。提案型まちづくり助成制度は、現実と理想の
メカニズムの乖離を、プロジェクトを住民に提案させることによって埋めることができ
る手段の一つである。提案型まちづくり助成制度そのものの現実との乖離は、この地域
のコミュニティの成熟を待つことしか無いだろう。制度自体を市が強くコントロールす
ることは、今育ちつつあるコミュニティの「成熟」を逆にしぼませることになるかもし
れず、注意が必要である。
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注釈
１）ニューキャッスル市のコミュニティ・ボランタリーセクター支援部のマネージャーである
Mike Robinson 氏に対する２００６年１月１１日のヒアリング調査から、氏から提供された
資料” Summary of Grant Aid by Regime 2004-2005” 参照
２）EU ホームページ　http://europa.eu.int/comm/regional_policy/objective2/map_en.htm　
参照
３）” Newcastle City Council Grant Aid to Voluntary and Community Sector Organisations”
http://www.newcastle.gov.uk/cvsga.nsf/budgetsearch?openform 参照。このデータベースで
は２００１年から２００６年までにボランタリー組織が受けた補助金の全てがリスト化され
ている。
４）Newcastle City Council Regeneration Directorate “Community and Voluntary Sector 
Support Unit, Grant-aid Available from Newcastle City Council” (July, 2005) 及 び Mike 
Robinson 氏に対する２００６年１月１１日のヒアリング調査から
５）参考文献 4-3 p.63 から引用
６）ニュー・ディール・フォー・コミュニティズのコミュニティ再生チーム（Community 
Regeneration Team) のマネージャーである Bruce Trotter への 2006 年 3 月のヒアリング調
査から
7）「欧米のまちづくり・都市計画制度」第２章イギリス p.119 より引用
8）Office of the Deputy Prime Minister, Neighbourhood Renewal Unit, “New Deal for 
Communities”（http://www.neighbourhood.gov.uk/page.asp?id=617）より引用
9）Newcastle New Deal for Communities, “Our Themes” (http://www.newcastlendc.com/page/
themes/index.cfm) 参照
10）Bruce Trotter 氏へのヒアリングから
11) ニューキャッスル大学、School of Architecture, Planning and Landscape の Senior Lecturer
である Stuart Cameron 氏への２００６年１月のヒアリング調査から
12)Newcastle City Council “Newcastle New Deal for Communities Community Chest Grant Aid 
Budget” 参照
13) 参考文献 4-2 参照
14）Bruce Trotter 氏へのヒアリング及び文献 4-2 参照
15）文献 4-2 を指す。
16）Bruce Trotter 氏へのヒアリングから
17）文献 4-2 参照、p.4 筆者訳
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18）Newcastle city council, ” Ward Co-ordination Section Annual Report Elswick Ward Sub 
Committee” より。http://www.newcastle.gov.uk/pr.nsf/a/IMD2004domains に詳細が記さ
れている。犯罪、教育水準、健康、住宅、収入、住環境が指標となっている。
19）Newcastle City Council “Ward Sub-Committees Fund” 参照
20）・21）・22）エルスウィック区コーディネーターである Docherty Heather に対する
２００６年３月のインタビューから
23）参考文献４－１参照
24）「ワードとエリア・ガバナンスの幹部ワーキンググループ (Ward and Area Governance 
Exective Working Group)」を結成し、ガバナンスの再構築の検討を行っている。
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参考文献
4-1)CRESR Sheffield Hallan University “NDC National Evaluation Pen Portraits of the 39 
Partnertships” (2003)
4-1)COAFFEE, Jon and HEALEY, Patsy ““My voice:My Place” :Tracking Transformations in 
Urban Governance” Urban Studies, Vol.40, No.10(2003)
4-2）BROWN, Irene IB Consultancy, New Castle New Deal for Communities “Final Evaluation 
OC 13043-R2 Community Chest” (2005)
4-3）COAFFEE, Jon 「計画ビジョンの終焉：ニューカッスル市の成長をもたらす戦略的思考と
補完性の原理」早稲田大学まちづくりシンポジウム 2005 講演資料集「都市空間像のパ
ースペクティブー日英ふたつの東北の都市から Strategic Spatial Planning を展望するー」
p.60-70(2005)
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第五章　まちづくりに対する資金的支援の比較評価
本研究では、発展途上にある日本での提案型まちづくり助成制度の全体像の課題を明
らかにし、シアトル市、ニューキャッスル市における提案型まちづくり助成制度の運用
実態を解明した。
本章ではこれらを踏まえ、序章で設定した指標を用いて評価を行うことで、各事例を
比較する。
５−１　本章の目的
本章では、評価指標を用いて、日本での提案型まちづくり助成制度を核としたまちづ
くり支援システムの構築のための課題を明らかにすることを目的とする。
第一に、運用実態と課題の比較を行う。
これまでに明らかにした日本、シアトル市、ニューキャッスル市における提案型まちづ
くり助成制度の運用実態の解明から明らかになった、制度の運用上の課題を比較する。
第二に、明らかになった各事例の課題から評価を行う。
本研究では序章で、「提案型まちづくり助成制度は社会から必要とされた役割を果たし
ているか？」という問題設定を基に、評価軸の設定を行った。その評価軸は、「市民が公
共サービスを担うための支援となったか」、「コミュニティが構築されたか」、「地域運営・
自治の確立への支援となったか」の三点である。以上の評価軸を用いて評価を行う。
第三に、評価軸に沿った事例比較を行う。
評価の結果から、提案型まちづくり助成制度の各地域の特質を明らかにすることで、
各事例の比較を行い、日本に対する提案へとつなげる課題と成果を各事例から明らかに
する。
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５−２　運用実態と課題の比較
序章で設定した評価軸による各地域の評価を行う前に、各研究対象地域における提案
型まちづくり助成制度の運用実態と課題について比較する。（図５－１）
１）日本
まず日本について、運用実態解明のために、日本における提案型まちづくり助成制度
の発展経緯の解明を行った。
発展経緯の解明の中で、提案型まちづくり助成制度の制度形態から、類型化を行った。
その結果、８つの類型に分けることが出来た。
まず提案型まちづくり助成制度の創生期に行われたのが「コミュニティづくり支援」、
「区画整理余剰金利用」型であった。
また、「基礎形成期」に行われたのが「基金設置方式」「世田谷方式」及び「地域組織支援」
型であった。
それらを基礎として、２０００年以降急激に事例が増えた「増加期」には、新しく「協
働方式」「補助金見直し方式」「マッチングファンド方式」型が創設された。
また、以上のような発展経緯の解明から明らかになった課題がある。
それは、提案型まちづくり助成制度という「制度」の発展の中で、第一に支援する相
手との関係性、第二に原資調達のためのシステム、第三に段階やメニュー制の拡大とい
う点で制度が先走って「複雑化」したことと、その「複雑化」に対して「担い手の形成」
や、「市民や企業に対する周知」が追いついていないということであった。つまり、パー
トナーシップのミスマッチがあった。
そこで、その課題の解決方法として、成熟度に合わせた担い手の形成と市民への制度
の周知という点でどのような方策がとられているか、運用実態を解明した。
その結果、市民活動の担い手育成と周知という点で課題として明らかになったことは
次の通りであった。
第一に初動期への申請上の配慮だけでなく、市民活動の成熟段階を上がるためのさら
に細かい「段階別の支援設定」の必要性があった。
第二に担い手の裾野を広げるために、自治体側からニーズを掘り起こすための「攻め
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一般会計
基金・公益信託
など
活動団体 市民・企業
寄附
応募応募 助成助成
国
市・区
財団
交付金の上乗せ
日本（典型例の複合モデル）
一般会計
活動団体 エリア
応募・
マッチング助成
エリア（近隣住区）別助成
国
市
コミュニティ・
デベロップメント
ブロックグランド
貧困エリア、及び
用途限定助成
貧困
アメリカ（シアトル市）
一般会計
活動団体
応募
応募
応募
助成
助成
補助金
国
市
区
補助プログラム
（ex.ニューディールフォー
コミュニティ）
パートナーシップ コミュニ
ティ組織
コミュニティ
チェスト
イングランド
（ニューキャッスル市）
原資調達の流れ 明らかになった運用実態と課題
運用実態：
・複雑化したシステムと、市民団体とのパート
ナーシップのミスマッチ
・原資調達システムの流れが市民に対する周知
不足から成り立たない
課題：
・担い手育成の段階をさらに細かく意識した申
請上の配慮
・自治体側からニーズを掘り起こす「攻めのア
ウトリーチ」の必要性
・（情報や技術など）「注入」支援としてのさ
らなる「エンパワーメント」の意識の必要性
・行政窓口とコミュニティ活動のコーディネー
ターとの機能による支援する側の分離
（１）ネイバーフッドマッチングファンド
運用実態１：コミュニティの構築・育成
・地域社会への市民の参加を促進
・専門家とコミュニティとの協働
・新しいコミュニティグル プーの結成
課題：コミュニティ間のコラボレーションの促進
運用実態２：グラスルーツ型地域改善の積み重ね
・多様な主体によるプロジェクトの積み重ね
・各事業段階における助成
課題：『マッチング』の準備能力の有無によるギ
ャップの補填
（２）ファサードインプルーブメントプログラム
運用実態
・「自由度の高さ」
・中間組織への権限委譲
課題：まちづくりとしての質の担保
（１）ニューディールフォーコミュニティズ
（２）ワードサブコミッティズファンド
運用実態
・「代表性」を強固に担保した市民参加のメカニ
ズムと連動した助成
・強い「地域指向型」
・「貧困対策」としての福祉的まちづくりファン
ド
課題
・市民参加メカニズムの理想と実態との乖離
・福祉性の強さから来るプロジェクトの不適切さ
・担い手の成熟度と偏り
図５-1　提案型まちづくり助成制度の運用実態と課題の比較
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のアウトリーチ」として、「市民活動への発展のポテンシャルの高低を見極めた層別の働
きかけ」の必要性があった。
第三にエンパワーメントの究極の目的である「権限委譲」をにらみ、技術や情報など
の「注入」支援と実践活動を通した「力づけ」があった。
第四に市民活動支援する側の担い手として行政窓口と、市民に対するコーディネーター
との役割別の分離があったため、これらの主体間が強い連携を保てる仕組みの必要性が
あった。
２）米・シアトル市
次にアメリカ・シアトル市について、シアトル市が行う二つの事例の運用実態解明を
行った。
まずネイバーフッド・マッチング・ファンドは「コミュニティの構築・育成」という点で、
第一に地域社会への市民の参加を促進したこと、第二に専門家とコミュニティとの協働
を促したこと、第三に新しいコミュニティグループの結成が見られたことがあった。
ただし、ここでの課題として、コミュニティが構築されるに従い、コミュニティの孤
立や対立が生まれることがあった。そのため、マッチング・ファンドの課題として、「コ
ミュニティ間のコラボレーションの促進」の必要性があった。
次に「グラスルーツ型地域改善の積み重ね」という視点で運用実態を解明した。この
点について、第一に、多様な主体によるプロジェクトの積み重ねを促進したこと、第二
にそのファンド対象の幅広さから、各事業段階における助成を行ったことがあった。し
かし、ここでの課題として「『マッチング』の準備能力の有無によるギャップ」があった。
マッチング準備の条件から、大規模なマッチングを準備できる資金力や機動性、人脈が
ある組織と、そうでない組織で、得られる助成額にギャップがでることがあった。その
結果、助成の偏りが課題であった。
次にファサードインプルーブメントファンドについてだが、運用実態として、助成対
象の「自由度の高さ」と、パートナーシップの枠組みの中で、中間組織に対する権限委
譲があった。
ここでの課題として、自由度が高いことから、「まちづくり」という視点での質の担保
という課題があった。
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３）イングランド・ニューキャッスル市
次にイングランド・ニューキャッスル市において、ニュー・ディール・フォー・コミュ
ニティズ・チェストと、ワード・サブ・コミッティズ・ファンドの二事例を研究対象事
例とした。
これらの運用実態について、第一に「代表性」を強固に担保した市民参加のメカニズ
ムと連動した助成であること、第二に強い「地域指向性」があること、第三に「貧困対策」
としての福祉的提案型まちづくり助成制度の色が強いことがあった。
この運用実態と関連する課題として、第一に市民参加メカニズムの理想と現実の乖離
があり、それを埋める役割が期待されること、第二に「福祉」色の強さから起因する、
本来のターゲットとは乖離した幾分不適切なプロジェクトの存在、及び第三として担い
手の成熟度とその偏りがあった。
これらの明らかになった運用実態と課題をもとに、序章で設定した評価軸を用いて評
価を行う。
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５−３　提案型まちづくり助成制度の評価
本節ではこれまでの運用実態の解明から明らかになった提案型まちづくり助成制度の
実態から、序章で設定した評価指標である、
評価軸１：市民が公共サービスを担うための支援となったか
評価軸２：コミュニティが構築されたか
評価軸３：地域運営・自治の確立への支援となったか
の三つの評価軸に従って評価を行う。
まず日本について、第二章で行った類型化を踏まえ、各類型別による評価を行う。そ
の上で、全体のまとめを行い、第二章のアンケート調査結果から明らかになった、日本
の提案型まちづくり助成制度の全体像としての課題を明らかにする。
次に、アメリカ・シアトル市、イングランド・ニューキャッスル市の各研究対象地域
事例について共通の評価軸で評価を行う。
最後に各評価から、日本、シアトル市、ニューキャッスル市における提案型まちづく
り助成制度の特徴と傾向を明らかにし、比較を行う。
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５−３−１　日本についての評価
日本についての評価は二段階で行う。
まず第一段階として、日本における提案型まちづくり助成制度が果たしている役割を
評価軸に従って、２０００年以降の「増加期」における類型別（第２章　図２－２参照）
に評価する。
次に第二段階として、第一段階の評価のまとめを行い、第二章のアンケート調査結果
から明らかになった全体像としての課題を、評価軸に従って明らかにする。
１）類型別の評価
日本におけるまちづくり支援システムの全体像として、２０００年以降の提案型まち
づくり助成制度の「増加期」における類型類として、第２章で六つを挙げた。
その六つの類型とは、次の通りである。
a) 地域組織連動型：町会などをベースとした一地域一組織を指定し、そこからのまちづ
くり提案に応じて助成を行う方式である。福井市、大和市などで行われている。
b) 基金設置方式：基金を設置することにより原資調達方式にも市民参加を組み込む方式
である。数多くの事例が行われているが、原資調達方式によって、マッチングギフト
方式や、杉並区の事例のような指定寄附方式などのバリエーションがある。
c) 世田谷方式：世田谷区まちづくりファンドが始めた方式である「公開審査会」「公開報
告会」「成熟度別助成」などを行う方式である。他の方式でも公開性を担保するために
同様の方式が取られている事例もあるが、特に世田谷区方式をシステムの中心として
いる事例について、世田谷方式に分類した。
d) 補助金見直し型：これまで慣例で行われてきた町会などに対する補助金を見直し、市
民団体などを加えて公募によって助成団体を審査で選ぶ方式である。我孫子市で行わ
れている。
e) 協働方式 : 自治体と市民活動組織がパートナーシップを組み、事業を行う形を取る方
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式であり、そのため助成金という形ではなく、行政側の「負担金」としたり、もしく
は市民団体と委託契約を結ぶ例もある。横須賀市や浜松市などで行われている。
f) マッチングファンド方式：市民が提供する労働力をカウントし、同程度の助成金を出
す方式である。神戸市で行われている。
評価軸は、「提案型まちづくり助成制度は社会か必要とされた役割を果たしている
か？」という問題意識から設定されている。ここでは、社会的役割を果たすことができ
るかという視点で評価を行う。
また、これらの類型は原資調達システムと、助成対象の違いによって分類されている。
そのため、そのシステムに由来した効果に対する評価を行うことを目的としており、提
案型まちづくり助成制度によって行われる活動による評価は行わない。あくまでシステ
ムに対する評価である。
これらの類型別に評価を行った結果、以下の評価を得た。（図５－２）
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提案型
まちづくり
助成制度
評価軸１
市民が公共サービスを
担うための支援となっ
たか
評価軸３
地域運営・自治の確立
への支援となったか
評価軸２
コミュニティが
構築されたか
e)協働方式
f)マッチングファンド
方式
b)基金設置方式
評価１
評価２
評価２
評価２
評価３
協定・委託、
担当部局との連携
による支援
リソース分配のための
助成金算定法
コミュニティ構築の
ための仕掛け
コミュニティへから
の資金の取り入れと
資金の流れ
既存の枠を超
えた新しい資
金の流れ
伝統的地縁組織と
の連携、新しい地
域自治促進の支援
コミュニティ構築
・ネットワーキン
グの促進
c)世田谷方式
d)補助金見直し方式
a)地域組織連動型
評価１
評価１
類型 市民による公共サービスへ
の支援
コミュニティ構築への支援 地域運営・自治の確立への
支援
社会的役割
a)地域組織
連動型
b)基金設置
方式
c)世田谷方式
d)補助金見
直し方式
f)マッチング
ファンド
方式
e)協働方式
伝統的地縁組織との連携
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図５-２　提案型まちづくり助成制度の類型別評価（日本）
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a) 地域組織連動型：評価軸３「地域運営・自治への支援」の役割を果たすように設計されて
いる。
この類型は次の二点において評価軸３における役割を果たすよう設計されている。
第一に、伝統的地縁組織との連携である。
「町内会と地域集団」（文献５) －１）の中で指摘されていたように、日本における地
域自治組織を組み立てようとすると、自治会・町内会を無視して考えることは難しい。
例えば福井市では地域の認定組織を構築し、その組織に対して助成を行っているが、
その多くが自治会連合会がベースとなっている。その中で、メニューの一つとして、
NPO との連携を模索するためのシステムを設置することで、伝統的地縁組織とその他の
市民活動団体との連携を図ろうとしている。
第二に、新たな地域自治の形成促進への支援があった。
大和市では、提案型まちづくり助成制度を自治組織形成の段階に合わせて用いること
によって、活動母体の確保と、まちづくりに対する提案という新たな責任をもつことに
よる、自治会をベースとした新たな地域自治システムを作り出すことを長期的目標とし
ている。
b) 基金設置方式：評価軸２「コミュニティの構築」の役割を中心として果たしているが、ま
だ資金の流れにコミュニティを取り込む上での認知度が低い。
基金設置方式でも、区画整理の余剰金などを原資とするものと、コミュニティからの
資金の流れを受け入れるためのものでは、その評価は異なる。
この類型の中でも、基金設置を行うことで、市民や企業からの基金への寄附を通して
資金面への広い参加を狙った方式である場合は、基金を設置することによって、「コミュ
ニティからの資金の取り入れと資金の流れ」を構築したことから、コミュニティの構築
への支援的役割を果たそうとしている。
特に市川市や杉並区のような、助成する相手を指定する方式を取っている場合、資金
を供出する市民側が資金提供を受ける市民団体を「知る」効果がある。
しかし、このような基金設置方式における課題は、意図していた程はコミュニティか
らの資金の流れが無いことにある。
c) 世田谷方式：評価軸２「コミュニティの構築」の役割を果たしている。
先駆的事例である「世田谷まちづくりファンド」は、中間組織形成に特化した助成や、
コミュニティづくりのための公開審査会方式などをつくりだした。
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特に公開審査会・公開報告会をセットにした方式は現在も様々な自治体で模倣される
方式であり、米とイングランドでは見られなかった手法である。
公開審査会は助成される側が一同に集まる場であり、市民組織間のネットワークを構
築する働きを持つ。また、まちづくりハウスなどの組織育てや、初動期に特化した助成
によるコミュニティ構築の増進効果があった。
世田谷方式は他の方式の事例でも取り入れられ、効果が波及している。
d) 補助金見直し方式：評価軸１「市民が公共サービスを担うための支援」の役割を果たして
いる
この方式では、既得権益であった補助金の整理によって、これまでの資金の流れを変
化させ、パワーバランスを変化させることができる。よって、既存の枠を超えて新たな
グループが資金を得て、公共サービスを担うことを支援することができる。また、これ
まで市の補助金を当然として受け取っていた団体も他の市民団体と同じ土俵上で審査さ
れることにより、より公共性の高さを意識した事業を行う必要が出てくる。
この方式を行う我孫子市の場合、市との共催によって行う事業は対象としていないた
め、ここで行われるサービスは市の代わりとなって公共サービスを提供する事ではなく、
独自の公共的サービスである。
e) 協働方式：評価軸１「市民が公共サービスを担うための支援」の役割を果たしているが、
評価軸２「コミュニティの構築」の役割は他の方式より薄い。
協働方式は、市の担当部局との連携を図ることによって、その公共事業としての質を
担保し、市民が公共サービスを担う上での支援となった。
協働方式の場合、近年は市民グループと市が委託契約を行う例も増えており、市民団
体が公共サービスを政府の代わりに行うことが促進されている。しかしこの方式の場合、
協定や委託関係を市と持つことが可能である市民団体への資金提供となるので、広くコ
ミュニティを構築する効果は少ない。
f) マッチングファンド方式：評価軸１「市民が公共サービスを担うための支援」と評価軸２
「コミュニティの構築」の役割を果たすよう設計されているが、まだ認知度が低い。
マッチングファンド方式は、本来ならば市民からの「マッチング」の量が、政府が市
民団体に資金を提供する上での根拠となり、かつ労働力によるマッチングの準備を通し
てコミュニティ構築を促進するための手法であるが、日本では上手く市民にその意図が
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伝わっていなかった。現段階では概念が浸透するための仕組みが必要であった。
以上の類型別の評価から、全体として、コミュニティ構築を基本の目的として、その
中でも a) 地域組織連動型や e) 協働方式のように目的を特化したものが存在する。地域
組織連動型は半自動的加入である、町会や自治会などの伝統的地縁組織の強力な存在が
背景にある。また、協働方式は「小さな政府」を目指す中で市民団体と政府が公共サー
ビスを共に行うものであり、近年の政府のあり方が背景にある。
c) 世田谷方式はコミュニティ構築を基本とする中で、日本の提案型まちづくり助成制
度の基礎となった方式であった。
原資システムにコミュニティを取り込もうとした基金設置方式とマッチングファンド
方式はいずれも認知度の低さがネックとなっており、今後よりコミュニティ構築を目的
とする上では、この特徴的な原資調達システムは将来像となる。
それぞれの役割に特化する中で、果たしている社会的役割はまだあまり複合的ではな
い、もしくは複合性を目指している段階である。
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２）全体としての評価
類型別の評価から、日本では「コミュニティ構築」をベースとして、協働方式による
市民による公共サービスへの支援と、伝統的地縁組織との連携による地域運営・自治シ
ステムへの支援などの目的をもって設計された制度があると分かった。
ここでは全体像を把握するために、第二章で行ったアンケート調査結果をもとに全体
像の評価を評価軸に従って行う。
まず評価軸１の「市民が担う公共サービスへの支援」という点において、その役割を
果たす上で課題となったのは次の三点であった。
第一に、市民への権限委譲が不足していたことである。
第二章で明らかにしたように、エンパワーメントの方策についても、情報、技術、な
どの「注入」支援が不足しており、権限委譲に至るような資源を与えられていない。自
治体が「資源」として提供しているのは「相談」機能が主である。
第二に、パートナーシップのミスマッチがあったことである。
提案型まちづくり助成制度に対する応募者の不足は、政府側から見れば「市民活動団
体が十分に育っていない」という感想を持つ。しかし、市民活動団体から見れば、提案
型まちづくり助成制度は消耗材や直接経費のみに用途が限定されている、もしくはごく
少額の助成金を得るプロセスが余りにも手間がかかるなど、政府と市民の間に制度を巡っ
たミスマッチが存在する。
第三に、公共サービスを担う主体への税金の再分配機能を満たしていないことである。
本来、「市民が担う公共サービスへの支援」という点から言えば、提案型まちづくり助
成制度は行政からのリソース、権限委譲の分配不足を補うための役割を果たすべきであっ
た。しかし、日本における提案型まちづくり助成制度は、その金額が少なく、用途も消
耗品に限るなど、物理的な地域改善サービスにつなげる上でも障害となっている。
次に、評価軸２の「コミュニティの構築」という点において、その役割を果たす上で
課題となったのは「アウトリーチ」の不足であった。
第 2 章ではアウトリーチの方法について運用実態を明らかにしたが、広報紙など伝統
的な手法を取る市・区が多く、コミュニティ構築の裾野を広げるためのメカニズムが確
立されていなかった。また、年々提案型まちづくり助成制度への参加者の減少がある。１）
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図５-３　提案型まちづくり助成制度の課題と役割（日本）
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認知度の低さによる基金へのコミュニティからの資金の流れの停滞と、参加者の減少
は、アウトリーチを行うことが必要である。その際、戦略的なアウトリーチが行われて
いなかった。
本来、提案型まちづくり助成制度は、日本での未発達なコミュニティの構築を促進す
る役割を果たすことができるはずであった。「コミュニティ構築」に対する働きかけとし
て、「世田谷方式」のようなネットワーキング型や「マッチングギフト」型もあるが、特
に後者については市民に十分に理解されておらず、方式だけが一人歩きしている。未発
達なコミュニティの中で米と同様な手法を取る場合、その概念浸透のためのフォローアッ
プが必要であり、そのためにもアウトリーチの組織化が急務である。
最後に評価軸３の「地域運営・自治の確立への支援となったか」という点において、その役
割を果たす上で課題となったのは次の二点であった。
第一に、伝統的地縁組織との連携方法であった。どのように意識改革できるかというところ
にかかっている。
第二に、つまり、ネットワーキングの場の欠如を挙げることができる。
ネットワーキングの場を構築していない限り、それは自治会町内会に対する旧来の補助金と
変わるものではない。従来から町内会などにあった補助金の代わりとなるものとして、用
途を明確にしたことは新しいが、全体に支給するものが殆どであり、資金としての競争
性は低い。
大和市のように、最終的に「地域運営」としての「地域自治区」構築を最終目標とし
た提案型まちづくり助成制度もあるが、実際助成を受けたプロジェクトは、従来の町内
会活動と変わらないものも多く、理想としての「運営」と、実態の乖離があった。
以上のことから、「地域運営」という視点で提案型まちづくり助成制度を活用しようと
いう事例は誕生しているが、伝統的な地縁組織活用によるものは、その地縁組織の課題
をそのまま引きずることになり、理想としての「地域運営」と実際の活動との乖離を生
じている。
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５−３−２　米国・シアトル市
米国・シアトル市で研究対象とした提案型まちづくり助成制度である、「ネイバーフッ
ド・マッチング・ファンド」と「ファサード・インプルーブメント・プログラム」が果
たした役割を評価軸に従って評価した。（図５－４）
１）市民が公共サービスを担うための支援となったか
まずマッチング・ファンドについての評価を行う。
マッチング・ファンドによって資金的支援を受け、市民が提供する公共サービスが活
発に行われた。この背景にあった要素として次の四点があった。
第一に、税の再分配機能である。
マッチング・ファンドの全体予算額の大きさから、事例一件あたりの限度額も高く、
助成可能な活動数も多かった。
第二に、市がファンドを設立したときの基本的な考え方があった。
それは、シアトル市の基本的なマッチング・ファンドに対する方針として、「マッチン
グ・ファンドでなければ、市はやらないけれど、必要なこと」に対する助成であるとし
ていることである。。つまり、基本的な概念として、市が行うべき公共サービスを肩代わ
りさせるという考えではなく、市が、公共サービスとして必要だが手がまわらない部分
に対して、住民が取捨選択し、地域の改善としての公共サービスを行う部分に対して資
金やリソースを分配するものである。
第三に、近隣住区計画（Neighborhood Planning）との連携である。
マッチングファンドは、市民参加によって作成された地域計画である近隣住区計画の
実行との連携を推奨された。近隣住区計画実現のための事業計画書には、「誰が」どの「資
金」で実現するのかということが明記されているが、その中で、マッチングファンドを
用いて市民が行うべき事業も明確に示されている。
第四に、市と市民の協働を行いやすくするシステムがあった。まず近隣住区局による
コーディネーターの存在がある。各地域に近隣住区局のセンターがあり、在駐している
各コーディネーターがマッチング・ファンドに対する申請を支援する。また、近隣住区
局として、各プロジェクトに関連する局との連絡機能を持つなど、「コーディネート」を
通してリソース分配を行っている。
次にファサード・プログラムについての評価である。
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ファサード・プログラムでは、中間組織に対する権限委譲を行った。中間組織に対し
て運営に関わる事務経費を分配し、また、助成プロジェクトに対する実質的最終決定権
を与えていた。
全体として見れば、アメリカ・シアトル市における提案型まちづくり助成制度は、「公
共サービスの補助」として、行政が行うべき仕事の一部を請け負うのではなく、プラス
αの部分としての生活の質向上のための公共サービスの部分を補っている。
２）コミュニティが構築されたか
「コミュニティの構築」という点から評価すると、マッチング・ファンドはその制度自
体がコミュニティ構築を促進する仕掛けが多く含まれていた。
まず、マッチング・ファンドの特性である労働力などによる「マッチング」の要求に
よる、労働力を集めることによるコミュニティの構築があった。助成金を得るためには
貨幣換算して同価値となる量の労働力を集めなくてはならないという条件が、地域改善
活動を行う際に地域住民がボランティアとして活動に参加する必要性と、きっかけを作っ
た。しかし、このマッチングは組織によってボランティアの動員力の差があり、そのこ
とが助成を受けられるキャパシティを左右していた。
次に、マッチング・ファンドの色々な意味での「自由度の高さ」がコミュニティ構築
を促進した。
「自由度の高さ」として、まず、助成対象グループの自由度の高さがある。マッチング・
ファンドのためだけに結成されたグループでも応募して良いという条件は、新しいグルー
プの組織化を促進した。また、用途の自由度の高さも、新たな活動を生み出すベースとなっ
た。
自由度の高さを生んだのは、その予算額の大きさである。マッチング・ファンドは、
新しい活動グループが誕生したり、小さなプロジェクトがマッチング・ファンドの助成
を通して大きく成長し、また、活動グループにも継続性がうまれるなど、コミュニティ
構築という点で役割を果たしている。
ただし、多民族国家であるという背景から、「コミュニティ」が構築されるほど、コミュ
ニティの孤立やコミュニティ間の対立が生まれるなどの弊害を生むことになった。
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図５-４　提案型まちづくり助成制度の課題と役割（アメリカ・シアトル市）
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３）地域運営・自治の確立への支援となったか
シアトル市では、マッチング・ファンドも、ファサード・プログラムも、地域指向型、
近隣住区指向型であった。
まず、マッチング・ファンドと強い関係性を持っていた地域組織として、シアトル市
では近隣住区単位での地域内協議組織である地区協議会がある。
この地区協議会は選挙で構成員が選ばれるわけではなく、基準を満たせば誰もが入る
ことが出来る、強固な代表制を擁しているタイプのものではない。この組織は、市の地
域コーディネーターの支援のもと、各活動グループの代表が集まり、地区における問題
点などを協議する地域のプラットフォーム的存在である。
マッチング・ファンドとの関係は深く、マッチング・ファンドの助成プロジェクトの
決定プロセスの中に位置づけられており、各地区における「助成すべき」プロジェクト
にポイントをつけ、地区協議会の代表が集まる場である、全市協議会にあげる役割を行っ
ている。
地区協議会に加えて、それを支える仕組みとして、また、地域の相談役としての地域
コーディネーターも地域志向型の助成制度を可能にしている。マッチング・ファンドの
応募に関しては、コーディネーターが窓口となり、助成制度への応募を促進している。
また、ファサード・プログラムは各対象地域に、プログラムの窓口となる中間組織を
持ち、地域ごとの運営を可能にしている。中間組織は担当地域の助成決定について、実
質的な決定権を持ち、地域の特性を踏まえた助成を行っている。
このように、地域指向型の仕組みが存在することで、助成の成果としての地域への還
元が促進される。地域性は、地域運営システムとの連携でより向上される。
これらの評価から、アメリカ・シアトル市では、提案型まちづくり助成制度では地域
指向性と市民による公共サービスの提供の連携が強く、その結果としてコミュニティ構
築が促進されたと言える。
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５−３−３　イングランド・ニューキャッスル市
イングランド・ニューキャッスル市における提案型まちづくり助成制度が果たしてい
る役割は次の通りである。（図５－５）
１）市民が担う公共サービスへの支援
第一に、「市民による公共サービスの推進」という点について、ニューキャッスル市に
おける提案型まちづくり助成制度は「貧困対策」として福祉的な目的での分配機能を果
たしていた。
まずニュー・ディール・フォー・コミュニティズエリアは荒廃している地域に限定し
たものであり、それに付随したコミュニティチェストも地域課題を改善する目的として
いる。
また、選挙区レベルの提案型まちづくり助成制度であるワード・サブ・コミッティズ・
ファンドでも「貧困度」を基準として予算分配が行われている。
そのため、ニューキャッスル市では、提案型まちづくり助成制度自体が福祉国家とし
ての分配機能の一部であり、「公共サービス」の一つである。助成した市民によるプロジェ
クトの中にも、公共性が高く、市民に対する公共サービスの提供としての役割を果たし
たプロジェクトはいくつかあるが、特にニューディール・フォー・コミュニティズにお
いては、中間組織に対する権限委譲を行い、提案型まちづくり助成制度の運用を行わせ
たことが、市民による公共サービスへの支援としての役割を果たしたことになる。
また、両方のプログラムに共通した事として、運営組織における決定権をもつポジショ
ンに対する代表性の担保があった。それは、ニュー・ディール・フォー・コミュニティ
ズにおいては中間組織の最終決定権をもつ理事の選挙による選出システムと、ワード・
サブ・コミッティズ・ファンドにおいては決定権をもつのが地域から選出された市議会
議員であることが、代表性の担保となっている。
２）コミュニティ構築
第二に、「コミュニティ構築」であるが、これらの助成制度に対する申請者は多く、従
来から存在したコミュニティを支援するものとしても、
また、イベントなどのプロジェクトが多いことから、弱い意味での「コミュニティ」
を構築することに役割を果たしている。また、序章でもイングランドのソーシャル・キャ
ピタルの偏在について述べたが、その指摘のとおり、貧困エリアではコミュニティが弱
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図５-５　提案型まちづくり助成制度の課題と役割（イングランド・ニューキャッスル市）
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い傾向にあり、提案型まちづくり助成制度を通した人とのつながりを作るためのプロジェ
クトは、貧困地域において、「コミュニティ」を「体験」させる役割を果たしている。
ただし、提案型まちづくり助成制度の利用者の偏りも見られ、コミュニティ構築の偏
りについても、多民族国家として課題としている。
３）地域運営・自治の確立
第三に、「地域運営」について、ニューキャッスル市ではニュー・ディール・フォー・
コミュニティズの意志決定メカニズムや、各地域の運営母体としてのワードサブコミッ
ティズなど、市民参加のメカニズムが強固に構築されており、提案型まちづくり助成制
度はこれらのメカニズムと連携して行われている。しかし実際には意志決定機関へ住民
の意見を吸い上げる上でその機能が上手く果たされていないなど、ガバナンスのメカニ
ズムの理想と現実の乖離があり、提案型まちづくり助成制度はガバナンスメカニズムに
上手く乗ってこない住民ニーズを吸い上げる上で、ガバナンスメカニズムに存在する現
実との乖離を埋める役割を果たしている。
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５−３−４　まとめ
これらの共通した軸による評価から、各地域の特徴として次のような特徴が明らかに
なった。
まず日本については、「コミュニティ構築」をベースとした提案型まちづくり助成制度
の発展があった。
日本の事例について、類型別の評価を行ったところ、「市民による公共サービスの支援」
を中心の役割としていた協働方式と、「地域運営・自治への支援」を役割の中心としてい
た地域組織連動型以外の類型は、「コミュニティ構築」の役割を中心に果たしていた。
しかし、日本の事例全体に対する調査から明らかになった課題としては、権限委譲の
不足と、アウトリーチの不足があり、コミュニティの構築促進への障害となっていた。
次に米国・シアトル市では、提案型まちづくり助成制度は強力な地域指向型に基づき
ながら、市民による公共サービスへの支援を中心の役割とし、結果としてコミュニティ
の構築が促進された。
まずネイバーフッド・マッチング・ファンドは「コミュニティ構築」に軸足を置きな
がら、地域運営組織との連携の中で市民による公共サービスへの多様な側面からの支援
を行った。
また、ファサード・プログラムは、地域代表組織としての中間組織への権限委譲を行い、
地域指向型による市民による公共サービスへの支援を行った。中間組織による支援の中
で、コミュニティによる支援の連携が構築された。
シアトル型は、福祉国家の伝統的な形からは離れた形での、公共サービスを担う主体
へのリソースの分配というモデルであった。
また、イングランド・ニューキャッスル市では、地域運営・自治組織との強力な連携
の中で、市民のコミュニティ構築に対する支援の役割を果たした。
ニューキャッスル市では、提案型まちづくり助成制度は福祉国家としての伝統的サー
ビスの形態として、貧困地域に対する税の再分配の方式の一部としての役割を果たして
おり、市民が公共サービスを行うことを期待するものではなかった。
まずニューディール・フォー・コミュニティズについては、資金分配のための中間組
織がコミュニティに構築され、その組織を通して提案型まちづくり助成制度が運用され
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た。
ワード・サブ・コミッティズ・ファンドについては、選挙区「ワード」別の提案型ま
ちづくり助成制度であり、貧困地域に特に手厚く予算が分配された。
両方の制度に共通するのは、決定権を持つ人間の代表性は選挙で選ばれることによっ
て担保されていること、また、提案型まちづくり助成制度の活用実態が、市民による公
共サービスへの支援というよりも、貧困地域での「コミュニティ構築」（またはそのレッ
スン）という側面が大きかったことである。
全体を比較して、日本型の提案型まちづくり助成制度は、それぞれどれか一つの役割
に特化したものが多い。今後の課題は、地域やコミュニティとの連携をシステム化する
ことで、複合した役割を果たしていくことである。
シアトル市・ニューキャッスル市の事例研究と異なり、まだ提案型まちづくり助成制
度の歴史が浅いため、それぞれの自治体に応じたシステムが運用・改善を経てバランス
を持った役割を確立するのはこれからである。現段階に置いては、果たすべき役割を絞り、
その役割を中心としたシステム設計を目指すべきであろう。複合した役割へと発展して
いくのは長期的な目標である。
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注釈
１）大和市、福井市、神戸市、浦安市のヒアリング調査から、応募件数の減少や少なさが課題
となっていた。普段から活発に活動している団体に自治体からお願いして「応募してもらう」
例もある。
参考文献
５）－１　倉沢進／秋元律郎　編著「町内会と地域集団」ミネルヴァ書房（1990）
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第六章　日本のまちづくり支援システムの構築に向けて
本章では、前章での、各研究対象事例の果たしていた社会的役割に対する評価を踏ま
えて、次の三段階で日本での提案型まちづくり助成制度を核としたまちづくり支援シス
テムの構築に向けての提案を行う。
まずアメリカ・シアトル市と、イングランド・ニューキャッスル市の研究対象事例に
ついて、前章の評価から明らかになった実態をもとに、これらの研究対象事例が果たし
ていた役割と、それを可能としたシステムについて、日本のまちづくり支援システムの
構築のために学ぶべき事を明らかにする。
次に、日本における提案型まちづくり助成制度を核としたまちづくり支援システムの
構築のために、前章の評価から明らかになった課題から、評価軸毎に提案型まちづくり
助成制度を核としたまちづくり支援システムに対する提案を行う。
ここで評価軸別に提案を行うのは、日本の現状の提案型まちづくり助成制度が果たし
ていた役割が、アメリカやイングランドの事例と比較して複合的で無かったことがある。
この実態から、現状では単目的に対する制度構築が、提案型まちづくり助成制度を考え
る上では必要であることから、評価軸別の提案を行う。
最後に、評価軸毎の提案を踏まえ、複合的な役割を果たす提案型まちづくり助成制度
への発展に向けて、日本での提案型まちづくり助成制度を核としたまちづくり支援シス
テムの構築に向けての提案を行う。
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6 − 1.シアトル市、ニューキャッスル市の研究対象事例から学ぶこと
アメリカ・シアトル市と、イングランド・ニューキャッスル市の研究対象事例は、日
本の事例と比較して、より複合的な役割を果たしていた。
１）アメリカ・シアトル市の事例から学ぶこと
まず、研究対象事例の中で、評価軸から見て最もバランス良く、複合的な社会的役割
を果たしていたのはアメリカ・シアトル市のマッチング・ファンドであった。
まず「市民による公共サービスの支援」という役割について、マッチング・ファンド
を活用した地域改善や地域運営が行われており、それを可能とした支援システムが確立
していた。
この背景として、第五章で四つの要素を挙げた。
それは税の再分配機能としての位置づけを持つほどの助成金額の大きさ、市のファン
ドに対する基本的な考え方、近隣住区計画との公的な関係の強さ、及び協働促進のため
のシステムの確立であった。
つまり、これらの背景から言えることは、レベルの高い地域改善や多様な地域サービ
スの提供を住民の手で行うことが出来たのは、第一に、シアトル市の中で「マッチング・
ファンド」による事業の位置づけを明確にしたこと、その上で第二に「資金」面と「資
金以外の支援」面の両方で、シアトル市からの充実した支援体制があったことがある。
まず「マッチング・ファンド」の位置づけとして、それは市民が気まぐれに行う楽し
むためのプロジェクトのための助成金としての存在だけではなく、近隣住区計画を実現
する手段の一つであり、全体予算のある一部を占める存在であり、また、自治体だけで
は行うことが出来ない量の公共サービスを、市民の力を活用することによって実現する
ための手段であった。
また、資金面での支援で言えば、全体の予算規模が大きく、また、個別の助成上限額
も大きかった。また、繰り返しの応募にも対応し、事業を計画し、完成させ、管理体制
を確立するまでの支援として機能した。
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最後に、資金以外の支援面で言えば、地域それぞれに在駐する近隣住区局職員である
コーディネーターが、地域コーディネートと自治体内コーディネートの両面を行ったこ
とがある。
また、コミュニティの構築に対する支援でも、労働力による「マッチング」の要求が
コミュニティ構築と連動していた。マッチングの準備のためのボランティアへの働きか
けや新しいグループの組織化など、労働力提供を通した人の繋がりが形成され、コミュ
ニティ構築へとつながった。
さらに、地域運営・自治の確立への支援では、緩やかな代表制を持った地域運営制度
との連携を行っていた。近隣住区単位毎の協議会がマッチング・ファンドの地域ごとの
審査を行うことで、地域指向型のプロジェクトに助成が行われた。
次に、シアトル市のもう一つの事例であるファサード・プログラムについては、ＮＰ
Ｏなどの中間組織による地域指向型の運営が行われた。また、コミュニティメンバーを
巻き込んだデザイン支援組織があり、地域のコミュニティ構築に貢献した。
シアトル市では、以上のような提案型まちづくり助成制度本体の果たした役割だけで
なく、その周辺で市が行っていたまちづくり支援の役割が大きかった。それには大きく
二つの支援が影響した。
第一に、近隣住区局の地域コーディネーターが地元に常駐していたこと、また、第二に、
同時期に近隣住区計画を地元のイニシアチブで計画するという事業があった際に、市か
ら、コミュニティに対して「住民参加を伴った」計画のためのマニュアルや情報がつまっ
た「ツールセット」の配布や、コンサルタント雇用費を与えて住民自らコンサルタント
を雇用させるなど、資金面だけではない支援を通した「エンパワーメント」があった。
「マッチング・ファンド」という資金的提供だけでなく、同時期に、地域社会が自らプ
ランニングを行った経験が、提案型まちづくり助成制度の活用にも良い影響を与えた。
シアトル市の実態からから学ぶ事は、マッチングファンド方式である提案型まちづく
り助成制度単体だけでなく、それを核とした支援体制と権限委譲の確立であった。
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２）イングランド・ニューキャッスル市の事例から学ぶこと
一方、イングランド・ニューキャッスル市での事例は、「貧困対策」という明確な課題
設定があった中での提案型まちづくり助成制度であった。
このようなごく地域限定の「福祉的」な政策は「公平性」を重視する日本の自治体に
はあまりそぐわないだろう。日本では「福祉」的な制度であったとしても、それはテー
マで規定されるものか、間接的なものになると考える。
ただし、ニュー・ディール・フォー・コミュニティズのように、住民主体の意志決定
メカニズムに現実と理想の乖離はあるにせよ、代表制を担保した上でコミュニティに判
断をゆだねるメカニズムを構築したところ、また、ワード・サブ・コミッティズ・ファ
ンドのような、堅固な都市内分権のメカニズムには、「地域運営」と提案型まちづくり助
成制度の連携という視点で、学ぶべきところがある。
ニューキャッスル市の実態から学ぶことは提案型まちづくり助成制度と地域運営との
連動、及び提案型まちづくり助成制度を活用した、地域の意志決定システムへの参加の
補完というメカニズムであった。
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6 − 2. 日本での提案型まちづくり助成制度を核としたまちづくり支援システムの
構築
これまでの各事例の評価を元に、提案型まちづくり助成制度を核としたまちづくり支
援システム構築のための提案を行う。
前章では、日本の提案型まちづくり助成制度が期待された社会的役割を果たしたかと
いう点から、序章で設定した評価軸を用いて評価を行った。
その評価を踏まえ、まず各評価軸別での支援システム構築のための課題を示す。その
上で、提案型まちづくり助成制度を核としたまちづくり支援のためのシステム像を評価
軸別に提案する。
提案を評価軸別に行うのは、現状の日本の提案型まちづくり助成制度が、主に単目的
を中心とした制度であり、複合的な社会的役割を果たすように設計されていないことが
あるからである。日本の提案型まちづくり助成制度を核としたまちづくり支援システム
も長期的な目標としては、シアトル市やニューキャッスル市の事例のように複合的な社
会的役割を果たす必要がある。
また、システム像は、第三章の結論で用いた段階図（図２－８）をもとに提案する。
この図は第三章での日本の全体像の運用実態分析を踏まえた課題を整理した図であり、
本章ではそれを用いて、より詳細な課題解明と提案を行う。
これらのことから、まず評価軸別に、単目的を中心とした支援システムの構築に対す
る提案を行う。次に最終形としての複合的役割を持つまちづくり支援システムへとたど
り着くための道筋を評価軸ごとに示すことで、日本での提案型まちづくり助成制度を核
としたまちづくり支援システム構築のための提案とする。
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１）「市民が担う公共サービスへの支援」を主目的とした提案型まちづくり助
成制度を核としたまちづくり支援システム構築に向けて
支援システム構築のための課題
「市民が担う公共サービスの支援」を提案型まちづくり助成制度が果たすことを期待さ
れる役割とした背景には「公共サービスの担い手の変化」があった。（序章・図序 -3) そ
のことには、財政悪化から来る福祉国家の崩壊と、それに伴う小さな政府への期待論や、
第三のセクターの台頭があった。このスタイルを持つ制度としては、政府が市民活動団
体と委託関係などを結び、関係部局と市民活動団体がパートナーシップを組んでプロジェ
クトを行う「協働方式」があった。　
日本で本目的を中心としてシステムが構築される場合の課題のまず第一点目として、
提案型まちづくり助成制度の成果に対する政府の誤解を解くことである。
市民が担う公共サービスの支援を主軸として提案型まちづくり助成制度の設計を行う
場合、小さな政府への期待論と共に表れる。
しかし、現在の日本型の「小さな政府」の行き着く先は、「公共サービス」の「市場」
への開放である。現に日本政府は規制改革・民間開放推進三カ年計画の中で、「市場化テ
スト」の導入や官業の民間開放をうたうなどして、「小さな政府」を目指している。
「政府」の代わりはイコール「市場」ではない。「政府」の危機感が全て市場化に向か
うことは、市場原理に乗らないはずのサービス部分を、市場原理で押しつぶす可能性が
ある。市場原理に乗らない、かつ、必ずしも政府がやる必要のない公共サービスは、第
三の軸としての市民セクターが担うべきである。公共サービスの担い手となる場合、提
案型まちづくり助成制度は市民セクターへのリソース分配として、重要な役割を果たす
ことができるはずである。
政府は、提案型まちづくり助成制度の成果を市場原理で評価するのではなく、市民セ
クターとしての役割評価を行う必要がある。でなければ、市民セクターを安い雇用先と
して利用するだけのことになる。
第二点目の課題として、政府以外の主体に公共サービスを担わせるならば、それ相応
の権限を担い手に与える必要があることが、政府に十分に理解されていない点にある。
前章でも述べたが、資金分配が不足し、権限や情報・技術などのその他のリソース分
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配を伴わない状態は、提案型まちづくり助成制度の役割として不完全な状態である。日
本の各自治体において、それぞれの事情にともなうシステムづくりが行われる中でも、「リ
ソース分配」は共通の課題である。また、「リソース分配」は、市民セクターの担い手の
育成にもつながり、協働型社会を構築する上で必要な「良い循環」をつくることになる。
政府は新しいまちづくりの担い手である市民セクターに対して、リソースを渡すこと
を恐れるべきではない。労働の対価を明確にし、責任の所在や所有関係の契約関係を結
ぶことで、本当に地域社会に役立つことであれば、消耗品に限る、飲食代は見ない、間
接経費は見ない、などとした、用途の制限も緩和すべきである。
近年用途を緩和した事例として、助成金を物理的改善に用いる「よこはままち普請」
が誕生したが、昨年度第一回目の助成対象者が決定したばかりであり、今後の変化への
期待としてその運用実態を見守りたい。
権限委譲という点で見れば、市町村から市民セクターに対する権限委譲だけでなく、
中央政府からの権限委譲とリソース分配もこの場合鍵となってくる。本研究では基礎自
治体における提案型まちづくり助成制度を扱ったが、国からの補助金も同様な背景のも
と変化していく必要がある。例えばまちづくり交付金は様々な用途に使うことができる
包括的補助金であり、交付対象事業の中の「提案事業」では、まちづくり支援として、
ソフト的な事業も行うことができる。こういった多様な「プロジェクト」包括型の補助
金において、市町村の判断で提案型まちづくり助成制度のような「プログラム」型の事
業が行えるようになれば、まちづくりの主体や幅がさらに広がる。
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提案：評価システムの充実と担い手の育成のためのリソース分配の拡大と
「エンパワーメント」
市民が公共サービスを担うための支援を行う上で、提案型まちづくり助成制度による
資金提供を核としたシステム構築の中心となる要素を図６－１に示した。
まず提案の一つ目の核として、評価システムの充実がある。
まず、段階別に目標を定め、評価する必要がある。萌芽段階であれば活動が形になる
こと、初動段階であれば活動に継続性が生まれること、成熟段階では市民が果たした公
共サービスとしての質と量が評価対象になる。また、全体に共通した評価軸として、社
会的な役割を果たしたかを評価するために、本研究の評価軸であり、提案型まちづくり
助成制度の社会的な役割であるコミュニティの構築や、地域運営の評価視点を入れるべ
きである。
また、評価の手法として、ニューキャッスル市の研究対象事例であるニュ ・ーディール・
フォー・コミュニティズ・チェストでは、外部評価団体に評価を委託し、目標とする要
素別にプロジェクトとしての成果を評価している例もある。
さらに二つ目の核として、担い手育成のためのリソース分配の拡大とエンパワーメン
トがある。
エンパワーメントの施策として、まず公共サービスを行う上での行政的支援体制の確
立がある。市民が公共サービスの担い手となる場合、担当部局や関連部局とのコーディ
ネーションを行う行政内の横断的窓口が必要である。この窓口は提案型まちづくり助成
制度担当部局に任せるのではなく、コーディネーションの役割をもつ部局が行うべきで
ある。また、「エンパワーメント」が公共サービスの担い手を育成する上で重要な位置を
占める。担い手としてのエンパワーメントを行う上では、実践などを通した教育活動が
中心となる。
さらに、ある成熟段階まで達したなら、資金的「支援」としての提案型まちづくり助
成制度ではなく、相手を公共サービスの供給者としてのパートナーと見なし、対等な関
係を結んでいくべきである。
また、「注入」支援によるエンパワーメントの充実がある。注入支援として、資金以外
のリソースである情報・技術・行政的な支援を行う。
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さらに、リソース分配を拡大した結果としての権限委譲によるエンパワーメントがあ
る。権限委譲の一環として、提案型まちづくり助成制度自体の運営を中間組織に任せる
ことも考えられる。リソースを渡すことで、提案型まちづくり助成制度の運営母体に独
立運用のための資金を与え、自治体本体から切り離させるべきである。そのためには、
提案型まちづくり助成制度自体が運営母体の資金源となっても良い。
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図６-１　評価システムとエンパワーメントを核とした支援システム
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２）「コミュニティの構築」を主目的とした提案型まちづくり助成制度を核と
したまちづくり支援システム構築に向けて
支援システム構築のための課題
「コミュニティ構築」を提案型まちづくり助成制度に期待する役割とする背景として、
「コミュニティ」の変化があった。この変化を表したものとして、「ソーシャル・キャピ
タル」という資本としてのコミュニティの概念、すなわち当然のように存在していた「コ
ミュニティ」に資本という所有の概念が生まれたことは、コミュニティを持つもの、持
たざるものの存在の誕生を示している。また、そうなった背景としてコミュニティを希
薄にする都市生活の変化があった。
日本で「コミュニティ構築」を主目的とする提案型まちづくり助成制度を行う場合、
課題となるのは次のようなことである。
まず第一点目として、政府に「コミュニティ構築」の戦略性が欠けていることがある。
自治体は、コミュニティを育てることで「公共サービス」の補助を行う「公」の部分
が社会で増加することが、自分たちの利益になることを意識し、危機感を持つべきである。
日本ではシアトル市やニューキャッスル市のような多民族国家とは異なるコミュニ
ティの構築がある。シアトル市・ニューキャッスル市では、コミュニティの構築の弊害
としてコミュニティの「偏在」、「孤立」、時には「対立」があった。
多民族国家は民族（もしくは宗教）という土台があるため、民族別のコミュニティが
構築されやすい。それは裏を返せば、容易に「対立」の構造に結びつくことを示している。
日本では提案型まちづくり助成制度の担い手の確保に苦労している点から、なかなか
活動的な「コミュニティ」が構築されない現状がある。それは逆に言えば、「コミュニティ」
間の「対立」状態までたどり着くことが難しいということもあり、シアトル市・ニュー
キャッスル市で起きた「コミュニティ構築」による弊害を恐れる必要はない。
コミュニティ構築のためには、提案型まちづくり助成制度が身近な課題解決の糸口を
与えることがあるだろう。例えば今日本でも増加しているメニュー制がその一つである。
次に第二点目として、コミュニティを構築する目的の提案型まちづくり助成制度に対
する概念浸透のためのフォローアップが市民に対して必要であり、そのためにもアウト
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リーチの組織化を政府は進める必要がある。
また、概念が浸透していない現状では、実際は集まりにくい「寄附」を集めるための
原資システムの発展を求めるより、コミュニティ構築の助けとして、自治体と住民間の
マッチングの概念を追求するべきである。これは自治体にとっても収入としてカウント
できるものであり、その場合、現金やボランティア労働力の準備能力で格差がうまれる
ことの無いように、現金以外の「マッチング」のカウント方法を考える必要がある。
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提案：戦略的「コミュニティ構築」のための組織的アウトリーチと初動期
の育成、「場」によるネットワーキング
提案型まちづくり助成制度の主な目的を「コミュニティ構築」とする場合、その戦略
性を構築するためには「アウトリーチ」と、コミュニティの「芽」を育てるための初動
期の活動の育成、及び組織的アウトリーチのための「ネットワーキング」が中心施策と
なる。これらの三つを実現する人的支援としては、市民活動のためのコーディネーター
が必要であり、あらゆる「場」のコーディネーションという役割を期待される。
まず組織的なアウトリーチについてだが、これはネットワーキングの「場」と連携し
て行われる必要がある。伝統的広報方式に頼らない攻めのアウトリーチを行うには、市
民活動のポテンシャル別の働きかけが必要である。
ポテンシャルが高い特定の層には、ネットワーキングの「場」を通した直接の働きか
けを行い、ポテンシャルがあまり高くない不特定多数の層にはニーズの掘り起こしとし
てのイベントや広報を行う。具体的には、市民が実際にどこまで自分たちの手で市民活
動を行うことができたか、具体的な成果を目に見える形で見せることである。
次にアウトリーチでつかまえた市民活動の「芽」を育てるための初動期の育成だが、
コーディネーターを伴ったネットワーキングの場は相談の場として機能すること、また、
申請上も成熟段階とは分離し、低い金額でもいいから助成を取りやすくし、市民が助成
を活用した活動を体験することが大切である。
また、芽を育てる上では、初動期よりも前の構想段階や計画段階から支援を行うこと
も考えるべきである。
ネットワーキングの場は、コミュニティ構築のベースとして、中間組織という活動体
としての発展も期待でき、権限委譲するパートナーとしての役割を目指すことができる。
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図６-２　組織的アウトリーチとネットワーキングによる支援システム
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３）「地域運営・自治の確立への支援」を主目的とした提案型まちづくり助成
制度を核としたまちづくり支援システム構築に向けて
支援システム構築のための課題
「地域運営・自治の確立への支援」を提案型まちづくり助成制度に期待する役割とする
背景として、地方分権による各自治体の自治確立の促進と、町会などの参加率低下や活
動の硬直化などの伝統的地縁組織の変化などによる、地域運営と自治システム確立の新
しいニーズがあった。
日本で「地域運営・自治の確立への支援」を主目的とする提案型まちづくり助成制度
を行う場合、課題となるのは次のようなことである。
まず第一に、日本独自のシステムである町内会などの伝統的地縁組織との関係である。
日本型の地域運営では、伝統的地縁組織の影響は排除できない。解体しても、基本的
なメンバーは変わらず、住民間の力関係は変わらないであろう。提案型まちづくり助成
制度は、現在もこの日本型地域運営メカニズムとの連携を行っている。
提案型まちづくり助成制度が出来ることは、これに参加していない人たちを排除しな
い、すなわちこの日本型地域運営メカニズムで上がってこないニーズを知るために、また、
伝統的な意志決定プロセスを飛び越した地域改善を行う役割を果たすことができ、メカ
ニズムの補完としての役割を果たすことができる。
第二に、地域運営組織に対する権限委譲の不足である。
これまでの「地域運営」のガバナンスの理想を具現化した事例として、例えば中野区
の住区協議会は予算を与えられることもなく、協議体としては機能しても、活動体とし
ての機能は、資金力に欠けたものであった。こういった住区協議会のような地域の協議
体と提案型まちづくり助成制度の連携があれば、協議体は活動体にも、事業体にもなり
うる可能性がある。
また、中央政府からの補助金として自治体を通して地域に投入される補助金がハード
のための「プロジェクト」補助メニューだとすれば、その一部の「プログラム」として
提案型まちづくり助成制度を必ず実行させることも考えられる。それは、常に不完全さ
を伴う地域参加のシステムを補完するものとしての役割である。
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地域運営の主体と、それを補完するニーズの吸い上げとしての役割を、提案型まちづ
くり助成制度は果たすことが出来るであろう。
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提案：ネットワーキングによるコア組織の形成、及びその参加の補完とエンパ
ワーメント
「地域運営・自治の確立への支援」を目的としたまちづくり支援システムを構築する場
合、地域組織の確立と、そのコア組織を核としたネットワーク関係の形成がポイントで
ある。コア組織は最初協議の場として伝統的地縁組織を含めて始まり、そこからネット
ワーク関係を築いていく。最終的には、地域運営組織としての機能を持つことができる。
コア組織への資金以外の支援として、地域コーディネーターによる人としての支援、
組織に対するエンパワーメント、場づくりの支援を段階に応じて行うことで、地域運営
として組織形成を支援する。
また、伝統的地縁組織とメンバーとした地域運営組織づくりへのネットワーク形成の
中では、組織への参加や地域の意志決定への参加ができな場合がある。提案型まちづく
り助成制度は、地域組織に対する資金的支援だけでなく、地域組織を形成した際に避け
られない参加の不足部分を補う役割にもなる。それは、組織に参加しない地域団体への
資金提供や、地域組織運営の中での広報や参加の促進活動に対する支援、また、主流と
しての地域組織による意志決定を必要としない軽微な地域改善に対する資金的支援とし
て用いられる。
社会的に果たした役割を「効果」として正しく評価することで、提案型まちづくり助
成制度がより実質的な働きがあるシステムとして、普及し、発展して行く。
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図６-３　コア組織の形成とエンパワーメントによる支援システム
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４）複合的まちづくり支援システムの構築に向けて
提案型まちづくり助成制度は今後の市民による公共サービスの支援、コミュニティの
構築、地域運営形成のあり方を規定する上で複合的役割を果たし、中心となることがで
きる施策である。
しかし、提案型まちづくり制度はまだ発展途上であり、複合的な社会的役割を果たす
ようになるには、まず中心となる目的を定め、その目的のためのまちづくり支援システ
ムを構築・運営した上で、発展することが必要である。
現状では第二章で類型化した通り、目的別の提案型まちづくり助成制度が存在してい
る。現在果たしている社会的役割別に、以下発展の方向性について示し、複合的な役割
を果たす提案型まちづくり助成制度を核としたまちづくり支援システム構築のための提
案とする。
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４）−１　市民が担う公共サービスへの支援を基礎とした発展
提案型まちづくり助成制度の類型で言えば「協働方式」のように、市民が担う公共サー
ビスへの支援を主目的として提案型まちづくり助成制度を構築した場合の発展への道筋
について、次のような発展方向が考えられる。（図６－４）
まず、市民が担う公共サービスへの支援の場合、エンパワーメントによる担い手の育
成や評価は、一部の市民組織に限られてしまう課題がある。その場合、この課題を解決
する方法として、担い手としてのポテンシャルをもつ範囲を広げる必要性がある。
そのことから、まず発展方向１として、コミュニティ構築への支援システムとの連携
がある。アウトリーチを中心としたコミュニティ構築システムを導入することにより、
公共サービスの担い手となる組織の裾野を拡げる。
次に発展方向２として、地域運営・自治組織確立への支援がある。コア組織の立ち上
げと、それに対する権限委譲を伴うことにより、地域指向型による地域サービスの担い
手と安定した地域型の担い手育成へと繋げることができる。
４）−２　「コミュニティ構築」への支援を基礎とした発展
類型で言えば、基金設置方式やマッチング・ファンド方式のように、コミュニティ構
築を主目的としたまちづくり支援システムからの発展方向として、次のようなことが考
えられる。
「コミュニティ構築を主目的とした場合、広い範囲へのアウトリーチ、およびネット
ワーキングが中心施策となる。この場合、薄く広いコミュニティは構築されても、そこ
からの発展を持たせるための方策を模索する中で、他のまちづくり支援システムとの連
携を必要とする。
まず発展方向１として、地域運営・自治組織確立への支援がある。ネットワーキング
の発展と、地域指向型との連携をもとに、より多主体が参加した、広がりのあるコミュ
ニティ構築が可能となる。
次に発展方向２として、市民が担う公共サービスへの支援の導入がある。アウトリー
チによる広い範囲へのコミュニティ構築のアプローチを元に、構築されたコミュニティ
の育成と権限委譲を目指して、公共サービスの担い手としての方策を取り入れ、より強
固なコミュニティの育成へと繋げる。
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図６-４　複合的まちづくり支援システムへの三つの道筋
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４）−３「地域運営・自治の確立」への支援を基礎とした発展
類型で言えば「地域組織連動型」がこれにあたる。地域運営・自治の確立を主目的と
したまちづくり支援システムからの発展方向として、次のようなことが考えられる。
地域運営・自治の確立を主目的とした場合、まちづくり支援システムは地域指向型の
コア組織の形成とネットワーキングがある。この場合、地域内での組織が強固に形成さ
れるほど、地域内の孤立を招く可能性があり、補助金形態が変化しただけのような組織
となり、今までの伝統的な組織との差別化が難しくなる恐れがある。
これらのことから、発展方向１として、コミュニティ構築型のまちづくり支援システ
ムへの発展がある。地域運営・自治組織が外部のコミュニティとの連携を図るためには、
連携相手としてのコミュニティ育成システムの導入が必要である。
また、発展方向２として、市民が担う公共サービスへの支援システムがある。これは、
地域運営・自治組織に対す提案型まちづくり助成制度が成熟するにつれ、地域指向型の
公共サービスのプロバイダーとしての機能も期待される。公共サービスの提供者として、
政府とのパートナーシップの相手として育成するシステムを導入することによって、新
たな段階への発展がある。
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６−３　まとめ
本研究では日本、アメリカ・シアトル市、イングランド・ニューキャッスル市について、
提案型まちづくり助成制度の運用実態を解明し、提案型まちづくり助成制度に期待され
る社会的役割である、「市民が担う公共サービスへの支援」、「コミュニティの構築への支
援」、及び「地域運営・自治の確立への支援」という視点から評価軸を定め、評価を行った。
まずアメリカ・シアトル市、イングランド・ニューキャッスル市についてだが、これ
らの事例の評価から、複合的役割を果たせるような提案型まちづくり助成制度の制度設
計と、それを実現するための周辺に構築されたまちづくり支援システムがあった。日本
における提案型まちづくり助成制度を核としたまちづくり支援システムを構築する上で
は、現状から見た複合性の不足と、周辺支援と一体となったまちづくり支援システムの
構築が課題であった。
日本の提案型まちづくり助成制度の現状から、まちづくり支援システムを構築する上
では、始めから複合性を追求せず、目的を絞り、それに合わせたシステム構築を行い、
それを基礎として発展していくことが必要であった。
まず「市民が担う公共サービスへの支援」について、公共サービスとしての質の担保
と担い手育成のために、評価システムの充実とリソース分配の拡大、及びエンパワーメ
ントを中心施策としたまちづくり支援システムを提案した。
次に「コミュニティの構築」支援について、裾野を拡げるための組織的アウトリーチ
と初動期の育成、及び「場」を設定したネットワーキングを中心施策としたまちづくり
支援システムの提案を行った。
最後に「地域運営・自治の確立」への支援として、地域指向型のシステム形成のため
に地域コア組織の形成と、組織に対する参加の補完、及び「場」によるネットワーキン
グを中心施策としたまちづくり支援システムの提案を行った。
これらの単目的を中心としたまちづくり支援システムについて、最終的に複合性を持っ
た支援システムへの発展に向けての提案として、それぞれの目的別に発展の方向性があ
る。最終的には、三つの社会的役割を果たすことが出来るように、各システムが補完し
合いながら発展していくことで、担い手の育成と地域としてのまちづくり、および公共
サービスの提供者としての市民活動の存在がより強固なものとなる。
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まちづくりのこれまでの発展経緯から、現在のまちづくりの位置づけとして、序章で
「長年の「まちづくり」の蓄積と変化を経て、今ようやく地域社会は「協働」型社会の中
で、グラスルーツ型の主体的で多様な「まちづくり」という力を持ちつつある。その「ま
ちづくり」力の「持続性」を担保するためには「提案型まちづくり助成制度」のように、
地域社会が主体となって活動していける体制を長期的に金銭面・技術面で支えることが
必要である。」と述べた。
提案型まちづくり助成制度を核としたまちづくり支援システムは、このように長い時
間の中で蓄積されてきた市民の「まちづくり」力を活用し、まちづくりがより協働型で
多様に発展していく上で、中心支援施策となることができるシステムである。しかしな
がら、現状では、政府はその効果と有益性について十分に認識せず、経済的観点からそ
の原資調達システムばかりに焦点をあて、目新しさを競っている例が多い。
原資調達システムをユニークにすることで人目を引くことばかりを追いかけるのではなく、
提案型まちづくり助成制度を核として担い手を育て、制度をより活用することができるよう、
周辺まちづくり支援と一体となって行うことが、提案型まちづくり助成制度が期待される社会
的役割を果たすための必要条件である。
参考文献
6-1)　脇山芳和「まちづくり交付金制度ー制度概要と配分について」地域開発 vol.490、（財）
日本地域開発センター p.17-21　(2005)
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本研究は、まちづくりに対する事業提案を住民から公募し、提案をもとに審査で助成
対象を決定する制度を「まちづくり提案型助成制度」と定義し、( 以下提案型助成制度と
略す ) 日本における提案型助成制度を核とした地域社会におけるまちづくりの支援シス
テムの構築に関する研究である。
日本における自治体が設置する提案型助成制度は、2000 年以降急激に増加した。そ
の背景として、第一に 1998 年の NPO 法案成立を背景に、まちづくりの担い手が増加し
たこと、第二に自治体の財政危機から、自治体が住民に対して行政サービスの新たな担
い手としての期待を持っていること、第三に地方分権一括法の成立など、各自治体が独
自の自治の仕組みを構築し、「協働のまちづくり」を意識するようになったことが挙げら
れる。これらの背景から、自治体の中でも特に基礎自治体において提案型助成制度が増
加している。
そこで本研究では、地域社会と密接な関係を持つ基礎自治体を研究対象として提案型
助成制度の運用実態を解明し、日本での提案型助成制度を核としたまちづくり支援シス
テムの構築のための課題を明らかにすることを目的とした。日本との比較対象事例とし
て、米国とイングランドの提案型助成制度を研究対象とする。
まず日本での提案型助成制度の研究対象として、制度の歴史が浅く、特定の事例を取
り上げて運用実態を分析することがまだ困難であるため、全体像を明らかにする。また、
提案型助成制度の先行的な事例を持つ米国とイングランドについては、研究対象地域を
設定し、その地域内で行われている提案型助成制度の事例について運用実態を解明し、
日本との比較対象とする。
本研究は次の七つの章と、各章のまとめから構成されている。
序章では、既往研究を踏まえた本研究の位置づけを行った。
本研究の対象とする提案型まちづくり助成制度は、まちづくり支援の中でも、広範囲
性と、継続性、必然性、安定性を兼ね備える制度であり、政府による資金以外の支援制
度との連携によってまちづくり支援システムの安定した核となることができるものであ
ることから、研究対象とした。しかし、既往研究では個別事例の運用実態の解明に留まり、
社会的位置づけや、全体像の解明には至っていない。また、提案型まちづくり助成制度
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が急激に増加しつつある今こそ、今後の発展のための課題を明らかにする必要がある。
本研究は、運用実態から全体像と課題を明らかにした上で、提案型まちづくり助成制
度を核としたまちづくり支援制度の構築を目指して提案を行い、まちづくり支援システ
ムのさらなる発展を目指すものである。
また、提案型まちづくり助成制度が、今後地域社会におけるまちづくりを支援し、よ
り促進するものとなることを目指して、提案型まちづくり助成制度の評価軸を設定した。
評価軸の設定のため、第一に、提案型まちづくり助成制度の社会的位置づけを明らか
にし、提案型まちづくり助成制度を必要とした社会的背景を明らかにした。そして第二に、
明らかになった社会的背景から、提案型まちづくり助成制度が社会で期待される「役割」
を規定し、評価軸とした。
まず、提案型助成制度を必要とした社会的背景として次の三点があった。
第一に、「公共サービスの担い手の変化」があった。
第二に、「コミュニティ」の変化があった。
第三に、地域運営と自治システムの新しいニーズがあった。
これらの背景から、提案型まちづくり助成制度が社会から必要とされた役割を果たし
ているかを評価するべく、次の三つの評価軸を設定した。
評価軸 1「市民が公共サービスを担うための支援となったか」
評価軸 2「コミュニティが構築されたか」
評価軸 3「地域運営・自治の確立への支援となったか」
これらの評価軸による評価を行うため、以下各研究対象地域の運用実態を解明した。
第一章では「日本における『まちづくりの資金的支援』の発展」と題して、戦後の「ま
ちづくり」の流れの中で、まちづくりへの資金的支援が多様な主体によって行われた実
態を文献調査と分析から明らかにした。その結果、研究対象とする基礎自治体による提
案型助成制度に与えた影響として、支援の「継続性」を担保するための仕組みと原資調
達システムと中間組織活用などの助成側の「多様化」があった。
第二章では「日本における『提案型助成制度』の全体像」と題して、基礎自治体によ
る日本での提案型助成制度の運用実態を解明した。結論として次の二点が明らかになっ
た。第一に、基礎自治体における提案型助成制度の変遷から、契約関係など自治体と助
成を受ける市民との関係性、基金などの原資調達のためのシステム、及び支援段階や支
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援メニュー制の増加、という点で制度が「複雑化」したことが明らかになった。
また、第二に、制度の「複雑化」と市民活動の担い手のミスマッチがあった。そこで、「担
い手の育成」のための課題を以下のように指摘した。第一に、市民活動の成熟段階別の
支援設定の必要性という課題であった。現在は、初動期のみ考慮している場合が殆どで
ある。第二に、「市民活動へつながる可能性別の広報手段」の必要性という課題があった。
現在は、市民活動の担い手の裾野を拡げるための効果的なアウトリーチ (参加の呼びかけ )
が行われていない。第三に、技術や情報などの「注入」支援と実践活動を通した「エン
パワーメント ( 力づけ )」の不足が課題としてあった。現在は資金以外のリソースの「注
入」支援が不足している。第四に、行政窓口と市民活動のコーディネーターとが機能別
に官民で分離していることから、支援する側が強い連携を保てる仕組みの構築が課題と
してあった。
第三章では、「米国・シアトル市における『まちづくり支援システム』の運用実態の解
明」と題して、シアトル市を研究対象とした。まず一つ目の事例として、「ネイバーフッド・
マッチング・ファンド」を取り上げた。このファンドの効果として、次の二点が明らか
になった。第一に、助成条件である労働力などの「マッチング」の要求から、新しいコミュ
ニティの構築と育成が促進された。第二に、申請可能な対象の幅広さと助成規模の大き
さが、バリエーション豊かな地域改善を各事業段階において支援することを可能にした。
課題としては第一に「コミュニティ間のコラボレーション不足」、第二に「『マッチング』
の準備能力の有無によるギャップ」があった。シアトル市の二事例目として、「ファサー
ド・インプルーブメント・ファンド」を取り上げた。この事例では、パートナーシップ
の仕組みの中で中間組織に対して市が権限委譲を行っていることが明らかになった。た
だ、「自由度の高さ」から来るガイドラインの不在があり、「まちづくり」という視点で
の質の担保が課題であった。
第四章では、「イングランド・ニューキャッスル市における『まちづくり支援システム』
の運用実態の解明」と題して、ニューキャッスル市における「ニュ ・ーディール・フォ ・ー
コミュニティ」エリアに対する提案型助成制度の運用実態を明らかにした。研究対象事
例として、「ニュー・ディール・フォー・コミュニティチェスト」と「ワード・サブ・コミッ
ティズ・ファンド」を取り上げた。この二事例の運用実態解明から明らかになった特徴
は次の三点である。第一に、「代表性」を強固に担保した市民参加のメカニズムと連動し
た助成という特徴があった。市民参加による地域の意志決定のメカニズムが構築されて
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おり、提案型助成制度はその一部とて定義されている。第二に強い「地域指向性」があっ
た。第三に、「貧困対策」としての福祉性が強い提案型助成制度であった。第四に、担い
手の偏在が課題としてあった。
第五章では、「まちづくりに対する資金的支援の比較評価」と題して第二、三、四章の
運用実態の解明から出てきた提案型助成制度の各研究対象事例の課題をもとに、序章で
設定した評価軸で研究対象地域の特質を評価した。各地域で提案型助成制度が実際に果
たした役割は次の通りであった。
まず日本では、「コミュニティ構築」をベースとした提案型まちづくり助成制度を中心
として発展した。しかし、権限委譲の不足と、アウトリーチの不足があり、コミュニティ
の構築促進への障害となっていた。
次に米国・シアトル市では、提案型まちづくり助成制度は強力な地域指向型に基づき
ながら、市民による公共サービスへの支援を中心の役割とし、結果としてコミュニティ
の構築が促進された。ネイバーフッド・マッチング・ファンドは「コミュニティ構築」
に軸足を置きながら、地域運営組織との連携の中で市民による公共サービスへの多様な
側面からの支援を行った。また、ファサード・プログラムは、地域代表組織としての中
間組織への権限委譲を行い、地域指向型による市民による公共サービスへの支援を行っ
た。
また、イングランド・ニューキャッスル市では、地域運営・自治組織との強力な連携
の中で、市民のコミュニティ構築に対する支援の役割を果たした。ニューキャッスル市
では、提案型まちづくり助成制度は福祉国家としての伝統的サービスの形態として、貧
困地域に対する税の再分配の方式の一部としての役割を果たしており、市民が公共サー
ビスを行うことを期待するものではなかった。また、決定権を持つ立場の代表性が選挙
によって担保されていること、また、提案型まちづくり助成制度の活用実態が、市民に
よる公共サービスへの支援というよりも、貧困地域での「コミュニティ構築」という側
面が大きかったことである。
これらの評価から、アメリカ、イングランドの事例と比較して、日本型の提案型まち
づくり助成制度は、一つの役割に特化したものが多く、複合的役割を果たすためのモデ
ル構築が必要であった。
第六章では、「日本のまちづくり支援システムの構築に向けて」と題して、社会的役
割を果たすための課題として、評価軸に沿って提案型助成制度の構築への提案を行った。
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日本の提案型まちづくり助成制度の現状から、まちづくり支援システムを構築するには、
始めから複合性を追求せず、目的を絞ったシステム構築を行い、それを基礎として発展
していく必要があった。
まず「市民が担う公共サービスへの支援」を中心としたシステムについて、公共サー
ビスとしての質の担保と担い手育成のために、評価システムの充実と担い手の育成のた
めのリソース分配の拡大と「エンパワーメント」を中心施策としたまちづくり支援シス
テムを提案した。
次に「コミュニティの構築」支援を中心としたシステムについて、裾野を拡げるため
の戦略的「コミュニティ構築」のために、組織的アウトリーチと初動期の育成、「場」に
よるネットワーキングを中心施策としたまちづくり支援システムの提案を行った。
最後に「地域運営・自治の確立」への支援を中心としたシステムとして、地域指向型
のシステム形成のために、ネットワーキングによるコア組織の形成、及びその参加の補
完とエンパワーメントを中心施策としたまちづくり支援システムの提案を行った。
これらの単目的を中心としたまちづくり支援システムが、最終的に複合性を持った支
援システムへと発展するためには、各システムが補完し合いながら発展していくことが
今後の課題であった。
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